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研究要旨 

背景：母子保健行政の推進を目指す健やか親子 21（第 2 次）が掲げる目標の「切れ目ない妊産
婦・乳児期から思春期までの保健指導の充実」は、令和元年に施行された成育基本法によって、
その内容の具体性と実行性を明示することが求められている。さらには令和２年３月に総合的
な推進に関する基本的な方針が定められた。 
 
目的：本研究班のミッションは、 １）母子保健情報の利活用推進のため周産期・子育て期の家
族支援を目的とした biopsychosocial assessment ツールを開発すること、２）乳幼児健診の標準
化と健診アプリの開発、３）将来, それぞれの年齢に応じた保健指導や予防介入システムが社
会実装化されたときを想定して, biopsychosocial な観点を網羅した学童期・思春期の標準化され
た新たな健診マニュアルを作成すること、４）モデル地区における社会実装化の効果検証を介
入研究によって行うこと、５）母子保健・家庭福祉分野と協働して新しい保健指導体制を整備
することである。これらのミッションを達成することで、日本版 Bright Futures を開発すること
が期待される。 
 
方法：令和 3 年度に実施した主な研究内容（図１）は、成育基本法基本的方針の推進するうえ
での、Ⅰ. パイロット研究、Ⅱ. 調査研究、Ⅲ. 制作物開発の 3 点を実施した。Ⅰのパイロット研究
として、1. 福岡市モデル地区（J 及び N モデル地区）における ICT 情報端末媒体（アプリ）を
活用した成育医療向上のためのデータヘルス事業に関する研究（永光）、2. 東京都 M 市, 福岡
県 K 市での健やか子育てガイドによる Biopsychosocial な視点を取り入れた個別乳幼児健診に
おける保健指導の充実に関する研究（小枝）の準備を行った。Ⅱの調査研究分担課題として、3. 

妊産婦の小児科サイドへのニーズ調査（小倉）、4. 愛知県乳幼児健康診査情報を用いた情報の
利活用と精度管理に関する調査研究（杉浦）、5. 健やか親子 21（第 2 次）学童期・思春期から
成人期に向けた保健対策（基盤課題 B）の地域格差に関する研究（上原）、6. 大学生を主体とし
た思春期課題の基本的ニーズの把握方法に関する研究（松浦）を実施した。Ⅲの製作物の開発
として、7. Biopsychosocial な客観的評価ツール試作開発（酒井）、8. 学童思春期マニュアルの開
発準備、周産期から思春期までの BPS 健診マニュアル作成（岡田）、9. 思春期健診マニュアル
の活用に関する使用状況調査（作田）、10. 思春期コンソーシアムウエッブサイト：開発思春期
保健データベースの構築基盤整備に関する研究（阪下）を担当した。また、11. 新型コロナウイ
ルス感染拡大による学童思春期のメンタルヘルスへの影響について文献考察を行い、学童思春
期の保健指導の重要性について考察した（岡）。 
 
結果：成育基本法基本的方針の推進に向けた 

Ⅰ. パイロット研究 

1. 福岡市モデル地区における妊婦・乳児健診用の ICT 情報端末媒体（アプリ）を開発し、
パイロット研究の準備を行政・医会とともに準備を行った（永光）。 

2. Biopsychosocial 視点を取り入れた 3，4 か月児健診、9，10 か月児健診、3 歳児健診用の
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問診票と健やか子育てガイドを作成し、パイロット実施の準備を行った（小枝）。 

Ⅱ. 調査研究 

3. 鳥取県 19 市町村を対象にヒヤリング調査を行い、EPDS９点以上で訪問・産後ケア事
業を実施。妊娠中は胎児や自身の体調に対する相談支援ニーズが主で、小児科医に対
するニーズは低い一方で、子育てに対する漠然とした不安を認めた（小倉）。 

4. 愛知県内の市町村を対象に健診における身長・体重の測定方法の実態やその変更に関
して質問紙調査を実施し、測定方法や器材の変更が確認された（杉浦）。 

5. 肥満傾向児（10 歳男子）の割合は、地域と学校が連携した健康等に関する講習会の開
催状況、地方公共団体の思春期保健対策に取り組みと有意な正の相関を認めた（上原）。 

6. 成育医療等基本方針から導いた思春期課題に関する知識・情報 22 項目に関して大学生
を対象にインタビューを実施。学校から知識・情報を得たのはわずかで、家庭やメデ
ィア等から知識・情報を得た項目も複数。知識・情報の不確かさが懸念された（松浦）。 

Ⅲ. 制作物開発 

7. 妊娠期・子育て期の保護者支援に使用する Biopsychosocial な視点を含んだ 12 項目、定
量化可能なリッカート尺度を備えた質問紙を作成し、標準化の準備を実施した（酒井）。 

8. 思春期健診の在り方に関するアンケート調査を 88 名に実施し、学童期に特有の問題、
教育に特化した学童期健診のマニュアル作成の要望を得た（岡田）。 

9. 思春期健診マニュアルも利用にアンケート調査を埼玉県小児科医会に実施し、若手小
児科医師の教育に有用との意見が多く、一般小児科臨床でも有用であった（作田）。 

10. 思春期保健に関する様々な研究者・団体、および実施された研究を調査し、一元的な
情報集約、パブリックへの情報発信の方法（ウェブサイト構築）を検討した（阪下）。 

Ⅳ. その他 

11. 新型コロナウイルス感染拡大による学童思春期のメンタルヘルスへの影響について文
献考察を行い、学童思春期の保健指導の重要性について考察した（岡）。 

 
考察：Ⅰ. パイロット研究：研究班１年目に 2 つのパイロット研究（データヘルス事業を見据
えた ICT 情報端末媒体（アプリ）を活用した妊婦・乳幼児健診、および Biopsychosocial 視点
を取り入れた 3，4 か月児健診、9，10 か月児健診、3 歳児健診）の素材準備が完了し、モデ
ル地区での行政機関・医会の協力体制も得ることができた。令和 4 年度に向けてパイロット
を実施していく。Ⅱ. 調査研究：母子健康診査マニュアル(第 10 版)運用後においても市町村
自治体で身長・体重測定方法に差異があり今後集計結果をもとに精度管理を実施する予定で
ある。思春期の保健課題に対する取り組み状況も自治体によって差異があり、その結果は思
春期の健康指標（肥満の割合等）に反映されており、格差の是正に対する対策を学校保健お
いても検討していくことが必要である。学童・思春期健診の制度化に関するニーズは地域に
おいて高く、その一元的な情報集約、パブリックへの情報発信サイトの設立と、健診頻度に
関する検討が必要である。 
 



 

18 
 

Ａ．研究目的

Ⅰ. パイロット研究 

1.  ICT 情報端末媒体（アプリ）を活用した成育医

療向上のためのデータヘルス事業に関する研究

（永光） 

2021 年３月に成育基本法の基本的方針が策定
され、乳幼児期から成人期に至るまでの期間に
おいてバイオサイコソーシャルの観点（身体
的・精神的・社会的な観点）から切れ目なく包
括的に母子家族を支援するため、個々人の成長
特性に応じた健診の頻度や評価項目に関する
課題抽出やガイドライン作成等の方策が求め
られている。また民間アプリ会社等と連携した
子育て手続のデジタル化を推進し、子育て世帯
の負担軽減や地方公共団体の業務効率化を実
現が求められている。本研究の目的は、１）母
子保健を含めた成育医療向上のため、ICT を活
用したデータヘルス事業をモデル地区で実施
し、データヘルス事業の課題を抽出すること、
２）データヘルス事業を実施することで、育児
相談のアクセシビリティと、情報共有が推進さ
れ、その結果、産前後のうつ、育児ストレス、
育児不安が減少することを証明することであ
る。 

 

2. 東京都M Biopsychosocialな視点を取り入れた

個別乳幼児健診における保健指導の充実に関

する研究（小枝） 

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、集団

健診の中止または延期があり、また外出制限に
よって、子どもも大人もストレスによる抑うつ
気分など負の反応が増大している。こうした社
会 の 変 化 に 対 応 す べ く 、 乳 幼 児 健 診 に て
Biopsychosocial な視点を取り入れた保健指導
の実施を目指す。本分担研究では、3，4 か月児
健診、9，10 か月児健診、3 歳児健診用の問診
票と健やか子育てガイドを作成し、実際の健診
における実用性を検証することを目的とする。 

 

Ⅱ. 調査研究 

3. 妊産婦の小児科サイドへのニーズ調査（小倉） 

産前産後期の妊産婦の評価の実情および小
児科領域に対する支援ニーズを明らかにする
こと、および、ニーズに応えるための実践の場
について提案することを目的とした。それによ
っ て 、 研 究 班 全 体 が 掲 げ る 日 本 版  Bright 
Futures の開発のための５つのミッションのう
ち、「周産期・子育て期の家族支援を目的とし
た biopsychosocial assessment ツールの開発」に
資することを目標とした。 
 

4. 愛知県乳幼児健康診査情報を用いた情報の

利活用と精度管理に関する調査研究（杉浦） 

愛知県保健所管内市町村及び一部の中核市で
は「母子健康診査マニュアル」が運用され、
全ての乳幼児（2020 年度出生数: 37,873 人）
の健康診査(健診)結果などの情報が電子化さ
れ県に報告される仕組みが構築されている。

結語：成育医療等の提供に関する基本理念（成育基本法 2018）が定められ、総合的な推進に

関する基本的な方針 2021（基本的方向/基本的事項/重要事項）が定められた。本研究班では、

上記の基本的事項の実現に向けて、１）成育過程における者に対する理想的な保健施策を考案

し、２）その理想的保健施策を可能な範囲でパイロットを実施し、３）社会実装化に向けたエ

ビデンスを収集する。理想的な保健施策の考案においては、米国の Bright Futures を参考に

しつつ、我が国の医療・保健システムの状況に則したものを制作していく。 
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2021 年 4 月から母体情報や健康診査後の追跡
情報の記入が可能となった母子健康診査マニ
ュアル(第 10 版)の運用が開始された。これに
より乳幼児健康診査の精度管理が可能となる
予定であるが、その運用実態は明らかではな
い。 

愛知県では精度管理や支援の評価及び判定の
標準化を目指して改訂された愛知県母子健康
診査マニュアル（第 10 版）の運用が令和３年
度から開始された。そこで運用開始以降の活用
状況について協力市町村からでタ収集すると
ともに県の取組を調査し適正な精度管理につ
いて検討した。 

 

5. 健やか親子 21（第 2次）学童期・思春期から成

人期に向けた保健対策（基盤課題B）の地域格差

に関する研究（上原） 

「健やか親子 21」は、21 世紀の母子保健の主
要な取り組みを提示するビジョンであり、関係
機関・団体が一体となって推進する国民運動計
画である。本研究では、2015 年から実施されて
いる「健やか親子 21（第 2 次）」の「学童期・
思春期から成人期に向けた保健対策（基盤課題
B）」の指標について、既存資料を用いて地域格
差を観察することを目的とした。 

 

6. 大学生を主体とした思春期課題の基本的ニー

ズの把握方法に関する研究（松浦） 

成育医療等基本方針の「Ⅱ－２－(４)学童期及
び思春期における保健施策」に記載されている
保健施策・思春期課題に関して、現在青年期に
ある大学生を対象に、インタビュー形式で思春
期の“自分”に必要だった（当時それらを得た記
憶が無い）と考える知識・情報等について基本
的ニーズを把握する方法を開発することを目
的とする。同時に把握されたニーズをもって思
春期課題への組織的対応の設計・社会実装に資

することを目指す。 

 

Ⅲ. 制作部開発 

7. Biopsychosocial な客観的評価ツール試作開発

（酒井） 

現在、各自治体の保健センターや医療機関等に
おいて、医師・保健師・看護師・助産師による
新生児健診や家庭訪問、産婦健診、乳幼児健診
等の場で「エジンバラ産後うつ病質問紙票」、
「赤ちゃんのきもち質問票」、「育児支援質問票」
等がセットで使用されている。これらも充分親
子の支援に役立つものではあるが、保護者の回
答負担を軽減し、biopsychosocial な観点で、支
援が必要な家庭を早期発見し、家庭福祉分野な
ど関係機関と連携するためのエビデンスに基
づいた客観的リスク評価指標が求められてい
る。本研究課題では biopsychosocial な視点を含
ん だ 保 護 者 支 援 の 質 問 紙 (Biopsychosocial 
Assessment ツール)を作成し、その有用性を評
価する。 
 

8. 学童思春期マニュアルの開発準備、周産期か

ら思春期までの BPS 健診マニュアル作成（岡田） 

乳幼児期から切れ目のない健診の確立に向
けて，様々な取り組みを行っている。「思春期」
については，思春期健診マニュアルを作成し，
個別健診による対応方法を提案した。一方「学
童期」については，わが国では学校健診が実施
されているが，身体的な問題の評価が中心で心
理社会的問題の増加への対応は難しい。個別健
診による学童健診を実施することにより，心理
社会的な問題にも対応できる健診方法を確立
したいと考えているが，どのような内容が必要
かについては課題の整理が必要である。本研究
の目的は，学童期にどのような心理社会的問題
が発生しやすいか，また，これを個別健診でど
のように扱うことが適切かを明らかにし，今後
の学童健診の体制づくりのため課題を抽出す
ることである。 
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9. 思春期健診マニュアルの活用に関する使用状

況調査（作田） 

学童期における標準化された健診マニュアル
の作成  

 

10. 思春期コンソーシアムウエッブサイト：開発思

春期保健データベースの構築基盤整備に関する

研究（阪下） 

1．思春期保健の重要性  

思春期の心身の健康状態は成人期に大きく
影響を与えるため、思春期の心身の健康をより
良く維持することは重要である。思春期には不
適切な生活習慣やハイリスク行動の可能性が
高まるほか、心身症や精神・行動面の問題が増
加することが知られている。健康の社会的決定
要因および健康のリスク因子を含む心理社会
面を評価し、生活指導・助言、継続的な見守り
によって心身の傷病を予防する積極的な一次
予防が必要である。また、思春期の児のヘルス
リテラシーを向上させることは、より健康な成
人となるために重要である。学校健診に加え、
医療従事者による包括的な思春期保健活動が
求められる。 

2．思春期保健領域の研究活動における課題 

思春期保健の領域では、さまざまな研究者・
団体によって調査研究や支援策介が試行され、
介入のための資料やツール（以下成果物と総称）
作成が行われてきた。たとえば、厚労省科研費
研究班、文部科学省研究班、各学術団体、自治
体等である。しかし、それぞれの研究結果や成
果物は集約されていない。正式な論文として発
表されていない結果や公にされていない成果
物も多く、情報の把握や成果物の効果的な活用
が困難である。さらに、妊娠・出産・子育て支
援期の健康に関する情報サイトとして「健やか
親子 21」があるが、思春期保健に関してパブリ

ック（思春期の子ども、保護者、医療従事者、
教育機関等）へ向けた一元的な情報提供の場は
ない。 

本研究では、思春期保健に関連する様々な研
究者・団体、および、実施された研究を調査し、
その現状を把握した上で、一元的な情報集約お
よびパブリックへの情報発信の方法を検討す
ることを目的とした。 

 

Ⅳ. その他 

11. 学童思春期のＢｉｏｐｓｙｃｈｏｓｏｃｉａｌな健康課題

に関する研究 新型コロナウイルス感染拡大によ

るメンタルヘルスへの影響（岡） 

小児医療保健の中で、新型コロナウイルス感染
流行下での学童思春期のメンタルヘルスの状
況の積極的なスクリーニング、適切な評価、対
応の体制作りが極めて重要である。感染拡大が
学童思春期に与える影響について文献的検討
を行った。 

Ｂ．研究方法 

Ⅰ. パイロット研究 

1.  ICT 情報端末媒体（アプリ）を活用した成育医

療向上のためのデータヘルス事業に関する研究

（永光） 

福岡市城南区に住民票のある妊娠期・出産期・
産婦期・子育て期（0 か月～３歳）の成人およ
び福岡市西区の小児医療機関に受診する成人
を対象。開発中のアプリ（仮称：母子健康管理
アプリ）には対象者が健診前の問診回答事項や
チャット機能を用いて、妊娠や子育てに関する
相談をかかりつけ医と実施することができる。
また受診情報は研究班のサーバにてモニタリ
ングをリアルタイムに実施する。システムの課
題を抽出する（研究目的 1）アプリを実施しな
い対照群（非アプリ実施群）を設定し研究目的
２を比較検討する。 
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2. 東京都M Biopsychosocialな視点を取り入れた

個別乳幼児健診における保健指導の充実に関

する研究（小枝） 

米国 Bright Futures を参考として、小児科専門
医 6 名の意見を集約して 3，4 か月児健診、9，
10 か月児健診、3 歳児健診用の問診票と健やか
子育てガイドを作成する。また、実際に個別健
診において使用した際の使いやすさや内容の
適切さ、分かりやすさについて保護者と健診担
当医にアンケート調査を行うためのアンケー
トを作成する。 
 

Ⅱ. 調査研究 

3. 妊産婦の小児科サイドへのニーズ調査（小倉） 

妊産婦の評価状況の把握とツール等の整備状
況に関する調査： 
ヒヤリング調査の対象は、コロナ禍における自
治体の状況を踏まえて、分担研究者の所属する
鳥取県の市町村の母子保健所管課／子育て世
代包括支援センターとし、事業担当保健師とオ
ンライン形式で調査を実施した。 
妊産婦の小児科領域に対するニーズ調査： 
パイロットスタでとして、出産 1 年以内の産婦
5 名を対象に産前・産後期における小児科医師
に対するニーズについてインタビュー調査を
実施し、ニーズの傾向を明らかにした。次に、
妊産婦を対象とした既存の事業を調査し、ニー
ズに応えるための実践の場について検討した。 
 

4. 愛知県乳幼児健康診査情報を用いた情報の

利活用と精度管理に関する調査研究（杉浦） 

母子健康診査マニュアル(第 10 版)の運用開始
以降に、県内の市町村を対象に健診における身
長・体重の測定方法の実態やその変更に関して
質問紙調査を実施した。愛知県小児科医会会報
上での発表等を行った。また、運用開始以降の
愛知県の取り組みについてヒアリングすると
ともに、愛知県に寄せられた市町村からの質問
について保健所単位の説明会にて講演し、愛知
県との協働により県内全市町村向けの講習会

や書面による情報提供を行った。 

 

5. 健やか親子 21（第 2次）学童期・思春期から成 

人期に向けた保健対策（基盤課題B）の地域格差

に関する研究（上原） 

既存資料で都道府県別の数値が記載されてい
た指標（十代の人工妊娠中絶率、児童・生徒に
おける痩身傾向児の割合、児童・生徒における
肥満傾向児の割合、地域と学校が連携した健康
等に関する講習会の開催状況、思春期保健対策
に取り組んでいる地方公共団体の割合）につい
て、都道府県別の数値をグラフ化し、健康水準
の指標と環境整備の指標および参考指標との
関連について、地域相関を観察した。 

 

6. 大学生を主体とした思春期課題の基本的ニー

ズの把握方法に関する研究（松浦） 

A 大学の大学生 3 名を対象にインタビュー
を行った。対象者はいずれも 20 歳を超えた女
子学生であった。インタビューを行った者は同
性の研究協力者である。なお、感染対策として、
インタビューはオンラインにて実施した。 

インタビューする項目については、成育医療
等基本方針の「Ⅱ－２－(４)学童期及び思春期
における保健施策」を中心に 22 項目を導き出
した。なお、こちらの 22 項目（表 1）を対象者
にも開示・共有してインタビューを進めた。 

 

Ⅲ. 制作部開発 

7. Biopsychosocial な客観的評価ツール試作開発

（酒井） 

本研究代表者・分担研究者間で討議された
Biopsychosocial Assessment ツールは、複数の候
補質問の中から、エキスパートオピニオンをも
とに 12 項目に選定をした(図 2)。従来型と比
較して、心理社会的因子に重きを置き、保護者
の回答負担を軽減するため設問項 目、内容を
厳選したものである。回答が 7 段階のリッカー
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ト尺度になっており、従来の問診票の”はい”、”
いいえ”、”どちらでもない”の選択肢とは異な
り、点数で定量化できる問診票になっている。 
 

8. 学童思春期マニュアルの開発準備、周産期か

ら思春期までの BPS 健診マニュアル作成（岡田） 

対象は 2021 年 11 月 23 日に開催した思春期健
診講習会参加者のなかで，アンケートによる回
答を行った 88 名。方法は記名式で「学童期健
診で実施してほしいこと」について自由記述に
よる回答を得た。また，思春期健診の内容との
比較を行い，追加するべき評価項目についても
検討した。 

 

9. 思春期健診マニュアルの活用に関する使用状

況調査（作田） 

思春期健診マニュアルを埼玉県小児科医会に
配布し、使用状況の調査を行う。 

（倫理面への配慮） 

質問紙調査の実施に際し調査への協力は自由
意思によるものとし、調査研究に対して研究目
的や方法、結果の処理について依頼文書を用い
て説明する。 

 

10. 思春期コンソーシアムウエッブサイト：開発思

春期保健データベースの構築基盤整備に関する

研究（阪下） 

1. 思春期保健に関する情報の状態の調査 

 厚生労働省科学研究成果でタベース、文部科
学省科学研究成果でタベース、およびインター
ネット検索を用いて思春期保健に関連する研
究・成果物や関連学術団体を調査した。 

2．情報集約および発信方法の検討 

 今やインターネットは広く普及し、ライフラ
インの一つとして捉えられるようになるほど
日常に欠かせないツールである。集約した情報
の共有およびパブリックへの発信の場として

インターネットを用いること、具体的にはウェ
ブサイト構築が最善と考えられた。ウェブサイ
ト構築のために過程を、専門家へのヒアリング
を通じて調査した。 

（倫理面への配慮） 

インターネット上にすでに公開されている情
報を対象とした調査であり倫理面への配慮は
要しない。 

 

Ⅳ. その他 

11. 学童思春期のＢｉｏｐｓｙｃｈｏｓｏｃｉａｌな健康課題

に関する研究 新型コロナウイルス感染拡大によ

るメンタルヘルスへの影響（岡） 

ＣＯＶＩＤ－１９感染拡大による生活変容が
学童思春期のメンタルヘルスに与えた影響に
ついて、海外での取り組みや研究についての文
献を取り上げ、わが国で今後課題とすべき内容
について検討を行った。２０２１年以降に発表
された研究５編を中心にレビューした。 
 

 

Ｃ．研究結果 

Ⅰ. パイロット研究 

1.  ICT 情報端末媒体（アプリ）を活用した成育医

療向上のためのデータヘルス事業に関する研究

（永光） 

福岡市子ども未来部母子保健課に事業を説明
し福岡市で使用している４か月乳幼児健診票
をアプリに搭載する許可を得た。西区モデル事
業で使用予定。福岡県産婦人科医会、福岡地区
小児科医会からも協力体制を得て、城南区モデ
ルでは分担研究者の小枝・阪下が開発した子育
て健やか健診ガイドの問診票をアプリに搭載
することにした。妊娠届時、妊娠 16 週、20 週、
24 週、28 週、32 週、36 週、出産時、産後 2 週
間健診、産後 1 か月健診、2 か月ワクチン受診、
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4 か月健診、7 か月健診、10 か月健診、1 歳 6

か月健診、3 歳健診、5 歳健診時に被験者がア
プリに問診内容の回答入力、育児相談内容が入
力できるように改廃した。事業の推進のために
企業 3 社（データヘルス事業・アプリ開発会社、
治験コーディネーター会社、ワクチンアプリ開
発会社）と業務提携契約を実施した。 

 

2. 東京都M Biopsychosocialな視点を取り入れた

個別乳幼児健診における保健指導の充実に関

する研究（小枝） 

小児科専門医の意見を元に 3，4 か月児健診、
9，10 か月児健診、3 歳児健診用の問診票と健
やか子育てガイドを作成した。また、実際に使
用した際の保護者の意見や担当医の意見を聞
くためのアンケートを作成した。 

 

Ⅱ. 調査研究 

3. 妊産婦の小児科サイドへのニーズ調査（小倉） 

現場保健師の意見として、EPDS を用いること
で、問診だけでは精神的な不安定さを見逃して
いたケースをピックアップすることができた、
一方で、繰り返し EPDS を実施することで、検
査自体に慣れが生じて故意的に点数が低くな
るよう回答していると思われるケースが複数
あった。産婦へのインタビュー調査では、妊娠
中は胎児や自身の体調に対する相談支援ニー
ズが主であり、小児科医に対するニーズは低か
った。一方で、産後すぐから、退院した後の子
育てに対する漠然とした不安や、子育ての相談
先がわからない、不確かなネット情報への不安
などが高まり、専門的な相談先として小児科領
域へのニーズが増えていた。小児科領域に相談
したい内容について、図 3 にまとめた。日常生
活でのケアや乳児特有の状態に対する疑問な
ど、受診するべきかどうか迷う状態について気
軽に相談したいというニーズが多かった。 
 

4. 愛知県乳幼児健康診査情報を用いた情報の

利活用と精度管理に関する調査研究（杉浦） 

入力方法に関して誤解のある市町村も存在す
るなどの問題点も存在したが、講習会などによ
り修正が可能であった。身長・体重の測定方法
に関する調査では 53 の市町村に調査票を配布
し、49 市町村（92%）から回答を得た。過去 10

年間に測定機材を変更した市町村が 17 (35%)、
1 歳 6 か月健診での測定方法が立位から臥位に
変更になった市町村が 5 (10%)、体重測定を着
衣から脱衣に変更した市町村が 1 (2%)、脱衣か
ら着衣での測定に変更したとした市町村が 1 

(2%)存在し、現在複数の測定機材が使用される
可能性がある市町村が 2 (4%)、存在した。 

 

5. 健やか親子 21（第 2次）学童期・思春期から成

人期に向けた保健対策（基盤課題B）の地域格差

に関する研究（上原） 

管内市区町村における地域と学校が連携した
健康等に関する講習会の開催状況が最も少な
い都道府県で約 40％であるのに対し、最も多
い都道府県では約 95％であった。また、児童・
生徒における肥満傾向児（10 歳男子）の割合
は、地域と学校が連携した健康等に関する講習
会の開催状況、思春期保健対策に取り組んでい
る地方公共団体の割合（2．性に関する指導、
3．肥満及びやせ対策）と有意な正の相関を認
めた（相関係数：0.297, 0.402, 0.297）。 

 

6. 大学生を主体とした思春期課題の基本的ニー

ズの把握方法に関する研究（松浦） 

学校から知識・情報を得たとする項目はわず
かであったが、中には学校教育で必修の項目も
あり、知識定着の難しさがうかがえた。また、
家庭やメでア等から知識・情報を入手したとい
う項目も複数存在し、知識・情報の不確かさが
懸念された。ニーズが高く、かつほとんど知識・
情報が得られなかった項目は不登校や発達障
害を含むメンタルヘルスに関する項目であっ
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た。性に関する項目は学校をはじめとして知
識・情報を得ている内容もあったが、それのみ
では知識定着が難しく、育児・妊娠・出産とか
らめた情報提供が求められる。 

 各項目の理解は「妊娠、出産等についての希
望を実現する」という表現以外は難しいところ
は見られなかった。 

 

Ⅲ. 制作部開発 

7. Biopsychosocial な客観的評価ツール試作開発

（酒井） 

 本年度は研究計画を行い、Biopsychosocial 
Assessment ツールの開発を行なった。このツー
ルの妥当性や信頼度を検証するために、今後は
福岡大学・久留米大学小児科外来に定期乳幼児
健診や慢性疾患で通院中の保護者を対象とし、
でタ収集を行う予定である。 
 

8. 学童思春期マニュアルの開発準備、周産期か

ら思春期までの BPS 健診マニュアル作成（岡田） 

１）健診方法について 

 学校医が行う学童期健診に思春期健診の
問診のようなチェックシートを提出させ
る仕組みがあるとよい 

 取り扱う内容から個別健診の方が望まし
いのでこのような方法が広まればと思 

 学童健診の実現には，役割や立場毎の理解
を進める必要がある 

 地域ごとに健診の実施状況に差があるの
で，実現については意見に差異が生じる 

 一般診療においては，時間的，経済的に対
応が難しい 

 健診で取り扱う心理社会的な問題に関す
る項目は，学校からは介入しにくい部分で
ある。それをカバーしてもらえる制度があ
ればよいと思う。学童期健診が突破口にな
ればよいと考える 

 小学校高学年だと思春期用が使えると思

う。しかし，個人差が大きいので，少し難
しいと感じる子どもも一定数いると推測
される 

 具体的な問診の仕方などについて，実施者
に対してより詳しい情報提供が必要 

２）健診内容について 

家族関係 

 学童期は保護者との関係が深い，自分の言
葉で表現することが難しい，保護者が病院
嫌いでどんなことがあっても病院へ連れ
て行ってもらえないなどの事例もある。小
学校は保護者との関係づくりをとても大
切にしているが，その説得は難しいと感じ
る。このような点で役立つ仕組みやツール
があるとよい 

 学童期は，保護者の状態が子どもに反映す
るので，そのあたりを詳しく聞き取りフォ
ローしていく必要があると思う。スクール
ソーシャルワーカーや福祉と連携した保
護者支援が必要な家庭があるので，健診を
利用してこれらを繋いでいけるシステム
の構築が必要だと思う 

 家庭内のパワーバランスが知れるような
質問が必要である 

 愛着や母子分離の課題に関する質問や評
価が必要である 

 保護者への対応についてより詳しい説明
や資料作成をしてほしい 

生活習慣 

 睡眠については日常よく聞いている。本人
記入シートに，起床／就寝時刻やスクリー
ンタイムの記入欄があると良いと思う 

 ネットやスマホ，ゲーム，SNS との関わり
についての説明資料があると良いと思う 

心理的・精神的問題 

 心の問題，自殺を少なくするための内容は
取り入れた方が良いと思う 
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 「イライラする」という項目もあれば良い
と思う 

 思春期とは異なる問題，「分離不安」「習癖
やこだわり」などの盲目も必要だと思う 

性的問題・性別違和 

 性の問題は取り入れた方が良いと思う 

 LGBT の問題への配慮について資料があ
るとよいと思う。配慮について伝えやすく
記載されていると利用できる 

学習障害   

 学習障害かそうでないかの判定がつきに
くい子どもの早期発見の手がかりとなる
ような質問や資料があるとよいと思う 

 学習障害への，学校での対応，先生の対応
についても取り上げられるとよい 

学校生活 

 学校側や子どもの側にいじめとしての理
解があるかどうか，具体的な言及があると
いいと思う。身体的なことや吃音などでか
らかわれたときに，学校では問題を軽く扱
われていることが多い。子どもの認識に立
って，対応や予防ができたらいいと思う 

その他 

 説明資料にイラストなどを入れて，楽しく
健診できるような工夫が望ましい 

 子どもが今興味関心のあること(趣味，好
きなこと，がんばっていること） 

3) そのほか 

 教員が長い間相談やカウンセリングを続
けることは，実際には困難である。専門の
カウセリングへつなぐかどうかなどにつ
いての情報や見極める方法があればよい 

 学校現場で困っているのが，専門機関が少
ないことである。受診までに数ヶ月かかる
のでこの現状の改善が望まれる 

 専門機関の情報が少なく，どこがその子に
適しているのかアドバイスできない。この

点の情報があれば助かる 

 

9. 思春期健診マニュアルの活用に関する使用状

況調査（作田） 

埼玉県小児科医会医師、50 名から回答を得た。
思春期健診マニュアルの利用は、若手小児科医
師の教育に有用との意見が多く、一般小児科臨
床でも有用であった。 

 

10. 思春期コンソーシアムウエッブサイト：開発思

春期保健データベースの構築基盤整備に関する

研究（阪下） 

1.思春期保健に関する情報 

 厚生労働省科学研究成果でタベース、文部科
学省科学研究成果でタベースを「思春期」とい
う検索語にて検索し、思春期保健に関する研究
名を抜粋した。思春期について言及していても
特定の疾患群の治療や予後に関する研究は除
外した。 厚生労働省科学研究成果でタベース
からは 2015～2021 年度、文部科学省科学研究
成果でタベースからは 2021 年度の研究の一覧
を作成した。（表 1，2）特に文部科学省科学研
究は研究種目を問わず思春期保健に関する研
究課題が非常に多く、思春期保健への関心の高
さがうかがえた。 

 思春期保健に関する学術団体は数多くあり
（表 3）、主会員は小児科医、産婦人科医、精神
科医、助産師、教育関係者、養護教員等さまざ
まであった。 

2.情報集約および発信のためのウェブサイト
構築の過程 

ウェブサイト作成の大まかな流れは 1）業者
選定・コンセプトメイクおよびヒアリング、2）
見積もり、3）制作である。業者を選ぶ際でザ
インをしてくれるか、機能開発をしてくれるか、
予算など考慮するが、必要な機能を洗い出すな
どヒアリングの作業が最も重要である。制作の
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際、情報を届けたいターゲットを絞ってサイト
をデザインする。検索キーワードも工夫する。
制作は通常は 2～3 か月程度である。業者に、
コンセプトにあった企画を考えてもらい、その
企画を WEB に落とすとどうなるかという構造
図（マップ）を作ってもらう（図 4）。制作後に
も、メインテナンス作業が必要であり、具体的
にはセキュリティや、機能バージョンアップが
必要になる。必須の維持費用としてはサーバー
代がある。参考になるウェブサイトとして、下
記があった。 

・健やか親子 21  

https://sukoyaka21.mhlw.go.jp/ 

・NHS health for teens 

https://www.healthforteens.co.uk/ 

・mental health literacy 

https://mentalhealthliteracy.org/  

・SafeBAE https://safebae.org/ 

 

Ⅳ. その他 

11. 学童思春期のＢｉｏｐｓｙｃｈｏｓｏｃｉａｌな健康課題

に関する研究 新型コロナウイルス感染拡大によ

るメンタルヘルスへの影響（岡） 

下記５つの文献についてレビューした。 
 Meherali S, et al. .Mental Health of Children 

and Adolescents Amidst COVID-19 and Past 
Pandemics: A Rapid Systematic Review. Int 
J Environ Res Public Health. 2021;18(7):3432.  

 Jones EAK, et al. Impact of COVID-19 on 
Mental Health in Adolescents: A Systematic 
Review Int J Environ Res Public Health. 
2021;18(5):2470. 

 Racine N, et al. Global Prevalence of 
Depressive and Anxiety Symptoms in Children 
and Adolescents During COVID-19: A Meta-
analysis. JAMA Pediatr. 2021;175(11):1142-
1150. 

 Bussières EL, et al. PRISME-COVID Team. 
Consequences of the COVID-19 Pandemic on 
Children's Mental Health: A Meta-Analysis. 
Front Psychiatry. 2021;12:691659. 

 Viner R, et al. School Closures During Social 
Lockdown and Mental Health, Health 

Behaviors, and Well-being Among Children 
and Adolescents During the First COVID-19 
Wave: A Systematic Review. JAMA Pediatr. 
2022 Apr 1;176(4):400-409.  

 

Ｄ．考察 

Ⅰ. パイロット研究 

1.  ICT 情報端末媒体（アプリ）を活用した成育医

療向上のためのデータヘルス事業に関する研究

（永光） 

2022 年 7 月頃より西区・城南区でのパイロッ
トを実施予定である。データヘルス事業を実施
しない対照群（非アプリ実施群）を他地区で設
定し、データヘルス事業を実施した群と間で子
育 て の 不 安 ・ ス ト レ ス の 程 度 を 開 発 し た
Biopsychosocial scale や汎用されている育児ス
トレスインデックスで比較検討し、データヘル
ス事業の有用性を明らかにする。 
 
2. 東京都M Biopsychosocialな視点を取り入れた

個別乳幼児健診における保健指導の充実に関

する研究（小枝） 

小児科専門医の意見を元に 3，4 か月児健
診、9，10 か月児健診、3 歳児健診用の問診票
と健やか子育てガイドを作成した。また、実
際に使用した際の保護者の意見や担当医の意
見を聞くためのアンケートを作成した。個別
健診を実施している自治体において、これら
を用いた健診を実施し、その実用性を検証す
る準備が整った。 

9，10 か月児健診については東京都三鷹市に
おいて実施を行っているところである。3，4 か
月児健診と 3 歳児健診については福岡県久留
米市において、令和 4 年度に実施の予定であ
る。久留米市は 4，5 か月児を対象としている。
内容に特に変更する必要はないと判断できる
ため、3，4 か月児健診用の問診票と健やか子育
てガイドをそのまま用いる予定である。 
 

Ⅱ. 調査研究 

https://sukoyaka21.mhlw.go.jp/
https://www.healthforteens.co.uk/
https://mentalhealthliteracy.org/
https://safebae.org/
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3. 妊産婦の小児科サイドへのニーズ調査（小倉） 

今後の課題として、妊産婦の評価についての
精度管理の実施、厚労科研等で開発されたツー
ルの活用、ICT を利用したポピュレーションア
プローチなどが考えられた。また、産後早期か
ら小児科領域への支援ニーズが高まることか
ら、子育て世代包括支援センターと小児科が、
対象者の妊娠中から密な連携をとり、ニーズに
応える体制を構築することが重要と考えられ
た。 
 

4. 愛知県乳幼児健康診査情報を用いた情報の

利活用と精度管理に関する調査研究（杉浦） 

母子健康診査マニュアル（第10版）の運用
が開始された。十分な周知を繰り返した後に
運用が開始されたマニュアルであるが、実際
の運用開始後に誤解などの問題があったこと
が明らかになった。しかしそれらの問題は講
演会や質疑応答を繰り返すことで解決可能で
あったと考えられる。 

健診の精度管理のために必要な追跡情報に
関しては、健診から3年後に愛知県に提出とい
う規定になっているが、今回研究協力者とし
て参加いただいた4つの市町村（愛西市、豊橋
市、田原市、碧南市）からは1年後に情報提供
を受け、検討を行う予定である。 

身体測定に関する調査では、1歳6か月児健
診の身長を立位で測定していた市町村も複数
存在することが明らかとなった。厚生労働省
が10年ごとに実施している乳幼児身体発育調
査により、幼児身体発育曲線は作成されてい
る。この身体発育曲線は2歳のところで切れて
おり、これは測定の仕方が2歳未満は仰臥位、
2歳以上は立位と、測定方法がかわっているこ
とによる。母子健康診査マニュアルでも、以
前から（第9版以前から）1歳6か月児健診の身
長は臥位で測定することが明記されている
が、これが正確に行われていなかったことに

なる。また、新型コロナウイルス感染症対策
として脱衣から着衣に変更することは感染対
策として推奨されている方法ではなく、体重
測定方法としては不適切な対応と考えられ
た。今後は身長・体重の測定方法変更により
どの程度の違いが生じたのか等に関して解析
を行う予定である。 

 

5. 健やか親子 21（第 2次）学童期・思春期から成

人期に向けた保健対策（基盤課題B）の地域格差

に関する研究（上原） 

10 歳時点の児童・生徒における肥満傾向児が
多い都道府県ほど、管内市町村では思春期保健
に関する取組みに力を入れている可能性が考
えられる。思春期前の肥満傾向児が多いことを
都道府県として課題認識しており、管内市町村
には思春期保健の取組み支援等を実施してい
る可能性があるのかもしれない。 

 

6. 大学生を主体とした思春期課題の基本的ニー

ズの把握方法に関する研究（松浦） 

「栄養関連」の知識・情報は家庭で得ていたと
いう回答が得られているが、他の項目（例えば
「口腔関連」）では家庭による関心度の差につ
いても言及されており、家庭を通じた知識・情
報提供のみでは知識格差が生じる可能性が示
唆された。 

 学校の教科（たとえば「保健」）で必らず学
ぶにも関わらず、その知識が定着していないと
考えられる項目があった。代表的なものは「性
感染症」であるが、中学校 3 年生で必修となっ
ている項目であるが、知識の定着が難しい項目
だと推測された。 

 不登校や発達障害を含むメンタルヘルスに
関する知識・情報はほとんど得られていなかっ
た。同時に、それらは身近な場合があり（不登
校など）、クラスメートへの対応が全くできな
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かった等の“後悔”も複数述べられていた。メン
タルヘルスに関する知識・情報提供は欠けてい
る部分といえる。 

 性に関する知識・情報は、学校の授業（講演
会を含む）で得られる部分も多いことがわかっ
たが、それのみでは発達段階の興味関心度によ
って知識の定着が見込めないこともあり、子育
てや妊娠・出産と絡めて知識・情報提供するこ
とが望ましいことが伺えた。 

 「妊娠、出産等についての希望を実現するた
めの知識・情報」に関しては、ニーズ把握に関
して文言を平易化する必要があることが明ら
かになった。 
 

Ⅲ. 制作部開発 

7. Biopsychosocial な客観的評価ツール試作開発

（酒井） 

母子保健領域には様々な課題があり、これらを
早期発見し、関係機関と適切な連携を図るには
エビデンスに基づいた客観的リスク評価指標
が必要となってくる。本研究課題では今年度
biopsychosocial な視点を含んだ保護者支援の
Biopsychosocial Assessment ツールを作成した
ため、今後でタ収集を行い妥当性や信頼度を検
証する。 

 

8. 学童思春期マニュアルの開発準備、周産期か

ら思春期までの BPS 健診マニュアル作成（岡田） 

学童期の特徴に鑑み、学童健診では家族への説
明や指導を増やすことが有益と考えられた。ま
た、その目的としては、１）就学までの健診で
はスクリーニングできない問題を発見する、２）
思春期になると改善が難しい問題について予
防的な対応を開始する、３）保護者への対応を
行う、などが望ましいと考えた。 

 

9. 思春期健診マニュアルの活用に関する使用状

況調査（作田） 

作成した学童健診マニュアル素案をもとに、ブ
ラッシュアップを重ね、令和 4 年夏までに完成
する。学校健診と協働して使用することを検討
する。日本小児心身医学会が主導して作成した
子ども健康調査票 QTA30 を利用し、文科省の
GIGA スクール構想に沿って、ICT を用いた医
療・健康・生活情報を活用した生徒の健康支援
システムを今後進めていく。 

 

10. 思春期コンソーシアムウエッブサイト：開発思

春期保健データベースの構築基盤整備に関する

研究（阪下） 

思春期保健に関する研究は、ごく短期間におい
ても多く、類似した視点の研究もあった。研究
者の専門分野は多岐にわたり、協働すればさら
に効率のよく発展性のある研究や介入の実現
の可能性があると考えられた。研究成果を一か
所に集約し、同時にパブリックへの情報発信を
行うでタベースを構築する上で運営組織の構
築が必要と考えた。この組織を思春期の健康に
関心を持つ専門家の集合体として「思春期保健
コンソーシアム」と命名し、コンソーシアムを
構築するための基盤整備について考察した。コ
ンソーシアムの目的・運営方法を下記と考えた。
目的：1)思春期保健における、過去・現在の調
査研究成果・成果物・資料を集約し、情報テー
タベースを構築する。2)専門家同士の交流およ
び情報共有に基づく協働の機会を作る。3)パブ
リックへ情報を発信する。運営：1)本研究班の
分担研究者のうち有志の研究者をコアメンバ
ーとする。2)思春期保健領域での活動をしてい
る団体・研究班・個人に対して、依頼の上参加
同意を得てゲストメンバーとして登録する。コ
アメンバーは、コンソーシアム独自のウェブサ
イト（以下コンソーシアムウェブサイト）を作
成し、管理する。ウェブサイトに掲載する独自
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の情報提供資料（ハンドアウト等）を執筆・作
成する。ゲストメンバーの募集と参加依頼をし、
ゲストメンバーから提供された資料・成果物か
らサイトに掲載するものを選択する。コンソー
シアムウェブサイトではパブリック（具体的な
対象は思春期の子ども、保護者、医療従事者、
教育機関）へ、心身の健康に関する実用的な情
報を提供する。健やか親子 21 のように、いろ
いろな立場から参照してもらえるサイトを目
指す。 

 

Ⅳ. その他 

11. 学童思春期のＢｉｏｐｓｙｃｈｏｓｏｃｉａｌな健康課題

に関する研究 新型コロナウイルス感染拡大によ

るメンタルヘルスへの影響（岡） 

学童思春期は、メンタルヘルスに係る様々な問
題が起こりやすい時期であり、精神疾患を有す
る成人の多くが、成人期に達するまでに症状を
認めていたことが報告されている。今回レビュ
ーしたメタアナリシスやシステマティック・レ
ビューでも、メンタルヘルスの悪化が思春期を
含む子どもへの健康被害として認識されてき
ている。学童思春期のメンタルヘルスの課題を
日常的にスクリーニングして評価し、適切な指
導や対応ができる枠組み作りが喫緊の課題と
なっている。例えば学校生活の正常化に伴う日
常の身体活動の回復、正常な睡眠パターンの回
復、適正なスクリーンタイムなど、日常生活面
での指導とともに、医療的な介入が必要な場合
の窓口を小児医療の中に提示していくことも
必要である。 
 

Ｅ．結論 

Ⅰ. パイロット研究 

1.  ICT 情報端末媒体（アプリ）を活用した成育医

療向上のためのデータヘルス事業に関する研究

（永光） 

令和 3 年度研究班 1 年目に ICT（アプリ）を活
用した成育医療向上のためのデータヘルス事
業の準備を実施した。ベンチャー企業 3 社と業
務委託契約を締結し、市町村、小児科・産婦人
科医師会の協力を得て令和 4 年度のモデル事
業の体制を整えることができた。 

 

2. 東京都M Biopsychosocialな視点を取り入れ
た個別乳幼児健診における保健指導の充実に
関する研究（小枝） 
Biopsychosocial な視点を取り入れた保健指導
に用いることができる問診票とガイド（健や
か子育てガイド）を作成して、実際の健診に
おける実用性を検証する準備が整った。 

 
Ⅱ. 調査研究 

3. 妊産婦の小児科サイドへのニーズ調査（小
倉） 
今後は、精度管理の実施や、厚労科研等で開発
されたツールの活用が課題である。既存の資料
を ICT 活用することでより利便性が高まり、
ニーズに応えることが可能になると考えられ
た。産後早期から小児科領域への支援ニーズが
高まることから、子育て世代包括支援センター
と小児科が妊娠中から密な連携をとり、ニーズ
に応える体制を構築することが重要と考えら
れた。 

 

4. 愛知県乳幼児健康診査情報を用いた情報の

利活用と精度管理に関する調査研究（杉浦） 

母子健康診査マニュアル（第 10 版）の正確な
運用を目指し様々な試み及び調査を行った。今
後は新たな集計結果をもとに精度管理などを
実施する予定である。 

 

5. 健やか親子 21（第 2次）学童期・思春期から成

人期に向けた保健対策（基盤課題B）の地域格差
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に関する研究（上原） 

「健やか親子 21（第 2 次）」における学童期・
思春期から成人期に向けた保健対策（基盤課題
Ｂ）の指標のうち、既存資料で観察できる指標
はいずれも都道府県間の格差が観察された。ま
た、10 歳時点の児童・生徒における肥満傾向児
が多い都道府県ほど、管内市町村では思春期保
健に関する取組みに力を入れている可能性が
考えられ、思春期前の肥満傾向児が多いことを
都道府県として課題認識しており、管内市町村
には思春期保健の取組み支援等を実施してい
る可能性があるのかもしれない。 

 

6. 大学生を主体とした思春期課題の基本的ニー

ズの把握方法に関する研究（松浦） 

成育医療等基本方針から導いた思春期課題に
関連する知識・情報 22 項目に関して、そのニ
ーズを把握することと把握方法を検討するこ
とを目的としたインタビュー調査を行った。学
校から知識・情報を得たとする項目はわずかで
あったが、中には学校教育で必修の項目もあり、
知識定着の難しさがうかがえた。また、家庭や
メでア等から知識・情報を入手したという項目
も複数存在し、知識・情報の不確かさが懸念さ
れた。ニーズが高く、かつほとんど知識・情報
が得られなかった項目は不登校や発達障害を
含むメンタルヘルスに関する項目であった。性
に関する項目は学校をはじめとして知識・情報
を得ている内容もあったが、それのみでは知識
定着が難しく、育児・妊娠・出産とからめた情
報提供が求められる。 

 各項目の理解は「妊娠、出産等についての希
望を実現する」という表現以外は難しいところ
は見られなかった。今後は、別の大学の学生を
対象にすることと、男子学生を対象にすること
により、思春期課題のニーズ整理と項目開発を
進める必要がある。 

 

Ⅲ. 制作部開発 

7. Biopsychosocial な客観的評価ツール試作開発

（酒井） 

 母 子 保 健 活 動 に お け る Biopsychosocial 

Assessment ツールの開発は、切れ目ない妊産婦
の支援や児童虐待予防において有用である可
能性があり、今後も研究計画を進めていく予定
である。 

 

8. 学童思春期マニュアルの開発準備、周産期か

ら思春期までの BPS 健診マニュアル作成（岡田） 

学童期の特徴に鑑み，集団の学校健診を補完
するかたちで，医療機関で実施できる方策の提
案が重要である。また，健診の目的としては，
この時期に個別に行うことの利点を生かして，
１）就学までの健診ではスクリーニングできな
い問題を発見する，２）思春期になると改善が
難しい問題について予防的な対応を開始する，
３）保護者への対応を行う，などにニーズがあ
ると考えられた。 

 

9. 思春期健診マニュアルの活用に関する使用状

況調査（作田） 

学童健診マニュアル素案をさらにブラッシュ
アップし、令和 4 年度は学校健診と協働して実
行する。 
 
10. 思春期コンソーシアムウエッブサイト：開発思

春期保健データベースの構築基盤整備に関する

研究（阪下） 

思春期保健に関する研究は多岐にわたるが、過
去・現在の研究成果は集約されておらず、参照・  

利用が容易ではない。また研究者同士の協働を
促す環境は乏しい。思春期保健でタベース構築
のための専門家の共同体「思春期保健コンソー
シアム」を作り、過去の研究成果の集約、研究
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者の連携強化、パブリックへ情報発信を行うこ
とを目指すことが望ましいと考えられた。 

 

Ⅳ. その他 

11. 学童思春期のＢｉｏｐｓｙｃｈｏｓｏｃｉａｌな健康課題

に関する研究 新型コロナウイルス感染拡大によ

るメンタルヘルスへの影響（岡） 

世界的にＣＯＶＩＤ－１９流行に伴う社会的
な変化は学童思春期のメンタルヘルスに大き
く影響をしており、わが国でもそれを示唆する
報告が認められる。小児医療保健の中でも、学
童思春期のメンタルヘルスの状況について、積
極的なスクリーニング、評価、対応の体制作り
が極めて重要である。 
 

F．健康危険情報 

 該当なし。 
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を活用した「次世代型子ども医療支援シス
テム」の展望／―子どもを地域で支える
会・筑豊 第 7 回講演会 2021 ON-LINE
（2021.6.11、WEB 講演）  

13. 永光信一郎.「わが国の思春期の子ども達
が抱える精神・心理的問題－思春期ヘルス
プロモーションを目指して－」／―第 45
回吉馴学術記念講演会（2021.7.17、WEB
講演）  

14. 永光信一郎.「発達障害/てんかん/心身症 
地域で診る診療連携の重要性」／―‐早良
区医師会学術講演会‐神経疾患の地域連
携 WEB セミナー（2021.7.20、WEB 講演）  

15. 永光信一郎.「思春期の子どもに対する研
究実績のコツ」／―エコチル調査メディカ
ルサポートセンター・エコチル調査勉強会
（2021.7.30、WEB 講演）  

16. 永光信一郎.「豊かなお産を見据えた思春
期女性の身体と心のケア」／―2021 年公
益社団法人日本助産師会 九州・沖縄地区

研修会（2021.10.3、WEB 講演）  
17. 永光信一郎.「思春期健診～小児科医が思

春期まで寄り添うポイント」／―日本小児
科医会 思春期の臨床講習会（2021.11.14、
WEB 講演・東京） 

 
18. 酒井さやか, 満尾美穂, 守屋普久子. 医系

女性研究者の仕事における旧姓使用に関
する調査. 第 53 回日本医学教育学会大会. 
2021.7.30-31（WEB 開催） 

 
19. 満尾美穂, 島田翔, 大石早織, 中川慎一郎, 

松尾陽子, 酒井さやか, 大園秀一. 医療者
側が提示した治療に対し家族が拒否を示
した小児がん患者 4 例への対応とチーム
医療の意義. 第 63 回日本小児血液・がん
学会学術集会. 2021.11.25-27（WEB 開催） 

 
20. 酒井さやか, 永光信一郎, 阿比留千尋,大

久保晴美, 清水知子, 内村直尚, 山下裕史
朗. A 市における社会的ハイリスク妊産婦
のリスク評価と出生児へのランク別対応. 
日本子ども虐待防止学会第 27 回学術集会
かながわ大会. 2021.12.4-5 (横浜, ハイブリ
ット開催） 

 
21. 小倉加恵子、小枝達也、秋山千枝子子ども

の心の診療を行う小児科医療機関におけ
る連携状況の類型化からみえた課題．第
68 回 日 本 小 児 保 健 協 会 学 術 集 会 ．
2021.6.18～20．Web 開催． 

 
22. 2) 小倉加恵子．Biopsychosocial 視点での検

診について．第 73 回中四国小児科学会．
シンポジウム：小児医療のアンメットニー
ズを俯瞰する～アフターコロナを見据え
て～．2021.11.7．米子 

 
23. 3) 小倉加恵子．鳥取県小児保健協会・鳥取

県小児科医会・鳥取県感染症懇話会合同学
術講演会．最近の乳幼児健診に関する動向．
2022.2.13 米子（ハイブリッド） 

 
24. 椙原彰子，岡田あゆみ，藤井智香子，重安

良恵，赤木朋子，田中知絵，堀内真希子，
塚原宏一：心身症の子どもの P-F スタで 
(Picture Frustration Study)の特徴:第 39
回日本小児心身医学会学術集会。香川（オ
ンライン開催）2021 年 9 月 24 日 

 
25. 藤井智香子，岡田あゆみ，重安良恵，赤木

朋子，田中知絵，椙原彰子，堀内真希子，
塚原宏一：起立性調節障害患者の下肢血行
動態についての検討．第 39 回日本小児心
身医学会学術集会。香川（オンライン開催）
2021 年 9 月 24 日 
 

26. 重安良恵，岡田あゆみ，椙原彰子，堀内真
希子，田中知絵，赤木朋子，藤井智香子，
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塚原宏一：起立性調節障害患者の QOL に
ついての検討―第 3 報：治療後の変化．第
39 回日本小児心身医学会学術集会。香川
（オンライン開催）2021 年 9 月 24 日 
 

27. 岡田あゆみ，川崎綾子：心因性頻尿男児例
の治療と認知行動療法の効果について．第
39 回日本小児心身医学会学術集会。香川
（オンライン開催）2021 年 9 月 24 日 
 

28. 岡田あゆみ：小児心身医療のすすめ 不登
校を合併した起立性調節障害児への対応． 
第 15 回岡山桃太郎会 2021 年 9 月 9 日 
 

29. 岡田あゆみ：コロナ禍の心身症～子どもの
心の問題の診療実態 COVID19 の影響に関
する調査報告と共に～岡山県小児科医会
総会学術講演会 岡山 2021 年 10 月 17
日 
 

30. 岡田あゆみ：シンポジウム：コロナや災害
から子どもを守る医療 コロナと共に生
きる子ども達 ～小児心身医学の視点から
～ 第 52 回全国学校保健・学校医大会 in 
岡山 岡山 2021 年 10 月３０日 
 

31. 岡田あゆみ： 子どもの発達と心身症． 
東かがわ市発達フォーラム 東かがわ市 
2021 年 12 月 19 日 
 

32. 岡田あゆみ：ミニレククチャ－コロナ禍の
心身症．第 39 回広島小児神経研究会 広
島（オンライン開催）2022 年 1 月 29 日 
 

33. 岡田あゆみ：小児の心身症診療の実際 ～
発達障害との関係～． 徳島児童・青年精
神保健研究会 徳島（オンライン開催），
2022 年 2 月 8 日 
 

34. 岡田あゆみ：コロナ禍の子ども達～心身に
与える影響について．徳島県医師会 学校
保健委員会研修会（第 20 回徳島メンタル
ヘルス研究会）徳島（オンライン開催），
2022 年２月 17 日 

 
35. 作田亮一: 小児神経発達症と睡眠の問題. 

第 8 回日本臨床栄養代謝学会関越支部学
術集会. 10.10.2021  

36. Oka A. Development of Pediatrics in Asia-A 
perspective from Japan through COVID-19 
pandemic. 16th Congress of Asian Society for 
Pediatric Research Dec 11, 2021, Beijing 

 
37. 岡明  小児保健の課題ーBiopsychosocial

な切れ目のない保健 小児科学会静岡地
方会 2021 年 6 月 6 日  

 
38. 岡明 小児医療の課題と展望 小児科学

会福岡地方会 2021 年 6 月 12 日 
 
39. 岡明 コロナ禍における小児医療と小児

保健    埼玉県小児保健協会・第 93 回研
究会 2021 年 6 月 13 日 

 
40. 岡明 これからの外来小児科～切れ目の

ない健診体制が子ども達と小児科医の未
来を開く 第 30 回日本外来小児科学会年
次集会 2021 年 8 月 21 日  

 
41. 岡明 切れ目のない小児期のヘルススー

パービジョンに向けて 第 185 回日本小
児科学会埼玉地方会 2021 年 12 月 5 日  

 
42. 岡明 日本の小児医療の課題 パンデミ

ックを通じて 第 18 回北米日本小児科勉
強会 2022 年 1 月 30 日 
  

H．知的財産権の出願・登録状況 
1．特許取得 

なし 
2．実用新案登録 

なし 
3．その他 

なし 
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図１ 令和 3 年度に実施した主な研究内容 
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図２ Biopsychosocial scale  
 
 
 
 
 

 
   

 
       

1. お子さんのからだや発達のことで不安や心配なことはありますか？ 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
 

2. お子さんが「寝付かない」「食べない」「かんしゃく」など、育てにくさを感じますか？  
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 

 
3. (保護者の方は) 毎日、食事を楽しむことができていますか？  

１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
 

4. (保護者の方は) 体が疲れやすい、だるいなどありますか？ 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 

 
5. (保護者の方は) 寝つけない、途中で目が覚めるなど睡眠に困っていますか？    

          １  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
 
6. とくに理由もなく、悲しくなったりすることがありますか？  

１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
 

7. 子育てを楽しむことができていますか？ 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
 

8. 子育て以外に買い物や外出を楽しむことができていますか？    
          １  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 

 
9. パートナーや家族、友人など、子育てについて相談できる人はいますか？ 

１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
 

10. 子どもを可愛いと感じたり、愛しいと感じますか？    
          １  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 
 

11. これからの子育て生活の中で、金銭的や環境面で心配していることがありますか？ 
１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 

 
12. かかりつけ医、保健師、看護師、助産師など身近に医療や行政機関の相談できる人はいますか？ 

１  ２  ３  ４  ５  ６  ７ 

下のそれぞれの文について、ふだんのあなたに、どれほど当てはまるか１～７の数字で答
えて下さい。最もよく当てはまるときは７に〇をして下さい。最も当てはまらないときは 
１に〇をして下さい。 

 
最もよく 
当てはまる 

最も当て 
はまらない 
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図３  

 
 
図 4：思春期保健コンソーシアム概念図 
 
 

 おなかの張りや胎動でしか体調の変化がわからない。
 産婦人科医、エコー技師、助産師から胎児の状況を伝えてもらい安心できた。

 出産後、退院した後の子育てに対して漠然と不安が大きかった。
 子育てに関する相談先がわからない。
・ 産婦人科でよいのか？
・ 未だ受診したことのない小児科にどう相談すればよいか？
・ ネット検索やＳＮＳで不確かな情報を得てかえって不安になった。
 小児科をどのように探せばよいかわからなかった。

• 吐き戻しが多い新生児。どの程度まで様子を見てよいか？
• ギュルギュルとお腹から頻繁に音がして心配。消化している音？病気？
• 乳児湿疹はどの程度が普通かわからない。育児本の写真と見比べることしかできない。
• 皮膚のトラブルは市販薬の保湿だけで治るのか？悪くならないか？
• オムツかぶれで皮膚が赤くなっているが、小児科を受診したことがないので塗り薬がない。
• 夜間の高熱や誤飲で、＃８０００に相談したが、つながりにくかった。

住まいの市町村のことから状況を説明する必要があり、一度の相談にかなり時間がかかった。
子どもをあやしたり、様子をみたりしながら長い電話をするのは難しかった。

• クロネコ（宅急便）や楽天市場などでもチャットで質問が気軽にでき、すぐに答えてもらえる。
気軽に時間を気にせず相談できる環境が欲しい。

妊産婦へのインタビュー調査
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厚生労働科学研究費補助金 （成育疾患克服等次世代育成総合研究事業） 
分担研究報告書 

ICT を活用した成育医療向上のためのデータヘルス事業に関する研究 

 研究代表者 永光 信一郎 （福岡大学小児科学講座） 

研究要旨

背景：2021 年３月に成育基本法の基本的方針が策定され、乳幼児期から成人期に至るまでの期
間においてバイオサイコソーシャルの観点（身体的・精神的・社会的な観点）から切れ目なく包
括的に母子家族を支援するため、個々人の成長特性に応じた健診の頻度や評価項目に関する課
題抽出やガイドライン作成等の方策が求められている。また民間アプリ会社等と連携した子育
て手続のデジタル化を推進し、子育て世帯の負担軽減や地方公共団体の業務効率化を実現が求
められている。目的：１）母子保健を含めた成育医療向上のため、ICT を活用したデータヘルス
事業をモデル地区で実施し、データヘルス事業の課題を抽出すること、２）データヘルス事業を
実施することで、育児相談のアクセシビリティと、情報共有が推進され、その結果、産前後のう
つ、育児ストレス、育児不安が減少することを証明すること。方法：福岡市城南区に住民票のあ
る妊娠期・出産期・産婦期・子育て期（0 か月～３歳）の成人および福岡市西区の小児医療機関
に受診する成人を対象。開発中のアプリ（仮称：母子健康管理アプリ）には対象者が健診前の問
診回答事項やチャット機能を用いて、妊娠や子育てに関する相談をかかりつけ医と実施するこ
とができる。また受診情報は研究班のサーバにてモニタリングをリアルタイムに実施する。シス
テムの課題を抽出する（研究目的 1）アプリを実施しない対照群（非アプリ実施群）を設定し研
究目的２を比較検討する。結果：福岡市子ども未来部母子保健課に事業を説明し福岡市で使用し
ている４か月乳幼児健診票をアプリに搭載する許可を得た。西区モデル事業で使用予定。福岡県
産婦人科医会、福岡地区小児科医会からも協力体制を得て、城南区モデルでは分担研究者の小
枝・阪下が開発した子育て健やか健診ガイドの問診票をアプリに搭載することにした。妊娠届
時、妊娠 16 週、20 週、24 週、28 週、32 週、36 週、出産時、産後 2 週間健診、産後 1 か月健診、
2 か月ワクチン受診、4 か月健診、7 か月健診、10 か月健診、1 歳 6 か月健診、3 歳健診、5 歳健
診時に被験者がアプリに問診内容の回答入力、育児相談内容が入力できるように開廃した。事業
の推進のために企業 3 社（データヘルス事業・アプリ開発会社、治験コーディネーター会社、ワ
クチンアプリ開発会社）と業務提携契約を実施した。
考察：2022 年 7 月頃より西区・城南区でのパイロットを実施予定である。データヘルス事業を
実施しない対照群（非アプリ実施群）を他地区で設定し、データヘルス事業を実施した群と間で
子育ての不安・ストレスの程度を開発した Biopsychosocial scale や汎用されている育児ストレス
インデックスで比較検討し、データヘルス事業の有用性を明らかにする。
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Ａ．研究目的 
 我が国の年間出生数は 90 万人を切り、第二
次ベビーブーム（昭和 46 年）の 209 万人から
半減するまでに至った。しかしながら子ども数
の減少とは反比例する形で、子ども虐待をはじ
めとする養育不全は増加の一途をたどってい
る。要因として、核家族化による子育て相談機
会の減少、相対的貧困率の増加、育児の孤立化
などが考えられる 1)。さらに COVID-19 のパ
ンデミックにより医療機関への受診控え、集団
乳幼児健診の個別化健診への移行などは、育児
の孤立化がさらに進むことが危惧されている。
また、我が国の母子保健行政の課題のひとつに、
行政―医療間、または異なる診療科医療機関内
での周産期情報利活用が円滑に営まれていな
い問題がある。昨今増加している産前後うつ病
や、育てにくさへの支援には、上記関係機関の
遅延のない効率的情報共有が必要である。これ
ら問題解決のためには、育児相談のアクセシビ
リティ向上と、情報共有の推進が必要である。
ICT を活用したデータヘルス事業がこれら課
題の克服に寄与しないか検証をする必要があ
る。母子保健を含めた成育医療向上のため、
ICT（Information and Communication Technology

（情報通信技術））を活用したデータヘルス事
業をモデル地区で実施し、データヘルス事業の
課題を抽出すること、およびデータヘルス事業
により育児相談のアクセシビリティと、情報共
有が推進され、その結果、産前後のうつ、育児
ストレス、育児不安が減少することを証明する。 
本年度は関係機関とのプロジェクト打ち合わ
せ、データヘルス事業の媒体となるアプリ（仮
称：母子健康管理アプリ）の開発を実施した。 
 
Ｂ．研究方法 
 研究対象者： 母子健康管理アプリ実施群は、
福岡市城南区に住民票のある妊婦・産婦および
3 歳までの乳幼児をもつ両親を対象とする。ま 

た、西区の小児医療機関を受診する 3 歳までの
乳幼児をもつ両親も対象とする。対象群として
の非アプリ実施群は城南区と西区以外の福岡
市近郊（例：春日市等）から同時期の妊婦・産
婦および 3 歳までの乳幼児をもつ両親を対象
とする。 
①選択基準： 
城南区に住民票のある妊娠期・出産期・産婦期・
子育て期（0 か月～３歳）の成人。初産・経産
を問わない。子育て期の場合も第１子・２子以
降を問わない。０～３児が複数いる場合も各々
エントリーは可能。子育て期から参加する場合、
福岡市西区の小児医療機関に受診する成人も
含める。アプリを用いたデータヘルス事業を実
施しない対照群（非アプリ実施群）として、城
南区と西区以外の福岡市近郊（例：春日市等）
から同時期の妊婦・産婦および 3 歳までの乳幼
児をもつ成人を対象とする。 
②除外基準： 
18 歳未満の保護者 
 
予定人数： 
アプリ使用群：妊娠期 50 例 子育て期（乳
児）30 例 幼児期（30 例） 
アプリ非使用群：妊娠期 50 例 子育て期（乳
児）30 例 幼児期（30 例） 
 
行政主体の健診時に使用される問診票（妊娠届
時フェースシート、エジンバラ産後うつ質問票、
育児支援チェックリスト、赤ちゃんへの気持ち
質問票、健診問診票）以外、育児ストレスイン
デックス、Biopsychosocial scale のデータを収
集する。その他、妊娠 16 週から妊娠 36 週ま
での記載フォーム、NICE うつ２項目、NICE 
不安症２項目を収集する。一方、妊婦健診診察
情報の入力、乳幼児健診評価の入力を受ける。 
 
被験者リクルート方法： 
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城南区および近隣の中央区、南区、早良区の保
健センターおよび研究協力に同意した産婦人
科クリニック、小児科クリニックに被験者募集
のポスター、リーフレットを配置する（小児科
クリニックは西区も含む）。 
 
研究協力機関の募集： 
産科施設の研究協力機関は、城南区保健センタ
ーに妊娠届けをされる方々が高率に利用され
ている産科施設を中心に協力依頼を行う。小児
科施設の研究協力機関は、城南区・西区小児科
医会に事業説明を行い研究協力の募集を行う。 
 
登録の流れとデータヘルス事業の仕組み： 
成育医療データヘルス事業のアウトラインを
図１に示す。研究対象者は、保健センター、医
療機関に設置してあるポスター・リーフレット
に記載されている QR コードを自身のスマー
トフォンから読み取る。「母子健康管理アプリ」
をダウンロードする。研究の趣旨に同意した場
合は電磁式同意文書にサインを行い、研究事業
へのエントリーを行う。エントリーは、妊娠期・
出産期・産婦期・子育て期（0 か月～３歳）の
いずれの時期からでも健診実施日からエント
リー可能である。各健診ポイントおよびアセス
メント項目を図１、に示す。各健診での被験者
の入力内容、問診内容、アセスメント項目、お
よび医療機関（産婦人科・小児科クリニック）
の入力内容、確認内容の一覧を表 1 に示す。 
 
□ 被験者が妊娠届け時・妊婦健診時にエント
リー場合 
被験者（妊婦）は、妊娠届け時または妊婦健診
中にエントリーを行い、妊娠届け時にエントリ
ーの場合は妊娠届け情報から、妊婦健診時にエ
ントリーの場合は健診受診時フェースシート
/NICE うつ/不安票に入力をする。NICE うつ
/不安票質問 2 項目計４項目のうち、いずれか

に「はい」と回答した場合はエジンバラ産後う
つ病質問票/育児支援チャックリストにも入力
を行う（出生時と産後 1 か月時は、エジンバラ
産後うつ病質問票/育児支援チャックリスト/
赤ちゃんへの気持ち質問票は必ず実施す 
る）。産科医療機関は妊婦健診診察情報の入力
と、健診受診時フェースシートに記載にある質
問への回答をクリニック備付のタブレットに
入力する（被験者のアプリに転送される）。チ
ャットで産婦人科クリニックと妊娠管理や育
児準備について適時相談することができる。ま
た妊娠期・出産期・産婦期に入力した内容を被
験者の意思にて産婦人科受診が終了した後の
かかりつけ小児科に（小児科クリニック備付の
タブレット端末に）被験者の意思にて送信する
ことができる。医療機関には専用のタブレット
端末を配置し被験者の入力内容が管理画面で
閲覧できるようにする。 
 
□ 被験者が乳幼児健診時にエントリーした場
合 
被験者（保護者）は、健診受診時のフェースシ
ート、各月齢健診問診票、Biopsychosocial scale、
育児ストレスインデックスに入力を行う。小児
科医療機関は乳幼児健診診察情報の入力と、健
診受診時フェースシートに記載にある質問へ
の回答をクリニック備付のタブレットに入力
する（被験者のアプリに転送される）。チャッ
トで小児科クリニックと妊娠管理や育児準備 
について適時相談することができる。また母親
の意思によって送信された妊娠期・出産期・産
婦期の情報を閲覧することができる。かかりつ
け小児科医ともチャットで適宜育児相談をす
ることができる（乳幼児の子育て期から参加す
る場合は西区の小児科クリニック受診者も含
む）。被験者や医療機関がアプリに入力した内
容はブロックチェーン技術の暗号化により個
人の特定は研究代表者以外できない。妊娠管理
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中、出産時、出産後に被験者が入力したエジン
バラ産後うつ病スコア（EPDS）、赤ちゃんへの
気持ち質問票等でリスクが感知された場合（カ
ットオフ値以上）はその情報を研究者と主治医
で共有する。また、行政側から被験者の健診情
報についての問合せがあった場合は、説明文書
であらかじめその旨を被験者に説明し、承諾が
得られている場合は行政からの問合せに回答
をする。尚、現在行政機関と医療機関間で行わ
れている妊産婦の連絡票、乳幼児健診は通常ど
おり実施され、リスクが同定された場合は通常
の連絡が行政・医療機関になされる（福岡市が
使用している紙媒体の健診票、問診票での連絡、
または、緊急時の電話連絡を指す）。通常の保
健サービスと本研究によるデータヘルス事業
のダブルスタンダードの方式をとる。城南区モ
デル地区でのパイロット研究については厚生
労働省子ども家庭局母子保健課、保健事業の管
理元である福岡市こども未来部、城南区保健セ
ンターおよび福岡小児科医会、福岡県産婦人科
医会の了承を得ている。 
 
□ アプリ非実施群の研究対象者について 
被験者は近郊（春日市等）在住の妊婦・産婦お
よび 3 歳までの乳幼児の成人保護者を対象と
する。乳幼児健診受診時（4 か月、10 か月、1
歳 6 か月、3 歳等）に、行政主体の健診時に使
用される問診票（エジンバラ産後うつ質問票、
育児支援チェックリスト、赤ちゃんへの気持ち
質問票、健診問診票）以外、育児ストレスイン
デックス、Biopsychosocial scale のデータを収
集する。産婦人科クリニック、小児科クリニッ
クに被験者募集のポスター・リーフレットを配
置する。ポスター・リーフレットに記載されて
いるアプリ群とは別の専用 QR コードを自身
のスマートフォンから読み取り、電磁式同意文
書にサインを行い、問診票アンケートフォーム
を取得し、上記問診票と scale に回答する。ス

マートフォンを使用されない被験者のために
紙媒体の同意説明文書及び問診票アンケート
フォームもクリニックに準備をしておく。 
【研究中止基準】 
ⅰ）研究対象者の中止 
観察期間中に抑うつ症状や産後うつ、育児不安
が顕著となった場合（エジンバラ産後うつ病質
問票にて強いうつ症状が疑われたとき、育児ス
トレスインデックスが高得点時）、個別に医療
機関経由で連絡をとり治療が必要と判断され
た場合には研究対象者を研究対象者から除外
する。本研究開始後、研究結果の公表前に研究
対象者および代諾者等から本研究への同意撤
回があった場合には、直ちに本研究の参加を取
りやめる。 
 
倫理的配慮 
本研究は福岡大学倫理員会の承認を得ている
（U22-03-011）。 
 
Ｃ．研究結果 
 
令和 3 年度研究機関中に以下のことを実施
した。 
 
1) 関係各団体との交渉 
2) 福岡大学倫理委員会研究計画承認手続き 
3) アプリの開発 
4) 関係者会議 
 
１）関係各団体との交渉 
成育基本法の基本的方針に記されているデ
ータヘルス事業の推進と民間アプリ会社と
の連携による母子保健情報の利活用促進を
目指し、本研究プロジェクトの概要を関係各
団体（福岡県保健医療介護部健康増進課・福
岡市子ども未来局母子保健課・福岡県産婦人
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科医会・福岡地区小児科医会・日本小児科医
会）に事業内容を説明し、理解を得て回った。
下記関係者会議一覧にその行程を記す。 
 
２）福岡大学倫理委員会研究計画承認手続き 
電磁式同意書取得を含め、福岡大学倫理委員
会の承認を得た。【U22-03-011】 
 
３）アプリの開発 
開発したアプリのスクリーンショットを図２
に示す。アプリ内に搭載されているアイテムは、
妊娠届時、妊娠 16 週、20 週、24 週、28 週、32

週、36 週、出産時、産後 2 週間健診、産後 1 か
月健診、2 か月ワクチン受診、4 か月健診、7 か
月健診、10 か月健診、1 歳 6 か月健診、3 歳健
診、5 歳健診票、エジンバラ産後うつ質問票、 
育児支援チェックリスト、赤ちゃんの気持ち質

問票、Biopsychosocial scale、育児ストレスイ

ンデックス等。また医療関係者が入力内容を閲

覧する管理画面も製作した。 
 
４）関係者会議 
令和３年度に実施した班会議・関係者会議の日

程一覧を下記に示す。 
 
【関係者会議】 
福岡県保健医療介護部健康増進課 

（令和 3 年 9 月 1 日） 
福岡市こども未来局母子保健課 

（令和 3 年 9 月 9 日） 
福岡市城南区保健福祉センター母子保健課 

（令和 3 年 10 月 1 日） 
福岡市中央区保健福祉センター母子保健課 

（令和 3 年 10 月 6 日） 
福岡地区小児科医会会長 黒川美知子先生 

（令和 3 年 10 月 12 日） 
福岡県産婦人科医会会長 平川俊夫先生 

（令和 3 年 10 月 19 日） 
福岡県産婦人科医会福岡支部長 藤伸裕先生 

（令和 3 年 10 月 30 日） 

福岡市西区小児科医長 元山浩貴先生 
（令和 4 年 1 月 7 日） 

福岡市西区保健センター 
（令和 4 年 1 月 7 日） 

 
【関係協力企業】 
・OKEIOS： 

データヘルス事業会社・アプリ製作会社 
・アイロム： 

事業のサポート担当 
・シミック（ハルモ）： 

予防接種アプリ開発会社 
https://www.cmicgroup.com/-/C-PRESS/web/08_20.html 

 
 
Ｄ．考察 
【データヘルス事業】 
データヘルス事業とは、健診情報等のデータ分
析に基づき、保健事業を効果的・効率的に実施
するための事業である。医療的ケアの地域格差、
健康格差等を是正し、データヘルス事業の導入
にて母子の健康増進が促進することが期待さ
れる。 

2018 年 1 月に厚生労働省「データヘルス改
革推進本部」のもとに、新たに「乳幼児期・学
童期の健康情報」プロジェクトチームが設置さ
れ、乳幼児期、学童期を通じた健康情報の利活
用等について検討を進めることとなった。これ
を受け、同年４月に子ども家庭局長の下に「デ
ータヘルス時代の母子保健情報の利活用に関
する検討会」を設置し、乳幼児健診及び妊婦健
診の健診情報の電子的記録様式の標準化及び
電子化に関する検討を行った。 
 
【本パイロット研究での期待されること】 
1. 母子保健情報の利活用推進 

母子保健情報の利活用におけるデータの電
子化においては「標準的な電子的記録様式」と
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「最低限電子化すべき情報」が検討されている。
前者は疾病および異常の診察所見、新生児聴覚
検査に関する情報、風疹抗体価等に関する情報
であり、後者は各健診時における受診の有無や
診察所見の判定に関する情報が検討されてい
る。これらの情報が転居時にも市町村間での情
報連携に使用したり、PHR(Personal Health 
Record)をマイナポータルで各自が閲覧できる
枠組みが検討されている。 

一方で妊娠期・産褥期の異常診察所見以外の
心理社会的情報は異なる診療科で共有するこ
とができない状況にある。行政機関と産科医療
機関が産後うつやボンディング障害などの情
報を共有していても、産後１か月後は母子が乳
幼児健診、予防接種で小児医療機関を受診する
も、個人情報を本人の承諾を得ずに提供するこ
とはできないためそれら心理社会的情報は伝
達されない状況にある。最低限、出生時、産後
２週間健診、産後 1 か月健診時に母親が記載し
た３つの評価表（エジンバラ産後うつ質問票、
赤ちゃんの気持ち質問票、育児支援チェックリ
スト）を小児科医が知ることができれば、その
後の家族支援、育児支援に活かされる可能性が
ある。産後うつの精神的影響は両親のみになら
ず、その子どもの中長期的な行動・精神発達に
影響することが知られており 2)、小児科・精神
科を含む医療機関、行政機関でのきめ細かなフ
ォローが必要である。 
 本事業で開発するアプリには適宜、母親の相
談ごと、悩み、３つの評価表（エジンバラ産後
うつ質問票、赤ちゃんの気持ち質問票、育児支
援チェックリスト）を入力することができ、そ
れを、小児科に設置している管理画面用のタブ
レット画面で確認することができる（エントリ
ー時に利用者が産科情報を小児科かかりつけ
医が閲覧できることの許可ボタンを送信する）。
また開発中の Biopsychosocial scale（分担研究
者酒井さやか開発中）も搭載されているため、

被験者自身も心理社会評価の状況を時系列に
客観的に俯瞰することが可能となるメリット
がある。 
 
2. コロナ禍における個別健診での活用 
2020 年のコロナウイルス感染症パンデミック
により、集団での乳幼児健診が実施できなくな
り、急遽個別乳幼児健診が市町村で実施された。 
しかしながら、個別健診は各地域医師会を介し
て契約されているためその数の集計には多く
の時間を要し、乳幼児健診を受診したかどうか
の把握だけでも 2 か月前後かかる状態となっ
た。生後 4 か月で身体的・心理社会的になんら
かの支援が必要と判断されても、その支援提供
までに数か月を要することになる。本事業で使
用するアプリでは、受診をしたかどうかの把握
がサーバーを介して当日把握することが可能
である。データヘルス事業に大きなメリットで
ある。 
 
3. 学校健診情報との連携 
乳幼児健診情報と学校健診情報の連結は、児童
生徒の健康保険課題の向上、生活習慣病予防の
対策の視点から重要である。身長体重のみなら
ず、幼少期の食習慣、睡眠環境、メディア使用、
運動記録等をデジタル媒体に保管しておくこ
とで、学童思春期の食習慣、睡眠環境、メディ
ア使用、運動記録との相関や因果関係を探索す
ることも可能となる。 
 
Ｅ．結論 
 令和 3 年度研究班 1 年目に ICT（アプリ）
を活用した成育医療向上のためのデータヘル
ス事業の準備を実施した。ベンチャー企業 3 社
と業務委託契約を締結し、市町村、小児科・産
婦人科医師会の協力を得て令和 4 年度のモデ
ル事業の体制を整えることができた。 
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5. Habukawa C, Nagamitsu S, Koyanagi K, 
Nishikii Y, Yanagimoto Y, Yoshida S, Suzuki Y, 
Go S, Murakami K. Late bedtime reflects 
QTA30 anxiety symptoms in adolescents in a 
school checkup. Pediatr Int. (2021 
Sep;63(9):1108-1116. doi:10.1111/ped.14554.  

6. 松岡美智子, 石井隆大, 永光信一郎. 精神
疾患の親をもつ子どもへの支援の在り方
について－精神科医の役割 子どもの心
と か ら だ  日 本 小 児 心 身 医 学 会 雑 誌
(2021,30(3):353-358)  

7. 中村美和子, 永光信一郎, 小原仁, 石井隆
大, 酒井さやか, 下村国寿, 黒川美知子, 
角間辰之, 山下裕史朗. 5 歳児における育
児感情と子どもの発達に与える産後の母
親の抑うつ気分の影響  小児保健研究
(2021,80(6):797-802)  

8. 永光信一郎. ネット依存, 心身症, 不登校 
－ 子どもの心の不調に家庭・学校・かか
りつけ医はどのように向き合うべきか 
小児保健研究（2021,80(2):129-134）  

9. 永光信一郎.思春期健診と CBT アプリに
よる思春期ヘルスプロモーション 子ども
の心とからだ（2021,29(4)359-364）  

10. 永光信一郎. 【新型コロナ感染拡大と子ど
もたち】おわりに COVID－19 パンデミッ
クによる小児医療のパラダイムシフト 
子どもの心とからだ（2021,30(3)319-320）  

11. 永光信一郎.【成育基本法をふまえたメン
タルヘルス支援】健やか親子 21（第 2 次）
中間評価をふまえた親子支援 学童思春
期の Biopsychosocial に健やかな発達を促
す切れ目ない支援について 母子保健情
報誌（2021,6:59-67）  

12. 永光信一郎.【新しい健診－乳幼児期から
思春期まで】新たな思春期の健診 思春期
健診の実際  小児内科（2021,53(3):415-
420） 

2．学会発表 
1. 永光信一郎.（特別講演）「学童・思春期の

メンタルヘルス －家庭・学校・かかりつ
け医の役割－」／ ―第 68 回九州学校保
健学会（2021.8.21、WEB 講演・福岡）  

2. 永光信一郎.（特別講演）「ティーンズ健診
と CBT アプリによる思春期ヘルスプロモ
ーションの推進」／―第 27 回大分小児保
健学会（2021.9.12、WEB 講演・大分）  
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3. 永光信一郎.（特別講演）思春期のメンタル
ヘルス疾患への対応 －思春期ヘルスプロ
モーションの社会実装化を目指して／―
第 27 回下関小児科医会 WEB 講演会
（2021.10.13、WEB 講演）  

4. 永光信一郎.（特別講演）COVID－19 後の
次世代小児医療：ICT を活用した医療戦略
／―第 67 回福岡県小児科保健研究会・母
子保健研修会（2021.12.4、福岡）  

5. 永光信一郎.（特別講演）ICT と医療・健
康・生活情報を活用した「次世代型子ども
医療支援システム」の開発／―佐賀県小児
科地方会（2021.12.12、佐賀）  

6. 永光信一郎.みんなで取り組もう！思春期
を含むこどもの心の問題／―第 124 回日
本小児科学会学術集会（2021.4.16-18、京
都）  

7. 永光信一郎.ゲノム解析による予防医学 
スマートフォンアプリ／思春期健診によ
る思春期ヘルスプロモーション／―第
124 回 日 本 小 児 科 学 会 学 術 集 会
（2021.4.16-18、京都）  

8. 永光信一郎. 次世代育成に向けた小児医
学研究の推進 第 363 回福岡大学小児科 
クリニカルカンファレンス（2021.5.17、
WEB 講演）  

9. 永光信一郎. 睡眠から入る神経発達症診
療／―第 63 回日本小児神経学会学術集
会・寝る子はそだつ（2021.5.27、WEB シ
ンポジウム 1・福岡）  

10. 永光信一郎. 母と子のこころの診療の教
育・啓発に向けたマニュアル作りから見え
てきた周産期メンタルヘルスの重要性と
課題／―第 6 回母と子のメンタルヘルス
フォーラム（2021.6.6、WEB シンポジウ
ム）  

11. 永光信一郎. コロナ禍における筑紫小児
医療連携の展望／―第 25 回筑紫小児科カ

ンファレンス（2021.6.10、WEB 講演）  
12. 永光信一郎.ICT と医療・健康・生活情報

を活用した「次世代型子ども医療支援シス
テム」の展望／―子どもを地域で支える
会・筑豊 第 7 回講演会 2021 ON-LINE
（2021.6.11、WEB 講演）  

13. 永光信一郎.「わが国の思春期の子ども達
が抱える精神・心理的問題－思春期ヘルス
プロモーションを目指して－」／―第 45
回吉馴学術記念講演会（2021.7.17、WEB
講演）  

14. 永光信一郎.「発達障害/てんかん/心身症 
地域で診る診療連携の重要性」／―‐早良
区医師会学術講演会‐神経疾患の地域連
携 WEB セミナー（2021.7.20、WEB 講演）  

15. 永光信一郎.「思春期の子どもに対する研
究実績のコツ」／―エコチル調査メディカ
ルサポートセンター・エコチル調査勉強会
（2021.7.30、WEB 講演）  

16. 永光信一郎.「豊かなお産を見据えた思春
期女性の身体と心のケア」／―2021 年公
益社団法人日本助産師会 九州・沖縄地区
研修会（2021.10.3、WEB 講演）  

17. 永光信一郎.「思春期健診～小児科医が思
春期まで寄り添うポイント」／―日本小児
科医会 思春期の臨床講習会（2021.11.14、
WEB 講演・東京） 

 
H．知的財産権の出願・登録状況 
1．特許取得 

なし 
2．実用新案登録 

なし 
3．その他 

なし 
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表１ 各健診での被験者・医療機関の入力内容、問診内容、アセスメント項目一覧 
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厚生労働科学研究費補助金 （成育疾患克服等次世代育成総合研究事業） 
分担研究報告書 

 

Biopsychosocial な視点を取り入れた個別乳幼児健診における保健指導の充実に関する研究 
 

研究分担者 小枝達也  国立成育医療研究センター 
研究協力者 河野由美  自治医科大学小児科 

秋山千枝子 あきやま子どもクリニック 
七種朋子  久留米大学小児科 
前川貴伸  国立成育医療研究センター 
阪下和美  東京都立松沢病院精神科 

 

 
 
Ａ．研究目的 

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、集団健
診の中止または延期があった。また感染予防に留意
していても、不安が強くて集団健診は受診したくな
いという保護者が一定の割合で存在することもわか
ってきた。そこで選択肢の一つとして、個別健診へ
のニーズが高まっている。 

一方で長引く新型コロナ感染症流行による外出制
限等によって、子どもも大人もストレスによる抑う
つ気分を感じる割合も高いなど、負の反応が増大し
ている。 

こうした社会の変化に対応すべく、乳幼児健診に
て Biopsychosocial な視点を取り入れた保健指導に

用いることができるガイド（健やか子育てガイド）
を作成して、実際の健診における実用性を検証する
ことを目的とする。 

とくに身体的な疾患のスクリーニングに加えて、
家庭内での子どもの過ごし方や生活習慣、家族内の
関係性、安全確保に向けた意識など乳幼児健診の機
会に把握すべきことは多い。 

そこで米国 Bright Futures を参考として、個別健
診において心理社会面の評価および保健指導を行う
ツールとして、保護者を対象とした問診票と助言・
指導の記載から構成される「健やか子育てガイド」
を作成し、実際の健診において使用し、その慈雨要
請を検証することを目的とする。 

研究要旨 
【目的】新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、集団健診の中止または延期があり、また外出制限に
よって、子どもも大人もストレスによる抑うつ気分など負の反応が増大している。こうした社会の変化
に対応すべく、乳幼児健診にてBiopsychosocialな視点を取り入れた保健指導の実施を目指す。本分担研
究では、3，4か月児健診、9，10か月児健診、3歳児健診用の問診票と健やか子育てガイドを作成し、実
際の健診における実用性を検証することを目的とする。 
【対象と方法】米国 Bright Futures を参考として、小児科専門医 6 名の意見を集約して 3，4 か月児健診、
9，10 か月児健診、3 歳児健診用の問診票と健やか子育てガイドを作成する。また、実際に個別健診にお
いて使用した際の使いやすさや内容の適切さ、分かりやすさについて保護者と健診担当医にアンケート
調査を行うためのアンケートを作成する。 
【結果】小児科専門医の意見を元に 3，4 か月児健診、9，10 か月児健診、3 歳児健診用の問診票と健や
か子育てガイドを作成した。また、実際に使用した際の保護者の意見や担当医の意見を聞くためのアンケ
ートを作成した。 
【考察】3，4 か月児健診、9，10 か月児健診、3 歳児健診において健やか子育てガイドを用いた個別健診
を実施する準備が整った。 
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今年度は、令和 2 年度度厚生労働科学研究費（厚
生労働科学特別研究事業）「感染症流行下における適
切な乳幼児健康診査のための研究」において実施さ
れた「個別健診の保健指導充実に関する検討－健や
か子育てガイド作成に関する検討－」で作成された
1 歳 6 か月児健診と 5 歳児健診における健やか子育
てガイドを参考にして、3，4 か月児健診、9，10 か
月児健診、3 歳児健診で用いる健やか子育てガイド
を作成する。 
 
Ｂ．研究方法 

厚生労働省研究班の保健指導に関する手引きやガ
イド、また米国の”Bright Futures: Guidelines for 
Health Supervision of Infants, Children, and 
Adolescents”を詳しく紹介した文献 1 を参考にして、
研究協力者 6 名により、3，4 か月児健診、9，10 か
月児健診、3 歳児健診で用いる問診票と助言・指導を
記したガイドを作成する。 

またこれらを健診で使用した際に、保護者から健
診を受けた視点からの意見を聞くアンケート調査項
目と健診を担当した医師からの意見を聞くアンケー
ト調査項目を作成する。 

 
Ｃ．研究結果 

3，4 か月児健診用は資料１－１、１－２に示した
ように①栄養について、②１日の行動と睡眠につい
て、③遊び、メディアについて、④歯のケアについ
て、⑤安全について、⑥子育てについて、の６カテ
ゴリーとし、それぞれに詳細な内容の項目を作成し
た。特に助言・指導が必要ない回答は問診票の左側
に来るように配置し、健診担当医が助言・指導の必
要性がある事例を見分けやすくする工夫をした。ま
た、健やか子育てガイドは問診票のどの項目と対応
しているかを記載して、健診医が目視しやすい工夫
をした。 

9，10 か月児健診用は資料２―１、２－２に示し
たように、①栄養について、②睡眠について、③遊
び、メディアについて、④歯のケアについて、⑤安
全について、⑥おうちについての６カテゴリーとし
た。また保護者の子育ての態度と子どもの発達の関
係性を調べるための項目として⑦発達について、を

加えた。3，4 か月児健診用と同様に見やすさの工夫
をした。 

3 歳児健診用は資料３－１、３－２に示したよう
に、①栄養・食事について、②睡眠について、③遊び
やメディア使用について、④こころの健康について、
⑤安全について、⑥おうちについて、の６カテゴリ
ーとした。また保護者の子育ての態度と子どもの発
達の関係性を調べるための項目として⑦発達につい
て、を加えた。見やすさの工夫は同様に行った。 

また、保護者用アンケート（資料４）と健診担当
医用のアンケート調査項目（資料５）を作成した。 
 
D. 考察 

小児科専門医の意見を元に 3，4 か月児健診、9，
10 か月児健診、3 歳児健診用の問診票と健やか子育
てガイドを作成した。また、実際に使用した際の保
護者の意見や担当医の意見を聞くためのアンケート
を作成した。個別健診を実施している自治体におい
て、これらを用いた健診を実施し、その実用性を検
証する準備が整った。 

9，10 か月児健診については東京都三鷹市におい
て実施を行っているところである。 

3，4 か月児健診と 3 歳児健診については福岡県久
留米市において、令和 4 年度に実施の予定である。
久留米市は 4，5 か月児を対象としている。内容に特
に変更する必要はないと判断できるため、3，4 か月
児健診用の問診票と健やか子育てガイドをそのまま
用いる予定である。 

 
Ｅ．結論 
 Biopsychosocialな視点を取り入れた保健指導に用
いることができる問診票とガイド（健やか子育てガ
イド）を作成して、実際の健診における実用性を検
証する準備が整った。 
 
文献 
1) 阪下和美．正常です で終わらせない！ 子ど
ものヘルス・スーパービジョン．東京医学社、
2017. 
2)標準的な乳幼児期の健康診査と保健指導に関す津
手引き ～「健やか親子 21（第 2 次）」の達成に向
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けて～．平成 26 年度厚生労働科学研究費補助金
（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業）縫うよ
う児健康診査の実施と評価ならびに多職種連携によ
る母子保健指導の在り方に関する研究 
（研究代表者 山崎嘉久）． 
3) 乳幼児健康診査事業実践ガイド．平成 29 年度子
ども・子育て支援推進調査研究事業 乳幼児健康診
査のための「保健指導マニュアル（仮称）」及び
「身体診察マニュアル（仮称）」作成に関する調査
研究（研究代表者 小枝達也）． 
4）令和 2 年度度厚生労働科学研究費（厚生労働科
学特別研究事業）「感染症流行下における適切な乳
幼児健康診査のための研究」総括研究報告書（研究
代表者 小枝達也） 
 

Ｆ．健康危険情報 
 総括研究報告書にまとめて記載。 
 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表 

なし 
 
2. 学会発表 

なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 
特許取得 
なし 
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資料１－１ 
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資料１－２ 
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資料 2－1  
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資料 2－2  



60 
 

資料３－１ 
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資料３－２ 
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資料４  健やか子育てガイドによる健診 保護者向けアンケート 
 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

健やか子育てガイドによる健診を受けた感想をぜひ教えてください。 

 

【ご注意点】 

 本アンケートの回答には 5分程度のお時間を要します。謝礼・費用はございません。 

 本アンケートへの参加は自由です。ご参加いただけない場合も不利益が生じることは一切ございま

せん。 

 同頂ける方は、アンケート冒頭の「この研究へ参加することに同意します」のチェック欄へ記載を

お願い致します。 

 無記名式アンケートであり、一旦ご回答頂いたあとに参加を取りやめることはできません。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 
本調査へご参加いただける場合は下記にチェックをしてください。 

□ この研究へ参加することに同意します。 

 

以下の質問の該当する□にチェックを記入してください。 

 
①質問シートに回答するのは簡単だった 

 そう思う 

 どちらかといえばそう思う 

 どちらともいえない 

 どちらかといえばそう思わない 

 そう思わない 

 

②健診を担当する医師からの説明はわかりやすかった 

 そう思う 

 どちらかといえばそう思う 

 どちらともいえない 

 どちらかといえばそう思わない 

 そう思わない 

 

③健やか子育てガイドの内容は理解しやすいと感じた 

 そう思う 

 どちらかといえばそう思う 

 どちらともいえない 

 どちらかといえばそう思わない 

 そう思わない 

 

 

④健やか子育てガイドの内容は役にたつと感じた 

 そう思う 

 どちらかといえばそう思う 

 どちらともいえない 

 どちらかといえばそう思わない 

 そう思わない 

 

⑤健やか子育てガイドの内容量は 

 多い 
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 ちょうどよい 

 少ない 

 

⑥本日の健診にかかった時間は 

 長すぎる 

 ちょうどよい 

 短すぎる 

 

⑦これまで受けた健診と、本日の健診を比べると 

 本日の健診のほうがよかった 

 これまでの健診とかわらない 

 これまで受けた健診のほうがよかった 

 

⑧健やか子育てガイドによる健診を行った感想を自由にご記載ください。 

＜フリーコメント＞ 

 
 
資料５ 健やか子育てガイドによる健診 健診担当医向けアンケート 

（例として 4，5か月児健診と 3歳児健診用を記す） 
 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

健やか子育てガイドによる健診をご担当くださった先生方へ 

この度は本研究へのお力添えくださり誠にありがとうございます。 

健やか子育てガイドをご使用になった感想をぜひ教えてください。 

たくさんの先生方のご回答をお待ちしております。 

 

【ご注意点】 

 本アンケートの回答には 10分程度のお時間を要します謝礼・費用はございません。 

 本アンケートへの参加は自由です。ご参加いただけない場合も不利益が生じることは一切ございま

せん。 

 同意いただける先生は、アンケート冒頭に「この研究へ参加することに同意します」のチェック欄

に記入をお願いします。 

 無記名式アンケートであり一旦ご回答頂いたあとに参加を取りやめることはできません。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 
本調査へご参加いただける場合は下記にチェックをしてください。 

□ この研究へ参加することに同意します。 

 

該当する□にチェックをご記入ください。 
① 健診をおこなった数を教えてください  

4，5か月児健診  3歳健診 

5人未満  5人未満 

5～10 人  5～10人 

11～15 人  11～15人 

16～20 人  16～20人 

20～25 人  20～25人 

26～30 人以上  26～30人以上 

31 人以上  31人以上 
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②保護者は容易に質問項目に回答していた 

 そう思う 

 どちらかといえばそう思う 

 どちらともいえない 

 どちらかといえばそう思わない 

 そう思わない 
 

③保護者の回答から「問題点のある分野」を同定することは容易だった 
 そう思う 

 どちらかといえばそう思う 

 どちらともいえない 

 どちらかといえばそう思わない 

 そう思わない 

 

④保護者にとって健やか子育てガイドの内容は理解しやすいと感じた 

 そう思う 

 どちらかといえばそう思う 

 どちらともいえない 

 どちらかといえばそう思わない 

 そう思わない 

 

⑤保護者にとって健やか子育てガイドの内容量は 

 多いと感じた 

 ちょうど良いと感じた 

 少ないと感じた 

 

⑥医師にとって健やか子育てガイドの内容は理解しやすいと感じた 

 そう思う 

 どちらかといえばそう思う 

 どちらともいえない 

 どちらかといえばそう思わない 

 そう思わない 

 

⑦医師にとって健やか子育てガイドの内容量は 

 多いと感じた 

 ちょうど良いと感じた 

 少ないと感じた 

 

⑧健やか子育てガイドを使って保護者へ説明することは容易だった 

 そう思う 

 どちらかといえばそう思う 

 どちらともいえない 

 どちらかといえばそう思わない 

 そう思わない 

 

⑨健やか子育てガイドの内容は適切だった 

 そう思う 

 どちらかといえばそう思う 

 どちらともいえない 

 どちらかといえばそう思わない 

 そう思わない 
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「そう思わない」「全くそう思わない」とご回答の先生へ：そう思わないと感じる点を教えてください。 

＜フリーコメント＞ 

 

 

⑩あなた自身にとって、健やか子育てガイドで示される形式の健診（医師が身体面だけではなく、心理

社会面も評価し指導する個別健診）を今後行うことは 

 簡単だ 

 どちらかといえば簡単だ 

 どちらともいえない 

 どちらかといえば難しい 

 難しい 

 

「どちらかといえば難しい」「難しい」とご回答の先生へ：難しいと感じる点を教えてください。 

＜フリーコメント＞ 

 

 

本研究に参加する「前」と「後」を比較したとき、ご自身の「変化」についてご回答ください。 

 

⑪【前】 心理社会面の評価をするための質問項目を知っている 

 そう思う 

 どちらかといえばそう思う 

 どちらともいえない 

 どちらかといえばそう思わない 

 そう思わない 

 

⑫【後】 心理社会面の評価をするための質問項目を知っている 

 そう思う 

 どちらかといえばそう思う 

 どちらともいえない 

 どちらかといえばそう思わない 

 そう思わない 

 

 

⑬【前】 心理社会面に関する指導・助言を知っている 

 そう思う 

 どちらかといえばそう思う 

 どちらともいえない 

 どちらかといえばそう思わない 

 そう思わない 

 

⑭【後】 心理社会面に関する指導・助言を知っている 

 そう思う 

 どちらかといえばそう思う 

 どちらともいえない 

 どちらかといえばそう思わない 

 そう思わない 

 

⑮健やか子育てガイドによる健診を行った感想を自由にご記載ください。 

＜フリーコメント＞ 
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厚生労働科学研究費補助金 （成育疾患克服等次世代育成総合研究事業） 
分担研究報告書 

 

妊産婦の小児科領域への支援ニーズに関する調査 
 
     研究分担者  小倉 加恵子 （国立成育医療研究センター／鳥取県倉吉保健所） 
     研究協力者  秋山 千枝子 （あきやま子どもクリニック） 

研究協力者  河野  由美 （自治医科大学総合周産期母子医療センター） 
研究協力者  前垣  義弘 （鳥取大学医学部脳神経小児科） 
研究協力者  余谷  暢之 （国立成育医療研究センター） 

 
 

 
Ａ．研究目的 
 近年、母体の高齢化に伴う医学的ハイリスクに加
え、特定妊婦等の社会的ハイリスク妊産婦が増加し、
出産前後のケアの需要が高まっている。こうした状
況を踏まえて、出産前後の支援として令和元年に産
後ケア事業が法制化されるなど、母子保健事業の充
実化が進められている。また、「妊産婦に対する保健・
医療の在り方に関する検討会」（平成 31（2019）年）
1)において、「妊産婦の医療や健康管理等に関する調
査」が実施され、産婦人科領域への保健・医療ニー
ズについてとりまとめられた。出産と同時に育児が
始まり、乳児健康診査や予防接種など小児科とのか
かわりが深まっていくことから、妊産婦にとって小

児科領域も家族ケアや育児支援の重要な資源となる。 
本分担研究では、産前産後期の妊産婦の評価の実

情および小児科領域に対する支援ニーズを明らかに
すること、および、ニーズに応えるための実践の場
について提案することを目的とした。それによって、
研究班全体が掲げる日本版 Bright Futures の開発
のための５つのミッションのうち、「周産期・子育て
期 の 家 族 支 援 を 目 的 と し た  biopsychosocial 
assessment ツールの開発」に資することを目標とし
た。 
 
Ｂ．研究方法 
 次の手順で調査を実施した。  

研究要旨 
本分担研究では、産前産後期の妊産婦に対する評価の実情と小児科領域に対する支援ニーズ

を明らかにし、ニーズに応えるための実践の場について提案することを目的とした。妊産婦の評
価状況の把握とツール等の整備状況に関して文献調査とヒヤリング調査を実施し、妊産婦の小
児科領域に対するニーズ調査としてインタビュー調査と文献調査を実施した。全国の 98.0％の
市区町村が妊娠届け出時の妊婦の身体的・精神的・社会的状況把握を実施し、自治体独自の問診
票が利用されていた。最近の厚生労働科学研究を通じて、妊産婦のアセスメントおよびその後の
保健指導等に関する手引書などが複数作成されていた。小児科領域へのニーズは産後早期から
高まり、“ちょっと気になるレベル”の心配事を専門家に気軽に相談したいという潜在ニーズがあ
ることが分かった。現時点で、妊産婦の小児科領域への支援に応えるための実践の場としては、
子育て世代包括支援センターを窓口とした連携支援が考えられた。今後の課題として、妊産婦の
評価についての精度管理の実施、厚労科研等で開発されたツールの活用、ICT を利用したポピュ
レーションアプローチなどが考えられた。また、産後早期から小児科領域への支援ニーズが高ま
ることから、子育て世代包括支援センターと小児科が、対象者の妊娠中から密な連携をとり、ニ
ーズに応える体制を構築することが重要と考えられた。 
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（１）妊産婦の評価状況の把握とツール等の整備状
況に関する調査 

まず、妊産婦の評価状況を明らかにするため、国
の母子保健施策の実施状況を確認し、自治体での妊
産婦への評価等対応状況についてヒヤリング調査を
実施した。ヒヤリング調査の対象は、コロナ禍にお
ける自治体の状況を踏まえて、分担研究者の所属す
る鳥取県の市町村の母子保健所管課／子育て世代包
括支援センターとし、事業担当保健師とオンライン
形式で調査を実施した。 

次に、厚生労働科学研究成果データベース 2)を用
いて、妊産婦に対する評価ツール等の整備状況につ
いて調査した。 
（２）妊産婦の小児科領域に対するニーズ調査 

妊産婦を対象として、小児科領域に対する相談支
援等のニーズ調査を計画した。パイロットスタディ
として、出産 1 年以内の産婦 5 名を対象に産前・産
後期における小児科医師に対するニーズについてイ
ンタビュー調査を実施し、ニーズの傾向を明らかに
した。次に、妊産婦を対象とした既存の事業を調査
し、ニーズに応えるための実践の場について検討し
た。 
（倫理面への配慮） 

先行研究等に係る調査は成果物の入手等を実施す
るものであり、配慮を要する情報は取り扱わない。
ヒヤリング調査およびインタビュー調査は対象の同
意を得て実施し、いずれも個人情報は取り扱わない。 
 
Ｃ．研究結果 
（１）妊産婦の評価ツール等の整備状況に関する調
査 

妊娠届け出時、妊婦の身体的・精神的・社会的状
況の把握について、全国の 98.0％の市区町村が実施
していた 3)。鳥取県 19 市町村を対象としたヒヤリン
グ調査において、全ての市町村（19/19）で妊娠届け
出時のアンケート調査、訪問事業、産婦健診時の
EPDS による評価を全て実施していた。妊産婦を対
象としたアンケート調査として、実際に使用されて
いる問診票を示す（表１）。問診票は身体的・精神的・
社会的状況に関する項目が設定されており、体調面
の不良だけではなく、メンタルヘルスの問題が疑わ

れる場合や家庭生活の不安定さなどの状態を総合的
に判断して、妊婦訪問等につなげていた。EPDS（エ
ジ ン バ ラ 産 後 う つ 病 自 己 評 価 票 ： Edinburgh 
Postnatal Depression  

Scale）は、イギリスの研究者、Cox らが、産後う
つ病のスクリーニングを目的として開発した調査票
である 4)。母親の自己記入する形式の調査票であり、
産後うつ病のスクリーニングに広く用いられている。
出産後は、赤ちゃん訪問事業（新生児訪問事業・乳
児全戸訪問事業）を通じて、産婦全例の状態把握を
おこなっていた。また、産後検診（2 週、4 週）では、
実施機関において受診者全例に EPDS でメンタルヘ
ルスのリスク評価を実施していた。①EPDS の合計
得点が 9 点以上、②質問 10 が 1 点以上、③産後の
気分の変化が続いている、の内いずれかにあてはま
る産婦については、実施施設から電話もしくは FAX
により、受診当日、遅くとも数日以内に市町村の母
子保健所管部署に連絡をし、産婦訪問等の相談・訪
問事業や産後ケア事業につなげていた。現場保健師
の意見として、EPDS を用いることで、問診だけで
は精神的な不安定さを見逃していたケースをピック
アップすることができた、一方で、繰り返し EPDS
を実施することで、検査自体に慣れが生じて故意的
に点数が低くなるよう回答していると思われるケー
スが複数あった。 

先行研究における産前産後期のツール等の整備状
況について、厚生労働科学研究「妊婦健康診査およ
び妊娠届を活用したハイリスク妊産婦の把握と効果
的な保健指導のあり方に関する研究」（研究代表者：
光田信明）5)では、妊婦の身体的・精神的・社会的状
況を確認するための問診票とその評価方法、保健指
導に関する「お母さんの健康と生活に関する問診票」
が作成されていた。問診票については、先に示した
自治体例と概ね一致する項目が使用されていた。加
えて、その後のフォローアップのための保健指導等
に活用できるマニュアルが示されていた。また、「社
会的ハイリスク妊婦の把握と切れ目のない支援のた
めの保健・医療連携システム構築に関する研究」（研
究代表者：光田信明）6)においては、社会的ハイリス
ク妊婦のスクリーニングに有用な尺度が提案され、
「社会的ハイリスク妊婦の支援と連携に関する手引
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書」が作成された。さらに、「妊産婦及び乳幼児の栄
養管理の支援のあり方に関する研究」（研究代表者：
楠田聡）では、栄養法にかかわらず育児支援の必要
性があること、離乳食の十分な説明が必要であるこ
となどが提示された。7) 
（２）妊産婦の小児科医師に対するニーズ調査 
 産婦へのインタビュー調査では、妊娠中は胎児や
自身の体調に対する相談支援ニーズが主であり、小
児科医に対するニーズは低かった。一方で、産後す
ぐから、退院した後の子育てに対する漠然とした不
安や、子育ての相談先がわからない、不確かなネッ
ト情報への不安などが高まり、専門的な相談先とし
て小児科領域へのニーズが増えていた。小児科領域
に相談したい内容について、図１にまとめた。日常
生活でのケアや乳児特有の状態に対する疑問など、
受診するべきかどうか迷う状態について気軽に相談
したいというニーズが多かった。 
図１ 

 
 
妊産婦を対象とした小児科医が関わる既存の事業

として、「プレネイタルビジット（ペリネイタルビジ
ット）」がある。プレネイタルビジットは、医師と家
族との信頼関係の樹立、妊産婦の基礎データの取得、
今後の育児に関する予測と対策、母親・父親として
の自覚と役割の構築、ハイリスク因子の洗い出しと
対策を目的とした母子保健サービスである。8), 9) 基
本的にはポピュレーションアプローチとして全例を
対象とすることが望ましいが、初産、若年夫婦、不
安が強い妊婦、一人親、リスクのある妊娠など対象
を選んでハイリスクアプローチとして実施されるこ
ともある。日本においては、平成 4（1992）年に「出
産前小児保健指導事業」として実施されていた。厚
生科学研究によりガイドラインが作成され、保健指
導の項目についても整理された。項目について図２

にまとめた。また、その普及・啓発のために、日本医
師会により「出生前小児保健指導事業（プレネイタ
ル・ビジット事業）Q&A」が作成された。10) 

図２ 

 
 
プレネイタルビジットは、平成 24（2012）年から

地方交付税措置となり、現在は、三重県、大分県、福
岡市、北九州市、大阪市、文京区など一部の自治体
で実施されている。プレネイタルビジット事業に関
する国の取組みについて図３にまとめた。 
図３ 

 
 
現在、妊産婦および子育て期の総合支援窓口とし

て「子育て世代包括支援センター」の設置が進めら
れている。子育て世代包括支援センターは、平成 26
（2014）年度から「妊娠・出産包括支援事業」とし
て開始され、「母子保健法」の平成 28（2016）年 6 月
改正により法定化された。法律上の名称は「母子健
康包括支援センター」（第 22 条）という。子育て世
代包括支援センターは、妊産婦、乳幼児とその保護
者を対象に実情の把握、相談支援、助言・保健指導、
支援プランの作成、関係機関との連携を行う。「ニッ
ポン一億総活躍プラン」(2016 年 6 月 2 日）におい
て令和 2（2020）年度末までに全国展開を目標とし、
令和 2（2020）年 4 月時点で 2052 か所に設置され
た。子育て世代包括支援センターの主業務の一つで
ある保健医療または福祉の関係機関との連絡調整に

 おなかの張りや胎動でしか体調の変化がわからない。
 産婦人科医、エコー技師、助産師から胎児の状況を伝えてもらい安心できた。

 出産後、退院した後の子育てに対して漠然と不安が大きかった。
 子育てに関する相談先がわからない。
・ 産婦人科でよいのか？
・ 未だ受診したことのない小児科にどう相談すればよいか？
・ ネット検索やＳＮＳで不確かな情報を得てかえって不安になった。
 小児科をどのように探せばよいかわからなかった。

• 吐き戻しが多い新生児。どの程度まで様子を見てよいか？
• ギュルギュルとお腹から頻繁に音がして心配。消化している音？病気？
• 乳児湿疹はどの程度が普通かわからない。育児本の写真と見比べることしかできない。
• 皮膚のトラブルは市販薬の保湿だけで治るのか？悪くならないか？
• オムツかぶれで皮膚が赤くなっているが、小児科を受診したことがないので塗り薬がない。
• 夜間の高熱や誤飲で、＃８０００に相談したが、つながりにくかった。

住まいの市町村のことから状況を説明する必要があり、一度の相談にかなり時間がかかった。
子どもをあやしたり、様子をみたりしながら長い電話をするのは難しかった。

• クロネコ（宅急便）や楽天市場などでもチャットで質問が気軽にでき、すぐに答えてもらえる。
気軽に時間を気にせず相談できる環境が欲しい。

妊産婦へのインタビュー調査

厚生労働省研究班で検討され、プレネイタルビジット等で活用されている項目

育児全般
母乳育児、育児について、父親の育児参加

産科退院後の赤ちゃんとその環境
生活リズム、室温等

よく心配される症状・特徴
よく吐く、しゃっくり、ゲップが出にくい、ゼイゼイ、目やに、鼻づまり、首の向き癖、
便が出づらい、臍のケア、臍ヘルニア、乳児湿疹、おむつかぶれ

その他心配されそうなこと
外出について、タバコ、テレビ、乳児突然死症候群の予防

予防接種の受け方
乳幼児検診の受け方、お子さんが夜間・休日に病気になったとき

プレネイタルビジットに関する国の取り組み

• 地域の小児科医、家庭医の確保が困難
• 産婦人科医にメリットが見えない

• 小児科診療所の診療の忙しさ
• 医師のカウンセリング技術不足

• PR不足
• 市町村の財政の問題

育児等健康支援事業（H7）→次世代育成支援対策交付金に移行（H17）→子育て支援交付金に移行（H23）
→地方交付税措置（H24）

「健やか親子２１」で育児不安の解消、
児童虐待の対策から必要性が再認識
⇒H13 モデル事業化

平成2年10月 「これからの母子医療に関する検討会」（児童家庭局長の私的懇談会）
平成4年5月 同検討会から「最終報告」

「出産前小児保健指導事業（プレネイタルビジット）の推進」
対象：妊娠後期の妊婦
内容：妊婦の主治医が生まれてくるこの主治医となる医師を紹介

→出産後の育児に関する保健指導を受ける機会を確保

平成4年5月11日 児母衛第20号「出産前小児保健指導事業の実施について」課長通知
小児科医等の保健指導：育児不安の解消、育児の心構え、栄養、保湿、皮膚の清潔・沐浴、

よくみられる症状・状態、一般生活（寝かせ方、おむつのあて方）等

厚生科学研究「少子化時代に対応した母子保健事業に関する研究」
平成4年度 「出産前小児保健指導ガイドラインの作成に関する研究」
平成5年度 「出産前小児保健指導ガイドラインの作成」

平成7年4月 3日 児母第19号「地域母子保健事業の実施について」に統合され平成4年通知は廃止
平成13年度 全国46地域でモデル事業開始 →平成16年度20市町村

厚生科学研究「育児不安軽減のための小児科医の役割とプレネイタルビジットの評価に関する研究」
平成13～15年度
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おいて、小児科領域との連携が行われている。11) 
 
Ｄ．考察 
 妊婦の身体的・精神的・社会的状況について、全
国のほぼ全ての市町村において妊娠届け出時から把
握するしくみがあった。さらに、妊娠期から周産期
にかけて複数回評価の機会を持ち、身体的な面だけ
でなく、心理社会的状態を評価していることがわか
った。評価ツールに EPDS を用いることで、潜在ニ
ーズを拾える可能性があった。一方で、EPDS の使
用について、多い場合は、妊娠期から産後検診まで
合計３～４回繰り返し使用されている状況があった。
EPDS は通常、スクリーニングとして 1 回のみ使用
されるツールであり、繰り返し使用することで評価
に歪みが生じるリスクがある。自治体において使用
中のツールについて精度管理を行う必要があると考
えられた。また、最近の厚生労働科学研究を通じて、
アセスメントおよびその後の保健指導等に関する手
引書やマニュアルが作成されていることから、研究
成果物を取り入れたり、既存のツールと組み合わせ
て使用したりするなどの検討が必要と考えられた。 
 インタビュー調査から、妊娠中は小児科領域への
ニーズが少ない一方で、出産直後からニーズが高ま
っていることが明らかになった。また、受診する必
要があるか判断できない“ちょっと気になるレベル”
の心配事を専門家に気軽に相談したいという潜在ニ
ーズがあることが分かった。育てにくさが高じる前
にポピュレーションアプローチで不安を払しょくし、
安心した育児を継続できるシステムを構築する必要
性があると考えられた。子育てアプリによるチャッ
トで回答が得られる等の ICT を活用した仕組みが有
用であると考えられた。 

妊産婦の小児科領域への支援ニーズに応えるサー
ビスとして、「プレネイタルビジット」が国により事
業化され、厚生科学研究によるガイドライン等が整
備されていた。これらの内容は現在のニーズにも十
分応えられるものであり、当該研究班で実施する「周
産 期 ・ 子 育 て 期 の 家 族 支 援 を 目 的 と し た 
biopsychosocial assessment ツールの開発」において
応用して活用することが望ましいと考えられた。 
 現時点で、妊産婦の小児科領域への支援ニーズに

応えるための実践の場としては、「子育て世代包括支
援センター」を窓口とした連携支援が考えられる。
全国の 9 割以上の自治体に設置されており、妊娠届
け出時から始まり、子育て期までの包括的な総合支
援窓口であることから、妊娠中から小児科領域と連
携を密にとり、関係を構築しておくことで、産後す
ぐから高まる小児科領域への支援ニーズに応える体
制を整えることが可能となる。全ての妊婦が早期に
小児科につながることで、不安が高じる前に気軽な
相談ができるポピュレーションアプローチが可能に
なる。また、診察等を通して、虐待リスク等を孕む
社会的リスク要因のある家庭に対してより丁寧なハ
イリスクアプローチをすることで、深刻な状況とな
るまでの予防・早期発見提供が可能となると考えら
れた。 
 
Ｅ．結論 
 産前産後期について、妊産婦に対する身体的・精
神的・社会的評価が全国的に実施されているところ
である。今後は、精度管理の実施や、厚労科研等で
開発されたツールの活用が課題である。また、既存
の資料を ICT 活用することでより利便性が高まり、
ニーズに応えることが可能になると考えられた。ま
た、産後早期から小児科領域への支援ニーズが高ま
ることから、子育て世代包括支援センターと小児科
が妊娠中から密な連携をとり、ニーズに応える体制
を構築することが重要と考えられた。 
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grants.niph.go.jp/project/26437 

8） Hagan et al., The prenatal visit. Pediatrics 2001; 
107(6): 1456-1458. 

9） Clinical report – The prenatal visit. Cohen et 
al., Pediatrics 2009; 124(4): 1227-1232. 

10） 日本医師会．出生前小児保健指導事業（プ
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1) Aoki A, Niimura M, Kato T, Takehara K, Iida 
J, Okada T, Kurokami T, Nishimaki K, Ogura K, 
et al. The trajectories of healthcare utilization 
among children and adolescents with autism 
spectrum disorder or/and attention deficit 
hyperactivity disorder in Japan，Frontiers in 
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2．学会発表 
1) 小倉加恵子、小枝達也、秋山千枝子子どもの心
の診療を行う小児科医療機関における連携状況の
類型化からみえた課題．第 68 回日本小児保健協会
学術集会．2021.6.18～20．Web 開催． 

2) 小倉加恵子．Biopsychosocial 視点での検診につ
いて．第 73 回中四国小児科学会．シンポジウム：
小児医療のアンメットニーズを俯瞰する～アフタ
ーコロナを見据えて～．2021.11.7．米子 

3) 小倉加恵子．鳥取県小児保健協会・鳥取県小児
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1．特許取得 
なし 

2．実用新案登録 
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厚生労働科学研究費補助金 （成育疾患克服等次世代育成総合研究事業） 
分担研究報告書 

 

愛知県乳幼児健康診査情報を用いた情報の利活用と精度管理に関する研究 
 

      研究分担者 杉浦 至郎 （あいち小児保健医療総合センター） 
研究協力者 塩之谷 真弓 （中部大学 現代教育学部） 

    山崎 義久 （あいち小児保健医療総合センター） 
    岩田 歩子 （あいち小児保健医療総合センター） 
    神谷 ともみ （愛知県 保健医療局 健康医務部 健康対策課） 
    検校 規世 （愛西市 健康子ども部 子育て支援課） 
    廣田 直子 （田原市 健康福祉部 子育て支援課） 
    藤井 琴弓 （碧南市 健康推進部 健康課） 
    山本 良江 （豊橋市 健康部 こども保健課） 
 

 

 

 

研究要旨 
【背景】愛知県保健所管内市町村及び一部の中核市では「母子健康診査マニュアル」が運用さ
れ、全ての乳幼児（2020 年度出生数: 37,873 人）の健康診査(健診)結果などの情報が電子化さ
れ県に報告される仕組みが構築されている。2021 年 4 月から母体情報や健康診査後の追跡情
報の記入が可能となった母子健康診査マニュアル(第 10 版)の運用が開始された。これにより
乳幼児健康診査の精度管理が可能となる予定であるが、その運用実態は明らかではない。 
【目的】愛知県では精度管理や支援の評価及び判定の標準化を目指して改訂された愛知県母子
健康診査マニュアル（第 10 版）の運用が令和３年度から開始された。そこで運用開始以降の活
用状況について協力市町村からデータ収集するとともに県の取組を調査し適正な精度管理につ
いて検討する。 
【方法】母子健康診査マニュアル(第 10 版)の運用開始以降に、県内の市町村を対象に健診にお
ける身長・体重の測定方法の実態やその変更に関して質問紙調査を実施した。愛知県小児科医
会会報上での発表等を行った。また、運用開始以降の愛知県の取り組みについてヒアリングす
るとともに、愛知県に寄せられた市町村からの質問について保健所単位の説明会にて講演し、
愛知県との協働により県内全市町村向けの講習会や書面による情報提供を行った。 
【結果】入力方法に関して誤解のある市町村も存在するなどの問題点も存在したが、講習会な
どにより修正が可能であった。身長・体重の測定方法に関する調査では 53 の市町村に調査票を
配布し、49 市町村（92%）から回答を得た。過去 10 年間に測定機材を変更した市町村が 17 
(35%)、1 歳 6 か月健診での測定方法が立位から臥位に変更になった市町村が 5 (10%)、体重
測定を着衣から脱衣に変更した市町村が 1 (2%)、脱衣から着衣での測定に変更したとした市町
村が 1 (2%)存在し、現在複数の測定機材が使用される可能性がある市町村が 2 (4%)、存在し
た。 
【結論】今後も正確なマニュアル運用に関して継続的な取り組みが必要である。身体測定方法
の変更が結果に与える影響に関してはさらなる調査検討が必要である。 
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Ａ．研究目的 
母子健康診査マニュアルは、乳幼児健康診査（以

下健診と省略）の統一的な手引書として、1985年
(昭和60年)に初版が作成され、その後改訂を繰り返
し、市町村が実施する乳幼児健診の標準化に寄与し
てきた。また、乳幼児健診の実施だけでなく、運
営・事後管理・情報管理システムとして、結果の報
告や活用を定め、地域の母子保健の指標の把握、乳
幼児健診自体の評価等に活用されてきた。 

平成23年の大幅な改正以降、愛知県母子健康診査
等専門委員会では、各市町村が行う乳幼児健診の集
計結果にばらつきが認められていることや子育て支
援の必要性の判定の難しさ等の意見を踏まえ、課題
の整理と検討が行われた。そして以下の３つのポイ
ントに沿って改定が行われ、2021年４月から新し
い母子健康診査マニュアル（第10版）1)の運用が開
始となった。 

改定の１つ目のポイントは、「エビデンスに基づ
いた疾病スクリーニング」であり、今回の改訂版を
策定するにあたり、2018年3月に厚生労働省の研究
班が専門家・専門診療科の意見をとりまとめて作成
した「改訂版乳幼児健康診査身体診察マニュアル
2)」を参考に、時代に則した診察項目に整理され
た。 

２つ目のポイントは「精度管理」であり、疾病ス
クリーニングの精度を評価するためには、精密検査
対象者の受診結果を正確に把握する必要があり、
『股関節開排制限』『視覚検査』『聴覚検査』にお
いて、その追跡結果を把握する項目が追加された。
また、子育て支援の必要性の判定におけるばらつき
を解消するために『状況確認』という区分が新たに
設定された。この区分は、個々の発育発達段階が異
なる乳幼児において、健診時の様子だけで子育て支
援の必要性を判定することが難しい場合に、一定期
間の経過観察後に把握した状況により、改めて判定
を行うものである。 

３つ目のポイントは「支援に関する評価」であ
り、支援対象者の個別支援の状況や事業の利用状況
を把握するための項目が追加された。また、これま
では児のデータのみが利活用されていたが、「妊娠
期からの切れ目ない支援」の視点から、妊娠期の母

親に関する情報と児の乳幼児健診の情報、さらに
は、個別支援の状況や保健機関で実施する事業の利
用状況等のデータを連結することで、母子保健事業
全体に関する支援の効果を評価することができる仕
組みに改訂された。 
 本研究の目的は母子健康診査マニュアル（第 10 版）
が全ての対象の市町村で正確に運用されているかを
確認し、必要に応じて情報を提供することで運用の
正確性を確保すること及びそれに基づく精度管理を
行うことである。特に身体測定に関しては愛知県内
の測定の実情に関する情報が不足しており、それを
明らかにし必要に応じて標準的な測定環境などにつ
いて示す予定である。 
 
Ｂ．研究方法 
Ⅰ. 研究班（あいち小児保健医療総合センター）の取
り組み 
1． 身体測定について調査の実施 

2021 年 8 月に身長・体重の測定方法に関する調査
票を愛知県保健所管内市町村及び中核市に email で
送付し、再送付は行わなかった。回収した調査票の
結果を分析した。 
（倫理面への配慮） 
あいち小児保健医療センター倫理委員会の承認を得
た（承認番号 2021064） 
2． 愛知県小児科医会会報(2021 年 11 月発行)への

掲載 
Ⅱ. 母子健康診査マニュアル（第 10 版）の正確な運
用について愛知県にヒアリング（聴き取り調査）等
を実施 

母子健康診査マニュアル(第 10 版)が運用開始と
なった令和３年４月以降、愛知県に寄せられた市町
村からの質問についてヒアリングにて聴取した。ま
た、健診項目の入力方法に関する県内全市町村向け
の講習会を行い、保健所単位の説明会にて講演し、
愛知県との協働により書面による情報提供を行った。 

 
Ｃ．研究結果 
Ⅰ. 研究班（あいち小児保健医療総合センター）の取
り組み 
1． 身体測定について調査の実施 
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53 の市町村に調査票を配布し、49 市町村（92%）
から回答を得た。過去 10 年間に測定機材を変更した
市町村は 17 (35%)、複数の機材が使用される可能性
がある市町村が 2 (4%)、1 歳 6 か月児健診での測定
方法が立位から臥位に変更になった市町村が 5 
(10%)、体重を着衣で測定していたが脱衣の状態と
した市町村が 1 (2%)、逆に新型コロナウイルス感染
症対策として脱衣の状態から着衣での測定とした市
町村が 1 (2%)存在した。 
2． 愛知県小児科医会会報(2021 年 11 月発行)への

掲載 
 年２回発行の愛知県小児科医会会報上で小児科医
師対象の新しい母子健康診査マニュアルの解説を行
った。 
Ⅱ. 母子健康診査マニュアル（第 10 版）の正確な運
用について愛知県にヒアリング（聴き取り調査）等
を実施 
1. 保健所における説明会(2021/12/13) 

江南保健所の依頼による江南保健所管内の保健セ
ンター参加による質疑応答 
2. 健診項目入力方法に関する県内全市町村向けの

講習会(2021/10/14) 
愛知県健康対策課との共同でオンラインでの講演、

情報提供及び質疑応答 
3. あいちの母子保健ニュース(2022 年 3 月発行) 

愛知県健康対策課が年２回発行しているあいちの
母子保健ニュースの中で改訂版乳幼児健康診査身体
診察マニュアル及び新しいマニュアルについて解説
を行った。 

１年間を通して新しいマニュアルに関する質問が
保健所を介して愛知県健康対策課やあいち小児保健
医療センターに寄せられた。質問に関しては愛知県
健康対策課とあいち小児保健医療総合センターが協
力し迅速に回答を行った。保健所における説明会は
江南保健所以外に４つの保健所から同様の依頼があ
ったが新型コロナウイルス感染症拡大の影響により
中止となった。来年度以降に実施が予定されている。
なお、講習会には市町村及び保健所の母子担当者
150 名が参加した。質疑の内容からは入力方法など
に誤解のある市町村も存在したが、その修正が可能
であった。 

 
Ｄ．考察 

母子健康診査マニュアル（第10版）の運用が開始
された。十分な周知を繰り返した後に運用が開始さ
れたマニュアルであるが、実際の運用開始後に誤解
などの問題があったことが明らかになった。しかし
それらの問題は講演会や質疑応答を繰り返すことで
解決可能であったと考えられる。しかし、保健所単
位の説明会に関しては新型コロナウイルス感染症流
行拡大の影響から来年度に延期となったものも多
く、今後も母子健康診査マニュアルの正確な運用の
ために継続的な取り組みが必要と考えられる 

健診の精度管理のために必要な追跡情報に関して
は、健診から3年後に愛知県に提出という規定にな
っているが、今回研究協力者として参加いただいた
4つの市町村（愛西市、豊橋市、田原市、碧南市）
からは1年後に情報提供を受け、検討を行う予定で
ある。 

身体測定に関する調査では、1歳6か月児健診の身
長を立位で測定していた市町村も複数存在すること
が明らかとなった。厚生労働省が10年ごとに実施し
ている乳幼児身体発育調査により、幼児身体発育曲
線は作成されている。この身体発育曲線は2歳のと
ころで切れており、これは測定の仕方が2歳未満は
仰臥位、2歳以上は立位と、測定方法がかわってい
ることによる。母子健康診査マニュアルでも、以前
から（第9版以前から）1歳6か月児健診の身長は臥
位で測定することが明記されているが、これが正確
に行われていなかったことになる。また、新型コロ
ナウイルス感染症対策として脱衣から着衣に変更す
ることは感染対策として推奨されている方法ではな
く、体重測定方法としては不適切な対応と考えられ
た。今後は身長・体重の測定方法変更によりどの程
度の違いが生じたのか等に関して解析を行う予定で
ある。 

 
Ｅ．結論 
 母子健康診査マニュアル（第 10 版）の正確な運用
を目指し様々な試み及び調査を行った。今後は新た
な集計結果をもとに精度管理などを実施する予定で
ある。 



78 
 

 
【参考文献】 

1） 愛知県母子健康マニュアル(第 10 版) 
2） 改訂版乳幼児健康診査身体診察マニュアル

(https://www.ncchd.go.jp/center/activity/kok
oro_jigyo/shinsatsu_manual.pdf) 

 
Ｆ．健康危険情報 

総括研究報告書にまとめて記載。 
 

G．研究発表 
1．論文発表 

1. 杉浦至郎. 新しい母子健康診査マニュア 
ル（第 10 版）について. 愛知県小児科医 会

会報 2021.Nov 114. 13-20 
 2. 杉浦至郎. あいちの母子保健ニュース第 48 号

2022.3 月 
2．学会発表 

なし 
 

H．知的財産権の出願・登録状況 
なし 

1．特許取得 
なし 

2．実用新案登録 
なし 

3．その他 
なし 
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厚生労働科学研究費補助金 （成育疾患克服等次世代育成総合研究事業） 
分担研究報告書 

健やか親子 21（第 2 次） 
学童期・思春期から成人期に向けた保健対策（基盤課題 B）の 

地域格差に関する研究 
 
          研究分担者  上原 里程 （国立保健医療科学院 政策技術評価研究部） 
 

 
Ａ．研究目的 

 「健やか親子 21」は、21 世紀の母子保健の主要な
取り組みを提示するビジョンであり、関係機関・団
体が一体となって推進する国民運動計画である。「健
やか親子 21（第 2 次）」は 2015 年度から実施されて
おり、10 年後の目指す姿である「すべての子どもが
健やかに育つ社会」の実現に向けて、３つの基盤課
題（「切れ目ない妊産婦・乳幼児への保健対策（基盤
課題Ａ）」、「学童期・思春期から成人期に向けた保健
対策（基盤課題Ｂ）」、「子どもの健やかな成長を見守
り育む地域づくり（基盤課題Ｃ）」と２つの重点課題

（「育てにくさを感じる親に寄り添う支援（重点課題
1）」と「妊娠期からの児童虐待防止対策（重点課題
2）」）が設定されている。また、取組みや施策評価の
ために各課題において３段階の指標（健康水準の指
標、健康行動の指標、環境整備の指標）を設定して
いる。「健やか親子 21（第 2 次）」では今後の取組み
の方向性の１つに、日本全国どこで生まれても一定
の質の母子保健サービスが受けられ生命が守られる
という地域間での健康格差の解消が挙げられている。 

本研究では、「健やか親子 21（第 2 次）」学童期・
思春期から成人期に向けた保健対策（基盤課題 B）

研究要旨 
「健やか親子 21」は、21 世紀の母子保健の主要な取り組みを提示するビジョンであり、関係機

関・団体が一体となって推進する国民運動計画である。本研究では、2015 年から実施されてい

る「健やか親子 21（第 2 次）」の「学童期・思春期から成人期に向けた保健対策（基盤課題 B）」

の指標について、既存資料を用いて地域格差を観察することを目的とした。既存資料で都道府県

別の数値が記載されていた指標（十代の人工妊娠中絶率、児童・生徒における痩身傾向児の割合、

児童・生徒における肥満傾向児の割合、地域と学校が連携した健康等に関する講習会の開催状

況、思春期保健対策に取り組んでいる地方公共団体の割合）について、都道府県別の数値をグラ

フ化し、健康水準の指標と環境整備の指標および参考指標との関連について、地域相関を観察し

た。管内市区町村における地域と学校が連携した健康等に関する講習会の開催状況が最も少な

い都道府県で約 40％であるのに対し、最も多い都道府県では約 95％であった。また、児童・生

徒における肥満傾向児（10 歳男子）の割合は、地域と学校が連携した健康等に関する講習会の

開催状況、思春期保健対策に取り組んでいる地方公共団体の割合（2．性に関する指導、3．肥満

及びやせ対策）と有意な正の相関を認めた（相関係数：0.297, 0.402, 0.297）。10 歳時点の児童・

生徒における肥満傾向児が多い都道府県ほど、管内市町村では思春期保健に関する取組みに力

を入れている可能性が考えられる。思春期前の肥満傾向児が多いことを都道府県として課題認

識しており、管内市町村には思春期保健の取組み支援等を実施している可能性があるのかもし

れない。 
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の指標について、既存資料を用いて地域格差を観察
することを目的とした。 
 

Ｂ．研究方法 

 「健やか親子 21（第 2 次）」基盤課題 B の指標に
ついて地域格差を観察するために、以下の既存資料
を用いた。 
・平成 29 年度 子ども・子育て支援推進調査研究事
業 健やか親子 21（第 2 次）に関する調査研究報告
書（平成 30 年 3 月 一般社団法人 日本家族計画
協会） 
・平成 30 年度 子ども・子育て支援推進調査研究事
業 「健やか親子 21（第 2 次）」中間評価を見据え
た調査研究事業報告書（平成 31 年 3 月 国立大学
法人 山梨大学） 

分析に用いた指標は、既存資料で都道府県別の数
値が記載されていた以下の指標である。すなわち、
十代の人工妊娠中絶率、児童・生徒における痩身傾
向児の割合、児童・生徒における肥満傾向児の割合、
地域と学校が連携した健康等に関する講習会の開催
状況、思春期保健対策に取り組んでいる地方公共団
体の割合である（表 1）。 

以下の 2 項目について集計および分析を行った。 
1）対象とした指標について複数年度の記載がある場
合はそれらの平均値を算出し、都道府県別の数値を
グラフ化した。 
2）健康水準の指標と環境整備の指標および参考指標
との関連について、地域相関を観察した。 
研究デザインは生態学的研究である。相関係数を求
め、散布図で確認した。 
 
（倫理面への配慮） 

本研究は個人情報を含まない公表されたデータを
用いているため、「人を対象とする生命科学・医学系
研究に関する倫理指針」に該当しない。 
 

Ｃ．研究結果 

1）各指標について都道府県別のグラフを示した（図
1～図 4-5）。 

十代の人工妊娠中絶率では約 2.8 倍、児童・生徒
における痩身傾向児の割合では約 4 倍、児童・生徒
における肥満傾向児の割合では男児が約 2.9 倍、女
児が約 3.4 倍の都道府県の格差が観察された。管内
市区町村における地域と学校が連携した健康等に関
する講習会の開催状況が最も少ない都道府県で約
40％であるのに対し、最も多い都道府県では約 95％
であった。思春期保健対策（自殺防止対策、性に関
する指導、肥満及びやせ対策、薬物乱用防止対策、
食育）に取り組んでいる地方公共団体の割合につい
ても都道府県間で格差が観察された。 
2）基盤課題 B の健康水準の指標と環境整備の指標
との関連について相関係数を算出し、散布図で確認
した（表 2、図 5、図 6）。児童・生徒における肥満傾
向児（10 歳男子）の割合は、地域と学校が連携した
健康等に関する講習会の開催状況、思春期保健対策
に取り組んでいる地方公共団体の割合（2．性に関す
る指導、3．肥満及びやせ対策）と有意な正の相関を
認めた（相関係数[95%信頼区間]：0.297[0.010, 
0.538], 0.402[0.129, 0.617], 0.297[0.011, 0.538]）。
また、児童・生徒における肥満傾向児（10 歳女子）
の割合は、思春期保健対策に取り組んでいる地方公
共団体の割合（2．性に関する指導）と有意な正の相
関を認めた（0.361[0.082, 0.587])。児童・生徒にお
ける肥満傾向児（10 歳女子）の割合は、思春期保健
対策に取り組んでいる地方公共団体の割合（1．自殺
防止対策）と有意ではないが負の相関関係の傾向が
みられた。 
 

Ｄ．考察 

「健やか親子 21（第 2 次）」における学童期・思
春期から成人期に向けた保健対策（基盤課題Ｂ）の
指標のうち、既存資料で観察できる指標はいずれも
都道府県間の格差が観察された。また、健康水準の
指標と環境整備の指標および参考指標との関連につ
いて地域相関を観察した結果からは、10 歳時点の児



81 
 

童・生徒における肥満傾向児が多い都道府県ほど、
管内市町村では思春期保健に関する取組みに力を入
れている可能性が考えられる。思春期前の肥満傾向
児が多いことを都道府県として課題認識しており、
管内市町村には思春期保健の取組み支援等を実施し
ている可能性があるのかもしれない。本研究は生態
学的研究であるため、因果関係については言及でき
ないが、上記の仮説設定が可能であろう。 

今後の課題として、思春期保健対策に取り組んで
いる市町村が多い都道府県にヒアリングを行うなど
して、思春期保健の課題認識と市町村支援の実態を
把握することが挙げられる。 
 

Ｅ．結論 

 「健やか親子 21（第 2 次）」における学童期・思
春期から成人期に向けた保健対策（基盤課題Ｂ）の
指標のうち、既存資料で観察できる指標はいずれも
都道府県間の格差が観察された。また、10 歳時点の
児童・生徒における肥満傾向児が多い都道府県ほど、
管内市町村では思春期保健に関する取組みに力を入
れている可能性が考えられ、思春期前の肥満傾向児
が多いことを都道府県として課題認識しており、管
内市町村には思春期保健の取組み支援等を実施して
いる可能性があるのかもしれない。 
 
【参考文献】 
 1）平成 29 年度 子ども・子育て支援推進調査研
究事業 健やか親子 21（第 2 次）に関する調査研究
報告書．一般社団法人日本家族計画協会．2018. 

2)平成 30 年度 子ども・子育て支援推進調査研究

事業 「健やか親子 21（第 2 次）」中間評価を見据
えた調査研究事業報告書．国立大学法人山梨大学． 
2019. 

 

Ｆ．健康危険情報 

 総括研究報告書にまとめて記載。 

G．研究発表 

1．論文発表 

 なし 

2．学会発表 

 なし 
 
H．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む） 

1．特許取得 

なし 

2．実用新案登録 

なし 

3．その他 

なし 
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表 1 用いた指標に関する調査項目と算出方法 

 
（出典：平成 29年度 子ども・子育て支援推進調査研究事業 健やか親子 21（第 2次）に関する調査研究報

告書（平成 30年 3月 一般社団法人 日本家族計画協会）、平成 30年度 子ども・子育て支援推進調査研究

事業 「健やか親子 21（第 2 次）」中間評価を見据えた調査研究事業報告書（平成 31 年 3月 国立大学法人 

山梨大学）） 

 
図 1 
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図 2 
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図 4 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 4－1 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4－2 
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図 4－3 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 4－4 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 4－5 
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表 2 基盤課題 B 健康水準の指標と環境整備の指標との関連：相関係数 
  

地域と学校が連
携した健康等に
関する講習会の
開催状況

思春期保健対策
に取り組んでい
る地方公共団体
の割合（参考
3）①自殺防止
対策

思春期保健対策
に取り組んでい
る地方公共団体
の割合（参考
3）②性に関す
る指導

思春期保健対策
に取り組んでい
る地方公共団体
の割合（参考
3）③肥満及び
やせ対策

思春期保健対策
に取り組んでい
る地方公共団体
の割合（参考
3）④薬物乱用
防止対策

思春期保健対策
に取り組んでい
る地方公共団体
の割合（参考
3）⑤食育

Pearson の相関係数 0.104 -0.125 0.053 -0.029 0.090 0.034

有意確率 (両側) 0.487 0.404 0.723 0.846 0.546 0.823

Pearson の相関係数 0.006 -0.286 -0.078 -0.254 -0.015 -0.240

有意確率 (両側) 0.966 0.051 0.602 0.085 0.920 0.104

Pearson の相関係数 0.297 -0.080 0.402 0.297 -0.034 0.083

有意確率 (両側) 0.043 0.592 0.005 0.043 0.819 0.577

Pearson の相関係数 0.282 0.099 0.361 0.241 0.122 0.225

有意確率 (両側) 0.055 0.508 0.013 0.102 0.416 0.128

児童・生徒における肥
満傾向児の割合 10歳
男子

十代の人工妊娠中絶率

児童・生徒における痩
身傾向児の割合

児童・生徒における肥
満傾向児の割合 10歳
女子
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図 5 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
図 6 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

基盤B 健康水準の指標と環境整備の指標との
関連：相関係数と散布図

相関係数（Pearson）と95％信頼
区間：0.297 (0.010, 0.538)

相関係数（Pearson）と95％信頼
区間：0.402 (0.129, 0.617)

相関係数（Pearson）と95％信頼
区間：0.297 (0.011, 0.538)
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厚生労働科学研究費補助金 （成育疾患克服等次世代育成総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
思春期課題の基本的ニーズの把握方法に関する研究 

 
          研究協力者  梶原由紀子 （福岡県立大学看護学部） 
          研究協力者  渡邉多恵子 （淑徳大学看護栄養学部） 
          研究協力者  原田 直樹 （福岡県立大学看護学部） 
          研究分担者  松浦 賢長 （福岡県立大学看護学部） 
          研究代表者  永光信一郎 （福岡大学医学部） 

 
Ａ．研究目的 
 成育医療等基本方針の「Ⅱ－２－(４)学童期及び
思春期における保健施策」に記載されている保健施
策・思春期課題に関して、現在青年期にある大学生
を対象に、インタビュー形式で思春期の“自分”に必
要だった（当時それらを得た記憶が無い）と考える
知識・情報等について基本的ニーズを把握する方法
を開発することを目的とする。同時に把握されたニ
ーズをもって思春期課題への組織的対応の設計・社
会実装に資することを目指す。 
 
Ｂ．研究方法 

A 大学の大学生 3 名を対象にインタビューを行っ
た。対象者はいずれも 20 歳を超えた女子学生であっ
た。インタビューを行った者は同性の研究協力者で
ある。なお、感染対策として、インタビューはオン

ラインにて実施した。 
インタビューする項目については、成育医療等基

本方針の「Ⅱ－２－(４)学童期及び思春期における
保健施策」を中心に 22 項目を導き出した。なお、こ
ちらの 22 項目（表 1）を対象者にも開示・共有して
インタビューを進めた。 
 
表 1．試作したインタビュー22 項目 
・ 栄養・食生活や運動等の生活習慣に関する知識・
情報 
・ やせや肥満に関する知識・情報 
・ 健全な口腔機能の保持・増進に関する知識・情報 
・ アレルギーに関する知識・情報 
・ 月経に関する知識・情報 
・ 妊娠、出産等についての希望を実現するための知
識・情報 

研究要旨 
成育医療等基本方針から導いた思春期課題に関連する知識・情報 22 項目に関して、そのニー

ズを把握することと把握方法を検討することを目的としたインタビュー調査を行った。学校か
ら知識・情報を得たとする項目はわずかであったが、中には学校教育で必修の項目もあり、知識
定着の難しさがうかがえた。また、家庭やメディア等から知識・情報を入手したという項目も複
数存在し、知識・情報の不確かさが懸念された。ニーズが高く、かつほとんど知識・情報が得ら
れなかった項目は不登校や発達障害を含むメンタルヘルスに関する項目であった。性に関する
項目は学校をはじめとして知識・情報を得ている内容もあったが、それのみでは知識定着が難し
く、育児・妊娠・出産とからめた情報提供が求められる。 
 各項目の理解は「妊娠、出産等についての希望を実現する」という表現以外は難しいところは
見られなかった。今後は、別の大学の学生を対象にすることと、男子学生を対象にすることによ
り、思春期課題のニーズ整理と項目開発を進める必要がある。 
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・ 妊娠・出産等に関する医学的・科学的に正しい知
識・情報 
・ 避妊や予期せぬ妊娠に関する知識・情報 
・ 人工妊娠中絶に関する知識・情報 
・ 梅毒及びＨＩＶ感染症を含む性感染症問題に関
する知識・情報 
・ がんやがんの予防に関する知識・情報 
・ 性暴力・性被害に関する知識・情報 
・ 性的虐待に関する知識・情報 
・ 心の問題に関する知識・情報 
・ 自殺に関する知識・情報 
・ ゲーム依存に関する知識・情報 
・ 姿勢や運動器に関する知識・情報 
・ 不登校に関する知識・情報 
・ 発達障害や特性に関する知識・情報 
・スポーツと健康に関する知識・情報 
・ タバコやアルコールに関する知識・情報 
・ 大麻や覚醒剤、違法ドラッグ等の薬物に関する知
識・情報 
 
（倫理面への配慮） 

対象者には、研究参加は任意であることを研究協
力者が口頭で説明し、了承の上参加してもらった。
性に関する内容を含むこと及び医療機関等に繋ぐべ
き内容が語られる可能性があることを鑑み、インタ
ビューを行う者は同性の研究者とし、また適切な支
援を行うことを研究分担者と研究協力者で合意した
上で、インタビューに臨んだ。 
 
Ｃ．研究結果 
 女子学生 3 名を対象にしたインタビュー調査結果
を下記に項目ごとにまとめた。各項目の知識・情報
等に関して、当時のニーズ状況に関しては◎を、現
在振り返ってのニーズに関しては○を、さらに各項
目の質問・方法に関しては●を付した。 
 
【栄養・食生活や運動等の生活習慣に関する知識・
情報】 
◎学校よりも家庭で知識を得る方が多かった。 
◎体型が気になる時期（中学生）に何の知識もなく
ダイエットをしていた。 

 
【やせや肥満に関する知識・情報】 
◎特に知識や情報を得る必要性は感じていなかった。 
◎体型が気になる時期（中学生）に何の知識もなく
ダイエットをしていた。 
◎知識が身についていたかは不明だが、保健だより
や授業で小学生の頃から情報は得ていた。 
 
【健全な口腔機能の保持・増進に関する知識・情報】 
◎小学校時代は歯科健診があり、むし歯の知識・情
報はあったが、歯周病に関してはなかった。むし歯
が無く歯医者に行くことがなかったため情報を得る
機会もなかった。 
○家庭によって関心度が異なるため、定期健診の重
要性を積極的に伝えてほしかった。 
 
【アレルギーに関する知識・情報】 
◎友達にアレルギーの人がいたので、僅かな知識は
持っていた。 
◎自分自身がアレルギーを持っていたので、知識は
あった。外泊を伴う行事では、アレルギーが出ない
か心配だった。 
 
【月経に関する知識・情報】 
◎小学校 4 年生で月経について学んだ。しかし、お
りものについては学んだ記憶がない。自分の体で何
が起こっているのかが不安だった。おりものについ
ては、少女マンガで知識や情報を得た。 
◎月経不順で困っていた。知識がなく病院に行くべ
きかなど相談できる環境が欲しかった。 
◎男子は、月経について女子の特別なのもという認
識だった。 
○振り返ると月経について男子も理解するべきと思
っている。それは、性教育が男女別で実施されてい
るのが問題だったと考えている。 
 
【妊娠、出産等についての希望を実現するための知
識・情報】 
◎当時は深く考えていなかった。知識や情報を得る
必要性は感じていなかった。 
◎妊娠、出産のイメージが無かった。 
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○子育てにかかる費用（教育費、養育費など）の情
報が小学時代にあれば、子育ての大変さが理解でき、
最終的に予期せぬ妊娠の理解へと繋がっていくと考
えている。 
 
【妊娠・出産等に関する医学的・科学的に正しい知
識・情報】 
◎正しい知識は持っていなかった。 
◎学校で学ぶ機会があったため、知識・情報は持っ
ていた。 
○妊娠・出産等を含む性教育は、男女一緒に学ぶべ
きと思っている。 
 
【避妊や予期せぬ妊娠に関する知識・情報】 
◎高校生時代に学校で避妊について学んだ。 
○振り返ると、具体的な内容の深い情報を得たかっ
た。 
○高校生時代に避妊の大切さや子育ての大変さの深
い知識・情報が欲しかった。 
 
【人工妊娠中絶に関する知識・情報】 
◎人工妊娠中絶という言葉は知っていたが、知識・
情報は持っていなかった。特に知りたいと思わなか
った。 
◎人工妊娠中絶という言葉は知っていたが、理解し
ていなかった。 
○伝える年代を選び内容も工夫して、深い知識・情
報を得たかった。 
 
【梅毒及びHIV感染症を含む性感染症問題に関する
知識・情報】 
◎高校生時代に外部講師を招いて「命の教育」を学
んだ際に、知識や情報を得ることが出来た。 
◎小中学生時代は、学校で学ぶ機会はあったが理解
できなかった。高校生時代も現実味はなかった。 
○高校生時代に性感染症も身近な問題であるという
知識・情報を得たかった。 
●質問項目がイメージしにくい。「希望を実現する」
という箇所には少し説明が必要。 
 
【がんやがんの予防に関する知識・情報】 

◎生活習慣が関わっているのは理解していたが、知
識の理解はしていない。しかし、日常生活において
困りごとはなかった。 
◎がんやがんの予防に関する知識・情報は持ってい
なかった。 
 
【性暴力・性被害に関する知識・情報】 
◎高校生時代に外部講師を招いての講義があり、知
識・情報を得ることができた。 
◎学校よりもニュースで知識・情報を得ていた。同
世代で知識の差があると感じていた。 
○月経が始まる年代から注意喚起を促すことも必要
だと感じている。 
 
【性的虐待に関する知識・情報】 
◎知識・情報はなかった。 
○学校で相談機関の情報を発信することは、必要だ
と感じている。 
○早い時期から知識・情報を得ることが重要と考え
ている。 
 
【心の問題に関する知識・情報】 
◎中学生時代は、ある程度知っていた。学校では学
ぶ機会がなく、正しく理解できなかった。 
 
【自殺に関する知識・情報】 
◎自殺に関する知識・情報は持っていなかった。高
校生時代は、自殺に関するイメージも無く、意識し
ていなかった。 
 
【ゲーム依存に関する知識・情報】 
◎小学生時代は、知識や情報を得る機会はなかった。 
○当時、セルフコントロール能力を高める知識を学
ぶ機会があってもよかったと感じている。 
〇小学生の頃はゲーム依存に関する知識・情報は持
っていなかった。 
◎学校で知識・情報は得ていた。 
○ゲーム依存は、家庭環境も大きく影響しており、
保護者にも知識や情報を得る機会があるとよいと感
じている。 
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【姿勢や運動器に関する知識・情報】 
○中学生時代に姿勢に関する知識・情報が欲しかっ
た。 
◎姿勢に関しては、小学校時代に担任から知識・情
報を得てクラスで実践する機会もあった。◎運動器
に関する知識・情報は持っていなかった。 
 
【不登校に関する知識・情報】 
◎親世代と子ども世代で不登校の捉え方が違うと感
じていた。当時は不登校について説明できる程の知
識がなかった。 
◎中学生時代に不登校生がいた。不登校についての
知識や理解がなかったため、不登校生と関わること
が出来なかった。 
○中学生時代に知識や情報が欲しかった。 
◎小学校高学年から中学生にかけて不登校生がいた
が、不登校の要因を知る機会はなかった。 
○不登校に関する知識・情報があれば、不登校生に
関わることができたと思う。 
 
【発達障害や特性に関する知識・情報】 
○同じクラスに発達障害の子がいた。何の障害か情
報を得ていたら、周りの対応も違ったと感じている。 
◎発達障害や特性に関する知識・情報は持っていな
かった。 
 
【スポーツと健康に関する知識・情報】 
◎スポーツと健康の関係性の知識は持っていなかっ
た。競技ではなく楽しいスポーツのやり方の情報が
欲しかった。 
 
【タバコやアルコールに関する知識・情報】 
◎タバコやアルコールが体に悪いのは知っていた。
特に知識・情報を得る必要性は感じていなかった。 
 
【大麻や覚醒剤、違法ドラッグ等の薬物に関する知
識・情報】 
◎学校で知識・情報は得ていた。 
 
【その他】 
◎ニキビなどの肌のトラブルが気になって学業に集

中できない時期があった。知識や情報が欲しかった。 
 
Ｄ．考察 
 22 項目それぞれについて、3 名から別々にインタ
ビューをした結果を得た。学校で知識・情報を得て
いたとする項目（すなわち学校で学んだ記憶があり、
かつ内容を理解している項目）はわずかであり、代
表的なものは「薬物関連」の知識・情報であった。そ
の他の項目では、部分的に学校での知識・情報提供
があったものの、“振り返ってみたところ”からのニ
ーズを網羅しているわけではなかった。 
 「栄養関連」の知識・情報は家庭で得ていたとい
う回答が得られているが、他の項目（例えば「口腔
関連」）では家庭による関心度の差についても言及さ
れており、家庭を通じた知識・情報提供のみでは知
識格差が生じる可能性が示唆された。 
 学校の教科（たとえば「保健」）で必らず学ぶにも
関わらず、その知識が定着していないと考えられる
項目があった。代表的なものは「性感染症」である
が、中学校 3 年生で必修となっている項目であるが、
知識の定着が難しい項目だと推測された。 
 不登校や発達障害を含むメンタルヘルスに関する
知識・情報はほとんど得られていなかった。同時に、
それらは身近な場合があり（不登校など）、クラスメ
ートへの対応が全くできなかった等の“後悔”も複数
述べられていた。メンタルヘルスに関する知識・情
報提供は欠けている部分といえる。 
 性に関する知識・情報は、学校の授業（講演会を
含む）で得られる部分も多いことがわかったが、そ
れのみでは発達段階の興味関心度によって知識の定
着が見込めないこともあり、子育てや妊娠・出産と
絡めて知識・情報提供することが望ましいことが伺
えた。 
 姿勢や運動器の知識・情報提供はこれからの課題
であると同時に、今回項目にあげていなかった「皮
膚トラブル」に関する事項も思春期課題のニーズと
しては大きなものであることが伺えた。 
 今回試作した 22 項目については、大学生であれば
項目の理解には難しいところは無かったが、ひとつ
だけ「妊娠、出産等についての希望を実現するため
の知識・情報」に関しては、ニーズ把握に関して文
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言を平易化する必要があることが明らかになった。 
 今後は、別の大学の学生を対象にすることと、男
子学生を対象にすることにより、思春期課題のニー
ズ整理と項目開発を進める必要がある。 
 
Ｅ．結論 
 成育医療等基本方針から導いた思春期課題に関連
する知識・情報 22 項目に関して、そのニーズを把握
することと把握方法を検討することを目的としたイ
ンタビュー調査を行った。学校から知識・情報を得
たとする項目はわずかであったが、中には学校教育
で必修の項目もあり、知識定着の難しさがうかがえ
た。また、家庭やメディア等から知識・情報を入手
したという項目も複数存在し、知識・情報の不確か
さが懸念された。ニーズが高く、かつほとんど知識・
情報が得られなかった項目は不登校や発達障害を含
むメンタルヘルスに関する項目であった。性に関す
る項目は学校をはじめとして知識・情報を得ている
内容もあったが、それのみでは知識定着が難しく、
育児・妊娠・出産とからめた情報提供が求められる。 
 各項目の理解は「妊娠、出産等についての希望を
実現する」という表現以外は難しいところは見られ
なかった。今後は、別の大学の学生を対象にするこ
とと、男子学生を対象にすることにより、思春期課
題のニーズ整理と項目開発を進める必要がある。 
 

【参考文献】 
文部科学省：小学校学習指導要領（平成 29 年告示）, 
2017. 
文部科学省：中学校学習指導要領（平成 29 年告示）, 
2017. 
文部科学省：高等学校学校学習指導要領（平成 30 年
告示）, 2018. 
 
Ｆ．健康危険情報 
 総額研究報告書にまとめ記載。 
 
研究発表 
1．論文発表 

 なし 
2．学会発表 
なし 

 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況(予定を含む。) 
1．特許取得 

該当なし 
2．実用新案登録 
  該当なし 

3．その他 
  該当なし 
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厚生労働科学研究費補助金 （成育疾患克服等次世代育成総合研究事業） 
分担研究報告書 

母子保健領域における Biopsychosocial Assessment  
(生物・心理・社会アセスメント)ツールの開発に関する研究 

 
          研究分担者  酒井 さやか （久留米大学 小児科学講座） 
          研究代表者  永光 信一郎 （福岡大学 小児科学講座） 

 
Ａ．研究目的 
 我が国の母子保健行政が抱える課題は、妊娠早期

からの虐待予防、育てにくさに対する支援、核家族
化による子育て相談機会の減少と育児の孤立化、相
対的貧困率の増加、周産期メンタルヘルスへの対応
など様々挙げられ、少子化にも関わらず、課題は山
積している 1-4)。2019 年 12 月に成育基本法が施行さ
れ、生育過程にある子どもおよびその保護者、並び
に妊産婦に対して切れ目ない支援の重要性が示され
た。ポピュレーションアプローチで親子の心身の健
康な成長を最大限に促す視点や対応が注目されてい
る。これを実現するには、子どもの各年齢の健康課
題 に 寄 り 添 っ た 生 物 ・ 心 理 ・ 社 会 的 
(biopsychosocial)な観点から、包括的に切れ目なく

アプローチすることが重要である。 
現在、各自治体の保健センターや医療機関等におい
て、医師・保健師・看護師・助産師による新生児健診
や家庭訪問、産婦健診、乳幼児健診等の場で「エジ
ンバラ産後うつ病質問紙票」、「赤ちゃんのきもち質
問票」、「育児支援質問票」等がセットで使用されて
いる。これらも充分親子の支援に役立つものではあ
るが、保護者の回答負担を軽減し、biopsychosocial な
観点で、支援が必要な家庭を早期発見し、家庭福祉
分野など関係機関と連携するためのエビデンスに基
づいた客観的リスク評価指標が求められている。本
研究課題では biopsychosocial な視点を含んだ保護者
支援の質問紙(Biopsychosocial Assessment ツール)
を作成し、その有用性を評価する。 

研究要旨 
我が国の母子保健行政が抱える課題は、妊娠早期からの虐待予防、育てにくさに対する支援、

核家族化による子育て相談機会の減少と育児の孤立化、相対的貧困率の増加、周産期メンタルヘ
ルスへの対応など様々挙げられ、少子化にも関わらず、課題は山積している 1-4)。2019 年 12 月
に成育基本法が施行され、生育過程にある子どもおよびその保護者、並びに妊産婦に対して切れ
目ない支援の重要性が示された。ポピュレーションアプローチで親子の心身の健康な成長を最
大限に促す視点や対応が注目されている。これを実現するには、子どもの各年齢の健康課題に寄
り添った生物・心理・社会的 (biopsychosocial)な観点から、包括的に切れ目なくアプローチする
ことが重要である。 
現在、各自治体の保健センターや医療機関等において、医師・保健師・看護師・助産師による

新生児健診や家庭訪問、産婦健診、乳幼児健診等の場で「エジンバラ産後うつ病質問紙票」、「赤
ちゃんのきもち質問票」、「育児支援質問票」等がセットで使用されている。これらも充分親子の
支援に役立つものではあるが、保護者の回答負担を軽減し、biopsychosocial な観点で、支援が必
要な家庭を早期発見し、家庭福祉分野など関係機関と連携するためのエビデンスに基づいた客
観的リスク評価指標が求められている。本研究課題では biopsychosocial な視点を含んだ保護者
支援の質問紙(Biopsychosocial Assessment ツール)を作成し、その有用性を評価する。本年度は
Biopsychosocial Assessment ツールを作成し、研究計画を提案した。 
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Ｂ．研究方法 
 本 研 究 代 表 者 ・ 分 担 研 究 者 間 で 討 議 さ れ た
Biopsychosocial Assessment ツールは、複数の候補質
問の中から、エキスパートオピニオンをもとに 12 
項目に選定をした(図 1)。 

 
 
従来型と比較して、心理社会的因子に重きを置き、
保護者の回答負担を軽減するため設問項目、内容を
厳選したものである。回答が 7 段階のリッカート尺
度になっており、従来の問診票の”はい”、”いいえ”、”
どちらでもない”の選択肢とは異なり、点数で定量
化できる問診票になっているため、数値化により、
優先的に支援が必要な家庭等を早期にスクリーニン 
グできると思われる。現在、各自治体において、育
児支援家庭のアセスメントが標準化されていない中、
本研究課題の成果が行政活動の支援に寄与すると思
われる。まずは、このツールの妥当性や信頼度を検
証するために、福岡大学・久留米大学小児科外来に
定期乳幼児健診や慢性疾患で通院中の保護者を対象
とし、データ収集を行う予定である。 
（倫理面への配慮） 

 研究対象者のプライバシーおよび個人情報保護
に十分配慮し、保有する個人情報等の保護に必要な
体制および安全管理措置を整備する。個人情報保護
のために、本研究では匿名化してデータを管理する。
研究を実施するに当たっては、福岡大学医に関する
倫理委員会で現在一括審査中である。 
 
Ｃ．研究結果 
 本 年 度 は 研 究 計 画 を 行 い 、 Biopsychosocial 
Assessment ツールの開発を行なった。このツールの
妥当性や信頼度を検証するために、今後は福岡大学・
久留米大学小児科外来に定期乳幼児健診や慢性疾患
で通院中の保護者を対象とし、データ収集を行う予
定である。 
 
Ｄ．考察 
 母子保健領域には様々な課題があり、これらを早
期発見し、関係機関と適切な連携を図るにはエビデ
ンスに基つづいた客観的リスク評価指標が必要とな
ってくる。本研究課題では今年度 biopsychosocial な
視 点 を 含 ん だ 保 護 者 支 援 の Biopsychosocial 
Assessment ツールを作成したため、今後データ収集
を行い妥当性や信頼度を検証する。 
 
Ｅ．結論 
 母 子 保 健 活 動 に お け る Biopsychosocial 
Assessment ツールの開発は、切れ目ない妊産婦の支
援や児童虐待予防において有用である可能性があり、
今後も研究計画を進めていく予定である。 
 
【参考文献】 
1) Mitsuda N. The Research on Social Risk 

Assessment and Effective Health Guidance for 
Expectant and Nursing Mothers through the 
Prenatal Care and Pregnancy Notification. 
Health, Labour and Welfare Sciences Research 
Grants, the Ministry of Health, Labour and 
Welfare, Japan, H27-sukoyaka-ippan-001, 2015–
2017 (in Japanese), 2018. 

2) Hoshino Y, Nagano R, Funakura M et al. 
Intervention in social high-risk cases in Tokyo 
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Metropolitan Bokutoh Hospital (in Japanese). J. 
Jpn. Soc. Perinatal Neonatal Med. 2014; 49:248–
55. 

3) Mother’s & Children’s Health & Welfare 
Association. Maternal and Child Health Statics of 
Japan. Mother’s & Children’s Health & Welfare 
Association, Tokyo, 2018; 28–9:105.  

4) Ministry of Health Labour and Welfare. Report 
on an Injury into Children’s Deaths. Special 
Committee for the Verification of Child 
Protection Cases 2018 (in Japanese) Available 
from URL https://www.mhlw.go.jp/content/ 
11900000/000362705.pdf  

 
Ｆ．健康危険情報 
 総括研究報告書にまとめて記載。 
 
G．研究発表 
1．論文発表・著作 

酒井さやか. 社会的ハイリスク妊婦とその出生児の
抱える問題.小児保健研究. 2021;80(3):341-343. 
中村美和子, 永光信一郎, 小原仁, 石井隆大, 酒井さ
やか, 下村国寿, 黒川美知子, 角間辰之, 山下裕史
朗. 5 歳時における育児感情と子どもの発達に与え
る産後の母親の抑うつ気分の影響. 小児保健研究. 
2021;80(6):797-802. 
酒井さやか. 社会的ハイリスク妊婦とその出生児の
抱える問題 ―小児科医としての役割り―. 子ども

の心とからだ 日本小児心身医学会雑誌. 
2021;29(4):401-403. 
 2．学会発表 
酒井さやか, 満尾美穂, 守屋普久子. 医系女性研究
者の仕事における旧姓使用に関する調査. 第 53 回日
本医学教育学会大会. 2021.7.30-31（WEB 開催） 
満尾美穂, 島田翔, 大石早織, 中川慎一郎, 松尾陽子, 
酒井さやか, 大園秀一. 医療者側が提示した治療に
対し家族が拒否を示した小児がん患者 4 例への対応
とチーム医療の意義. 第 63 回日本小児血液・がん学
会学術集会. 2021.11.25-27（WEB 開催） 

 
酒井さやか, 永光信一郎, 阿比留千尋,大久保晴美, 
清水知子, 内村直尚, 山下裕史朗. A 市における社会
的ハイリスク妊産婦のリスク評価と出生児へのラン
ク別対応. 日本子ども虐待防止学会第 27 回学術集会
かながわ大会. 2021.12.4-5 (横浜, ハイブリット開催） 
 
H．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
1．特許取得 
なし 
2．実用新案登録 
なし 
3．その他 
なし 
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厚生労働科学研究費補助金 （成育疾患克服等次世代育成総合研究事業） 
分担研究報告書 

                                                                           
学童健診の実施に向けた実態調査 

 
研究分担者  岡田あゆみ（岡山大学大学院医歯薬学総合研究科小児医科学） 
研究協力者  重安良恵（岡山大学病院小児医療センター小児科/小児心身医療科） 

藤井智香子（岡山大学病院小児医療センター小児科/小児心身医療科） 
田中知絵（岡山大学病院小児医療センター小児科/小児心身医療科） 

 

 
Ａ．研究目的 

近年の子どもを取り巻く状況は変化しており，生
活習慣の問題（睡眠，食事，メディア視聴など），家
庭環境の問題（貧困，虐待など），健康を脅かす問題
の増加（肥満，やせ，自殺など）を認める。コロナ禍
の影響は今後これらの問題を深刻化させる可能性が
あり，予防的な介入の必要性が指摘されている。 

本研究班では，乳幼児期から切れ目のない健診の
確立に向けて，様々な取り組みを行っている。「思春
期」については，思春期健診マニュアルを１）を作成

し，個別健診による対応方法を提案した。一方「学
童期」については，わが国では学校健診が実施され
ているが，身体的な問題の評価が中心で心理社会的
問題の増加への対応は難しい。個別健診による学童
健診を実施することにより，心理社会的な問題にも
対応できる健診方法を確立したいと考えているが，
どのような内容が必要かについては課題の整理が必
要である。 

よって，本研究では，学童期にどのような心理社
会的問題が発生しやすいか，また，これを個別健診

研究要旨 
近年の子どもを取り巻く状況は変化しており、生活習慣の問題（睡眠、食事、メディア視聴な

ど）、家庭環境の問題（貧困、虐待など）、健康を脅かす問題の増加（肥満、やせ、自殺など）を
認める。コロナ禍の影響は今後これらの問題を深刻化させる可能性があり、予防的な介入の必要
性が指摘されている。わが国では学校健診が実施されているが、身体的な問題の評価が中心で心
理社会的問題の増加への対応は難しい。よって、心理社会的な要因をどのように抽出するか、ま
た、個別健診を行う場合どのような方法が適切かを明らかにする必要がある。本研究では、乳幼
児期から切れ目のない健診を実施するために、乳幼児期と思春期をつなぐ学童健診について、そ
の必要性と課題を検討した。 
方法：対象は 2021 年 11 月 23 日に開催した思春期健診講習会参加者のなかで、アンケートによ
る回答を行った 88 名。書面による説明で回答に同意した参加者に、記名式アンケート調査を行
った。先行研究で作成した思春期健診と比較して「学童期健診で実施してほしいこと」について
自由記述による回答を得た。また、思春期健診項目に追加するべき評価項目や実施の向けた準備
のため、文献的考察も行った。 
結果:形式については、思春期健診との変更が必要とする回答はなかった。内容については、学
童期に特有の問題を追加すること、保護者への説明や教育が必要であるとする回答があった。 
考察:学童期の特徴に鑑み、学童健診では家族への説明や指導を増やすことが有益と考えられた。
また、その目的としては、１）就学までの健診ではスクリーニングできない問題を発見する、２）
思春期になると改善が難しい問題について予防的な対応を開始する、３）保護者への対応を行
う、などが望ましいと考えた。 
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でどのように扱うことが適切かを明らかにし，今後
の学童健診の体制づくりに生かしたいと考えた。本
研究の目的は，乳幼児期から切れ目のない健診を実
施するために，乳幼児期と思春期をつなぐ学童健診
について，その必要性と課題を抽出することである。 

 
Ｂ．研究方法 
対象：2021 年 11 月 23 日に開催した思春期健診講習
会参加者のなかで，アンケートによる回答を行った
88 名である。 
方法：書面による説明で回答に同意した参加者に，
記名式アンケート調査を行った。「学童期健診で実施
してほしいこと」について自由記述による回答を得
た。また，思春期健診の内容との比較を行い，追加
するべき評価項目についても検討した。 
倫理的配慮:文書で目的を説明し同意を得て実施し
た。 
アンケート内容: 「学童期健診に必要・入れた方がよ

いと思われる内容，分野」について自由記述で回答

を得た。 
 
Ｃ．研究結果 
回答者の属性：医療関係者（小児科医師，看護師）30
名，教育関係者（教師，養護教諭，スクールカウンセ
ラー）58 名。 
回答の内容：領域ごとに分類して記載する。（体裁を
整えるため，一部文言を改訂した） 
５）健診方法について 
・学校医が行う学童期健診に思春期健診の問診のよ
うなチェックシートを提出させる仕組みがあるとよ
い 
・取り扱う内容からは，個別健診の方が望ましいの
で，このような方法が広まればと思う 
・学童健診の実現には，役割や立場毎の理解を進め
る必要がある 
・地域ごとに健診の実施状況に差があるので，実現
については意見に差異が生じそうである 
・一般診療においては，時間的，経済的に対応が難
しい 
・健診で取り扱う心理社会的な問題に関する項目は，
学校からは介入しにくい部分である。それをカバー

してもらえる制度があればよいと思う。学童期健診
が突破口になればよいと考える 
・小学校高学年だと思春期用が使えると思う。しか
し，個人差が大きいので，少し難しいと感じる子ど
もも一定数いると推測される 
・具体的な問診の仕方などについて，実施者に対し
てより詳しい情報提供が必要である 
 
６）健診内容について 
①家族関係 
・学童期は保護者との関係が深い，自分の言葉で表
現することが難しい，などがある。保護者が病院嫌
いでどんなことがあっても病院へ連れて行ってもら
えないなどの事例もある。小学校は保護者との関係
づくりをとても大切にしているが，その説得は難し
いと感じる。このような点で役立つ仕組みやツール
があるとよい 
・学童期は，保護者の状態が子どもに反映するので，
そのあたりを詳しく聞き取りフォローしていく必要
があると思う。スクールソーシャルワーカーや福祉
と連携した保護者支援が必要な家庭があるので，健
診を利用してこれらを繋いでいけるシステムの構築
が必要だと思う 
・家庭内のパワーバランスが知れるような質問が必
要である 
・愛着や母子分離の課題に関する質問や評価が必要
である 
・保護者への対応についてより詳しい説明や資料作
成をしてほしい 
②生活習慣 
・睡眠については日常よく聞いている。本人記入シ
ートに，起床／就寝時刻やスクリーンタイムの記入
欄があると良いと思う 
・ネットやスマホ，ゲーム，SNS との関わりについ
ての説明や資料があると良いと思う 
③心理的・精神的問題 
・心の問題，自殺を少なくするための内容は取り入
れた方が良いと思う 
・「イライラする」という項目もあれば良いと思う 
・思春期とは異なる問題，「分離不安」「習癖やこだ
わり」などの盲目も必要だと思う 
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④性的問題・性別違和 
・性の問題は取り入れた方が良いと思う 
・LGBT の問題への配慮について資料があるとよい
と思う。配慮について伝えやすく記載されていると
利用できる 
➄学習障害   
・学習障害かそうでないかの判定がつきにくい子ど
もの早期発見の手がかりとなるような質問や資料が
あるとよいと思う 
・学習障害への，学校での対応，先生の対応につい
ても取り上げられるとよい 
⑥学校生活 
・学校側や子どもの側にいじめとしての理解がある
かどうか，具体的な言及があるといいと思う。身体
的なことや吃音などでからかわれたときに，学校で
は問題を軽く扱われていることが多い。子どもの認
識に立って，対応や予防ができたらいいと思う 
⑦その他 
・説明資料にイラストなどを入れて，楽しく健診で
きるような工夫が望ましい 
・子どもが今興味関心のあること(趣味，好きなこと，
がんばっていること） 
３．そのほか 
・教員が長い間相談やカウンセリングを続けること
は，実際には困難である。専門のカウセリングへつ
なぐかどうかなどについての情報や見極める方法が
あればよい 
・学校現場で困っているのが，専門機関が少ないこ
とである。受診までに数ヶ月かかるのでこの現状の
改善が望まれる 
・専門機関の情報が少なく，どこがその子に適して
いるのかアドバイスできない。この点の情報があれ
ば助かる 
 
Ｄ．考察 
1．学校健診（集団検診）の意義と学童健診との比較 

児童生徒の定期健康診断については，学校保健安
全法により，学校教育の円滑な実施とその成果の確
保に資することを目的とし，子供の健康の保持増進
を図るために実施するものとされ，個人を対象とし
た確定診断を行うものではなく，子どもが健康か否

か，疾病や異常の疑いがあるかという視点で選び出
す「スクリーニング」として位置付けられている。
よって，検査項目は網羅的で，学校保健安全法施行
規則第六条により，表 1 のように定められている。 

各種身体疾患の早期発見，生活習慣病進展への予
防などその意義は大きく我が国が誇るべき内容であ
る。また，2016 年度から運動器健診が追加されるな
ど，社会生活の変化に伴う子どもの状態を鑑み，そ
の内容も改変されてきた。さらに，従来そのデータ
は十分活用されていなかったが，統合型校務支援シ
ステム 2）導入が勧奨されており，今後 ICT を利用し
た情報の活用が期待される。 
 一方で，学校健診項目には心理社会的な問題は含
まれていない。これは，その内容が集団検診の場で
のスクリーニングになじまず，学校健診の目的に合
致しないためと考えられる。米国では小児科の
primary care physician が出生後 21 歳まで健診を行
う”Bright Futures”3）が実施されており，我が国の集
団検診とは異なる体制がとられている。問診や診察，
スクリーニングに基づく他科紹介などは学校健診と
同様だが，個別の相談やガイダンス，予防接種や血
液検査など包括的な内容になっていることが特徴で
ある。学童期（本稿では，小学校在学中の 6 歳から
12 歳とする）は前思春期～思春期早期と重なる時期
で，心理社会的な問題が増加する青年期を前に，健
康教育や情報提供の予防効果が期待される。今回の
アンケートでも，「心理社会的な問題」「精神的な問
題」への対応の必要性が指摘されており，現在の集
団健診でカバーできない点を学童健診が担うことが
期待される。 
2．学童健診に期待される役割 
 前述の”Bright Futures”では，middle children から
adolescent の一部が学童健診に相当する（表 2）。こ
の期間の必須ならびに推奨項目として，我が国の学
校健診にないものは，成長発達行動評価として
Developmental Surveillance ，
Psychosocial/Behavioral Assessment ， Tobacco, 
Alcohol, or Drug Use Assessment ， Depression 
Screening，身体検査項目では，予防接種のほか推奨
項目ではあるが性感染症や HIV，高脂血症などがあ
げられている。 
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わが国でも一部の自治体で高脂血症のスクリーニ
ング検査が実施されており成果を上げている。また，
小学校 4 年時の心臓検診を窓口にした小児生活習慣
病検診を開始して，肥満症や神経性やせ症の早期発
見を行うなどの取り組みも報告されている 4）。学校
健診のデータを利用した肥満ややせのスクリーニン
グ 5）などは，現行の健診の情報を有効に活用するこ
とで対応が可能になることが期待される。 

一方で，発達や心理社会的な問題，家族に関する
問題へのアプローチは困難であり，今回のアンケー
ト調査でも，この点の課題が複数挙げられた。学校
では，保健教育によって生活習慣やメディア関連の
問題は取り上げられるが，十分な時間やツールがな
く個別の相談は容易ではないと推測される。さらに，
心理社会的な問題のスクリーニングは難しい。よっ
て，調査で指摘された項目の中でも特に以下の点に
ついては，個別健診の学童健診の効果が期待される
と感がられた。 

① 学習障害などの発達障害への対応 
神尾は，知的障害を伴う自閉症では 1 歳で気づか
れることが多いが，知的遅れのないアスペルガー
障害など軽度の ASD（自閉スペクトラム症）の多
く は 就 学 前 後 ， ADHD （ attention  deficit ／
hyperactivity disorder：注意欠陥多動性障害）の
多くは就学後，学習障害では小学校 3 年生以降な
ど，それぞれに診断されやすい時期が異なること
を指摘している 6）。我々も，身体症状を主訴に受
診した患者の背景に未診断の神経発達症が多いこ
とを報告しており 7），不登校など二次障害が発生
している症例を経験する。発達障害の早期発見に
ついては，従来の乳幼児健診に加えて 5 歳児健診
も実施されており，就学前健診も併せて様々な取
り組みがされているが，完全なスクリーニングは
困難である。発達相談外来の報告から，初診時年
齢は 7 歳にピークがあり，小学校低学年が全体の
46％を占めていたとの指摘もある 8）。また，NICU
児については，6～9 歳まで経過観察と行うと軽度
発達障害が 42％に認められたという報告があり，
発達性協調運動障害や神経発達症などの合併が多
いことが指摘されている 9）。9 歳時健診を提唱す
る施設もあり，これらの点からも就学後のスクリ

ーニングとしての学童健診は必要と考えた。 
② 思春期健診に加えるべき課題 
 思春期健診では，子ども用に 20 項目，医師用に
50 項目の因子を抽出してカウンセリングが実施
できるように情報を準備している 1）。小学校高学
年ではほぼ同様に使えるという意見があったが，
個人差があるとの指摘もあった。また，学童期前
半ではこれらに加えて，学童期に比較的多い相談
として，おねしょ，おもらし，遺糞症，チック・
Tourette 症候群，盗み・嘘，分離不安，感覚過敏，
性別違和，LGBT，学習障害などを取り上げてはど
うかという意見があった。  
③ 保護者との相談や情報提供 

参加者の半数が学校関係者だったこともあり，
保護者との関係構築の難しさや，指摘をして受診
を勧奨しても行動につながらない場合の取り組み
の困難さなどが指摘された。コロナ禍で交流の機
会が制限されること，共働き家庭やひとり親家庭
が増加して保護者に時間的余裕がないこと，貧困
や保護者の精神疾患など容易に踏み込めない問題
の影響が大きいことなどから，集団健診や学校現
場で対応が難しい保護者へのアプローチについて，
学童健診に期待する意見があった。Felitti らの報
告 10）した逆境的小児期体験には，【虐待】①身体
的虐待，➁精神的虐待，③性的虐待，【ネグレクト】
④身体的ネグレクト，⑤情緒的ネグレクト，【家族
の課題】⑥精神疾患，⑦家庭内暴力，⑧離婚・別
居，⑨投獄，⑩薬物乱用者があげられており，成
人期の身体疾患やメンタルヘルス，社会適応に重
大な支障を来たすことが指摘されている。わが国
でも，約 30％の成人が 1 つ以上は体験しているこ
とが報告されており 11），コロナ禍の現在その頻度
が増加していることが危惧される。医療者が子ど
もと保護者，双方に同時にアプローチできる点で，
特にハイリスクな家庭には学童健診が有益と考え
られる。受診しなければ利用できない点で課題は
大きいが，思春期健診の子ども中心より学童期健
診はより保護者支援を強化する視点は重要と考え
る。 

3．現在の体制や資源との関係 
 現在学校では，スクールカウンセラー，スクール
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ソーシャルワーカーなど多職種が，心理社会的問題
についての対応を行っている。また，教育委員会が
教育センターを開設し，教育相談室をとおして不登
校児他の支援を提供している自治体も多い。このよ
うな体制の中で，「学童健診」をどのように位置づけ
るかは今後の課題である。今回の調査でも，教育関
係者からその意義を認める意見がある一方で，医療
者からは時間的，経済的保障がない中での実施が難
しいという意見もあった。扱う内容から考えると，
親子とじっくり向き合い，系統的な質問を行うこと
は有意義ではあるが，受診の負担，時間的経済的負
担など様々な課題があり，今後費用対効果の分析，
エビデンスやニーズの確認を要する。 

これらの解決策の一案として，慢性の身体疾患で
定期的な受診をしている児童から学童健診を実施す
るなどが検討されるべきと考える。わが国の小児人
口は減少し，入院受療率，外来患者数ともに約 7 割
に減少したが，外来受療率は 1.2 倍に増加している
13）。疾病構造が変化し，慢性疾患で受診する子ども
が増えていることから，この機会を利用した実施が
現実的と考える。 
 
Ｅ．結論 

学童期の特徴に鑑み，集団の学校健診を補完する
かたちで，医療機関で実施できる方策の提案が重要
である。また，健診の目的としては，この時期に個
別に行うことの利点を生かして，１）就学までの健
診ではスクリーニングできない問題を発見する，２）
思春期になると改善が難しい問題について予防的な
対応を開始する，３）保護者への対応を行う，など
にニーズがあると考えられた。 
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厚生労働科学研究費補助金 （成育疾患克服等次世代育成総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
身体的・精神的・社会的（biopsychosocial）に乳幼児・学童・思春期の健やかな成長・発達をポピュレーシ

ョンアプローチで切れ目なく支援するための社会実装化研究に関する研究： 
 
          研究分担者  作田 亮一 （獨協医科大学埼玉医療センター 

子どものこころ診療センター） 
           
 
 
 
 
 
 
 

 
Ａ．研究目的 
 学童期における標準化された健診マニュアルの作
成 
 
Ｂ．研究方法 
 学校健診マニュアル作成の素案作りを行う目的で
資料を収集する。 
 思春期健診マニュアルを埼玉県小児科医会に配布
し、使用状況の調査を行う。 
（倫理面への配慮） 
質問紙調査の実施に際し調査への協力は自由意思に
よるものとし、調査研究に対して研究目的や方法、
結果の処理について依頼文書（資料）を用いて説明
する。 
Ｃ．研究結果 
 埼玉県小児科医会医師、50 名から回答を得た。思
春期健診マニュアルの利用は、若手小児科医師の教
育に有用との意見が多く、一般小児科臨床でも有用
であった。 
 
Ｄ．考察 
作成した学童健診マニュアル素案をもとに、ブラッ
シュアップを重ね、令和 4 年夏までに完成する。学
校健診と協働して使用することを検討する。日本小

児心身医学会が主導して作成した子ども健康調査票
QTA30 を利用し、文科省の GIGA スクール構想に
沿って、ICT を用いた医療・健康・生活情報を活用
した生徒の健康支援システムを今後進めていく。 
 
Ｅ．結論 
 学童健診マニュアル素案をさらにブラッシュアッ
プし、令和 4 年度は学校健診と協働して実行する。 
Ｆ．健康危険情報 
 総括研究報告書にまとめて記載。 
 
G．研究発表 
1．論文発表 

①  Okajima J,Kato N, Nakamura M, Otani R, 
Yamamoto J, Sakuta R: A Pilot Study of Combining 
Social Skills Training and Parenting Training for 
Children with Autism Spectrum Disorders and 
their Parents in Japan. Brain and Development. 
2021 May 19;S0387-7604(21)00083-8. doi: 
10.1016/j.braindev.2021.04.007. 

② Inoue T, Otani R, Iguchi T, Ishii R, Uchida S, 
Okada A, Kitayama S, Sakuta R: Prevalence of 
autism spectrum disorder and autistic traits in 
children with anorexia nervosa and 

研究要旨 
「周産期から思春期までの BPS 健診マニュアル作成」を担当しら。学童期における標準化され
た健診マニュアルを岡山大学岡田あゆみ先生と共同して作成した。学校健診マニュアルの素案
作りを行うために、資料収集を行った。作成した健診マニュアルの実施の実現性を検証する目的
で、その資料（以前作成された思春期健診マニュアル）を埼玉県小児科医師会に送付し使用状況
の調査を行った。 
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avoidant/restrictive food intake disorder. 
Biopsychosocial medicine.  2021 May 17;15(1):9. 
doi: 10.1186/s13030-021-00212-3.PMID: 
34001197 
③井上建，嶋田怜士，春日晃子, 椎橋文子, 北島翼, 
松島奈穂，荒川明里，大戸佑二，大谷良子，三島和
夫，作田亮一: 不登校を併存した概日リズム睡眠-
覚醒障害に対する高照度光療法の効果：ランダム
化比較試験. 2022 年 54 巻 2 号 p. 135-137 
④作田亮一: 子どもの心身症. チャイルドヘルス
24（10）:6-10, 2021 
⑤北島翼, 作田亮一: 食行動異常. 小児科診療 84
（増刊号）：120-123, 2021 
⑥大谷良子, 作田亮一： 不定愁訴はなぜ増加して
いるか？-その背景因子. 小児内科 53(5):727-732, 
2021 
⑦作田亮一: COVID-19 が及ぼす摂食障害への影

響. Progress in Medicine41（10）941-944,2021 
2．学会発表 

 ①作田亮一: 小児神経発達症と睡眠の問題. 第 8
回 日 本 臨 床 栄 養 代 謝 学 会 関 越 支 部 学 術 集 会 . 
10.10.2021 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 
 
H．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
1．特許取得 
なし 
2．実用新案登録 
なし 

3．その他 
なし 
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厚生労働科学研究費補助金 （成育疾患克服等次世代育成総合研究事業） 
分担研究報告書 

思春期保健データベースの構築基盤整備に関する研究 
 
          研究分担者  阪下 和美 （都立松沢病院精神科） 

 
Ａ．研究目的 
1．思春期保健の重要性  

思春期の心身の健康状態は成人期に大きく
影響を与えるため、思春期の心身の健康をより
良く維持することは重要である。思春期には不
適切な生活習慣やハイリスク行動の可能性が
高まるほか、心身症や精神・行動面の問題が増
加することが知られている。健康の社会的決定
要因および健康のリスク因子を含む心理社会
面を評価し、生活指導・助言、継続的な見守り
によって心身の傷病を予防する積極的な一次
予防が必要である。また、思春期の児のヘルス
リテラシーを向上させることは、より健康な成
人となるために重要である。学校健診に加え、
医療従事者による包括的な思春期保健活動が
求められる。 
2．思春期保健領域の研究活動における課題 

 思春期保健の領域では、さまざまな研究
者・団体によって調査研究や支援策介が試行さ
れ、介入のための資料やツール（以下成果物と
総称）作成が行われてきた。たとえば、厚労省
科研費研究班、文部科学省研究班、各学術団体、
自治体等である。しかし、それぞれの研究結果
や成果物は集約されていない。正式な論文とし
て発表されていない結果や公にされていない
成果物も多く、情報の把握や成果物の効果的な
活用が困難である。さらに、妊娠・出産・子育

て支援期の健康に関する情報サイトとして「健
やか親子 21」があるが、思春期保健に関して
パブリック（思春期の子ども、保護者、医療従
事者、教育機関等）へ向けた一元的な情報提供
の場はない。 

本研究では、思春期保健に関連する様々な研
究者・団体、および、実施された研究を調査し、
その現状を把握した上で、一元的な情報集約お
よびパブリックへの情報発信の方法を検討す
ることを目的とした。 
  
Ｂ．研究方法 
①思春期保健に関する情報の状態の調査 
 厚生労働省科学研究成果データベース、文部
科学省科学研究成果データベース、およびイン
ターネット検索を用いて思春期保健に関連す
る研究・成果物や関連学術団体を調査した。 
②情報集約および発信方法の検討 
 今やインターネットは広く普及し、ライフラ
インの一つとして捉えられるようになるほど
日常に欠かせないツールである。集約した情報
の共有およびパブリックへの発信の場として
インターネットを用いること、具体的にはウェ
ブサイト構築が最善と考えられた。ウェブサイ
ト構築のために過程を、専門家へのヒアリング
を通じて調査した。 
（倫理面への配慮） 

研究要旨 
思春期の心身の健康をより向上させるため学校健診に加え、医療従事者による包括的な思春

期保健活動が求められる。思春期保健に関する研究は多岐にわたるが、過去・現在の研究成果は
集約されておらず、参照・利用が容易ではない。また研究者同士の協働を促す環境は乏しい。思
春期保健データベース構築および、そのための専門家の共同体を作る必要があると考えられた。 
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インターネット上にすでに公開されている情
報を対象とした調査であり倫理面への配慮は
要しない。 
 
Ｃ．研究結果 
①思春期保健に関する情報 
 厚生労働省科学研究成果データベース、文部
科学省科学研究成果データベースを「思春期」
という検索語にて検索し、思春期保健に関する
研究名を抜粋した。思春期について言及してい
ても特定の疾患群の治療や予後に関する研究
は除外した。 厚生労働省科学研究成果データ
ベースからは 2015～2021 年度、文部科学省科
学研究成果データベースからは 2021 年度の研
究の一覧を作成した。（表 1，2）特に文部科学
省科学研究は研究種目を問わず思春期保健に
関する研究課題が非常に多く、思春期保健への
関心の高さがうかがえた。 
 思春期保健に関する学術団体は数多くあり
（表 3）、主会員は小児科医、産婦人科医、精神
科医、助産師、教育関係者、養護教員等さまざ
まであった。 
②情報集約および発信のためのウェブサイト
構築の過程 

ウェブサイト作成の大まかな流れは 1）業者
選定・コンセプトメイクおよびヒアリング、2）
見積もり、3）制作である。業者を選ぶ際デザ
インをしてくれるか、機能開発をしてくれるか、
予算など考慮するが、必要な機能を洗い出すな
どヒアリングの作業が最も重要である。制作の
際、情報を届けたいターゲットを絞ってサイト
をデザインする。検索キーワードも工夫する。
制作は通常は 2～3 か月程度である。業者に、
コンセプトにあった企画を考えてもらい、その
企画をWEBに落とすとどうなるかという構造
図（マップ）を作ってもらう。制作後にも、メ
インテナンス作業が必要であり、具体的にはセ

キュリティや、機能バージョンアップが必要に
なる。必須の維持費用としてはサーバー代があ
る。参考になるウェブサイトとして、下記があ
った。 
・健やか親子 21  
https://sukoyaka21.mhlw.go.jp/ 
・NHS health for teens 
https://www.healthforteens.co.uk/ 
・mental health literacy 
https://mentalhealthliteracy.org/  
・SafeBAE https://safebae.org/ 
 
Ｄ．考察 
 思春期保健に関する研究は、ごく短期間にお
いても多く、類似した視点の研究もあった。研
究者の専門分野は多岐にわたり、協働すればさ
らに効率のよく発展性のある研究や介入の実
現の可能性があると考えられた。 

研究成果を一か所に集約し、同時にパブリッ
クへの情報発信を行うデータベースを構築す
る上で運営組織の構築が必要と考えた。この組
織を思春期の健康に関心を持つ専門家の集合
体として「思春期保健コンソーシアム」と命名
し、コンソーシアムを構築するための基盤整備
について考察した。 

https://sukoyaka21.mhlw.go.jp/
https://www.healthforteens.co.uk/
https://mentalhealthliteracy.org/
https://safebae.org/
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   図：思春期保健コンソーシアム概念図 
 
コンソーシアムの目的・運営方法を下記と考え
た。 
目的：1)思春期保健における、過去・現在の調
査研究成果・成果物・資料を集約し、情報テー
タベースを構築する。 
2)専門家同士の交流および情報共有に基づく
協働の機会を作る。 
3)パブリックへ情報を発信する。 
運営：1)本研究班の分担研究者のうち有志の研
究者をコアメンバーとする。 
2)思春期保健領域での活動をしている団体・研
究班・個人に対して、依頼の上参加同意を得て
ゲストメンバーとして登録する。 

 
 
コアメンバーは、コンソーシアム独自のウェブ 
サイト（以下コンソーシアムウェブサイト）を
作成し、管理する。ウェブサイトに掲載する独
自の情報提供資料（ハンドアウト等）を執筆・
作成する。ゲストメンバーの募集と参加依頼を
し、ゲストメンバーから提供された資料・成果
物からサイトに掲載するものを選択する。 

コンソーシアムウェブサイトではパブリッ
ク（具体的な対象は思春期の子ども、保護者、
医療従事者、教育機関）へ、心身の健康に関す
る実用的な情報を提供する。健やか親子 21 の
ように、いろいろな立場から参照してもらえる
サイトを目指す。 

 

Ｅ．結論 

思春期保健に関する研究は多岐にわたるが、
過去・現在の研究成果は集約されておらず、参
照・利用が容易ではない。また研究者同士の協
働を促す環境は乏しい。思春期保健データベ
ース構築のための専門家の共同体「思春期保
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健コンソーシアム」を作り、過去の研究成果の
集約、研究者の連携強化、パブリックへ情報発
信を行うことを目指すことが望ましいと考え
られた。 

 
 

Ｆ．健康危険情報 

総括研究報告書にまとめて記載。 
 

G．研究発表 

1．論文発表 該当なし。 

2．学会発表 該当なし。 

 

H．知的財産権の出願・登録状況(予定を含む)  
該当なし 
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表 1．2015～2021 年度における思春期保健に関する厚生労働省科学研究調査一覧 
※ 敬称および課題番号は省略、掲載順は順不同。 

 母子保健情報と学校保健情報を連係した情報の活用に向けた研究 
研究代表者(所属機関)： 栗山 進一(国立大学法人東北大学 災害科学国際研究所) 

 思春期レジリエンス向上に有用な介入プログラムの大規模実証研究 
研究代表者(所属機関)： 岡田 直大(国立大学法人東京大学 国際高等研究所ニューロインテ
リジェンス国際研究機構) 

 吃音、トゥレット、場面緘黙の実態把握と支援のための調査研究 
研究代表者(所属機関)： 中村 和彦(弘前大学大学院医学研究科 神経精神医学講座) 

 児童・思春期精神疾患の診療実態把握と連携推進のための研究 
研究代表者(所属機関)： 五十嵐 隆(国立研究開発法人 国立成育医療研究センター) 

 ゲーム障害の診断・治療法の確立に関する研究 
研究代表者(所属機関)： 松崎 尊信(独立行政法人国立病院機構久里浜医療センター精神科) 

 親子の心の診療を実施するための人材育成方法と診療ガイドライン・保健指導プログラムの
作成に関する研究 
研究代表者(所属機関)： 永光 信一郎(久留米大学 医学部 小児科) 

 身体的・精神的・社会的（biopsychosocial）に健やかな子どもの発育を促すための切れ目のな
い保健・医療体制提供のための研究 
研究代表者(所属機関)： 岡 明(国立大学法人東京大学 医学部附属病院) 

 保健・医療・教育機関・産業等における女性の健康支援のための研究 
研究代表者(所属機関)： 荒田 尚子(国立研究開発法人 国立成育医療研究センター病院 周
産期・母性診療センター母性内科) 

 小児期発症慢性疾患を持つ移行期患者が疾患の個別性を超えて成人診療へ移行するための診
療体制の整備に向けた調査研究 
研究代表者(所属機関)： 窪田 満(国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 総合診療
部) 

 小児摂食障害におけるアウトカム尺度の開発に関する研究 －学校保健における思春期やせ
の早期発見システムの構築、および発症要因と予後因子の抽出にむけて－ 
研究代表者(所属機関)： 内田創(獨協医科大学越谷病院子どものこころ診療センター) 

 青年期・成人期発達障がいの対応困難ケースへの危機介入と治療・支援に関する研究 
研究代表者(所属機関)： 内山 登紀夫(福島大学 人間発達文化学類) 
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表 2．2021 年度における思春期保健に関する文部科学省科学研究調査一覧 
※ 敬称および課題番号は省略、掲載順は順不同、研究種目はすべてを含めた。 

 COVID-19 流行下の思春期メンタルヘルスの経時変化に関する大規模疫学調査研究 
研究代表者：森島 遼 （公益財団法人医療科学研究所） 

 地理・社会環境を考慮した思春期小児の睡眠に対する身体活動ガイドラインの開発 
研究代表者：青木 拓巳（宮城学院女子大学教育学部） 

 「障害の社会モデル」に基づく衝動性の臨床心理学モデルの再構築 
研究代表者：高橋 史 （信州大学, 学術研究院教育学系） 

 地図情報から取得した地域の環境要因が子どもの情緒及び行動の問題に与える影響の解明 
研究代表者：高橋 芳雄 （弘前大学, 保健学研究科） 

 思春期の欠食とダイエットで性差をもって“リプログラミング”される食欲と代謝効率 
研究代表者：藤原 智子）京都ノートルダム女子大学, 現代人間学部） 

 子ども期の逆境体験によってさらに精神的に成長する要因の探求：超成長学の提唱 
研究代表者：藤原 武男 （東京医科歯科大学, 大学院医歯学総合研究科） 

 ジュニアアスリートの足脚部形成と運動機能および重心変化と障害との相互作用の解明 
研究代表者：上田 恵子 （畿央大学, 教育学部）  

 若年女性アスリートのエストロゲン分泌異常による骨代謝障害の機序解明 
研究代表者：池戸 葵 （愛媛大学, プロテオサイエンスセンター） 

 思春期心身機能の健やかな発達を評価する集約的ゲノム指標の開発 
研究代表者：池亀 天平 （東京大学, 医学部附属病院） 

 思春期女子に特有の発症リスクを考慮した摂食障害予防プログラムの開発 
研究代表者：武部 匡也 （立正大学, 心理学部） 

 自尊感情の変動性と友人関係の発達及びその因果関係：思春期・青年期への縦断研究 
研究代表者：小川 翔大 （中京大学, 教養教育研究院） 

 地域特性に配慮した子どもの栄養不良に関連する成育環境の探索 
研究代表者：新杉 知沙（国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所, 国立健康・栄養研
究所 栄養疫学・食育研究部） 

 思春期から成人期までの発達過程での役割間葛藤対処法の創発・変容プロセスの動態解明 
研究代表者：佐藤 尚 （沖縄工業高等専門学校） 

 思春期の子どもの全身・部位別の脂肪量と骨格筋量の変化を捉える推定式の開発 
研究代表者：緑川 泰史 （桜美林大学, 健康福祉学群） 

 思春期の子どもの親を対象とした家庭内性教育支援プログラムの開発と有効性の検証 
研究代表者：市戸 優人 （札幌市立大学） 

 「視覚的栄養改善プログラム管理装置」の開発と思春期・青年期肥満学生への栄養指導 
研究代表者：佐藤 厚子 （弘前学院大学） 

 島しょ・僻地の強みを活かした青年期・思春期間のピアカウンセリング・プログラム開発 
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研究代表者：長嶺 絵里子 （名桜大学, 健康科学部） 
 「生命を脅かす病気をもつ病児のきょうだいが学童思春期に望む支援」のモデル構築 

研究代表者：下道 知世乃 （横浜市立大学, 医学部） 
 特別支援学校に通う知的障がいの子どもと家族および教員への包括的性教育に関する研究 

研究代表者：安藤 布紀子 （関西医科大学, 看護学部） 
 学童期と思春期の女性に焦点をあてた冷え関連症状の緩和を目指した基礎的研究 

研究代表者：羽藤 典子 （人間環境大学, 松山看護学部） 
 助産師と協働した児童養護施設のリプロダクティブ・ヘルスケア実施体制の構築と検証 

研究代表者：福島 裕子 （岩手県立大学, 看護学部） 
 発達障害のある思春期女子の感覚調整障害による困難の解明と自己制御支援モデルの開発 

研究代表者：大河内 彩子 (熊本大学, 大学院生命科学研究部) 
 高校生への「生」と「性」に関する仲間教育：長期プログラムの開発および効果の検証 

研究代表者：笹野 京子 （富山大学, 学術研究部医学系） 
 思春期の子どもの概日リズム睡眠・覚醒障害のケアプログラムに関する研究 

研究代表者：鈴木 善博 （人間環境大学, 看護学部） 
 思春期の社会的能力の発達が成人期疾病リスクに及ぼす影響の検討：大規模コホート研究 

研究代表者：細澤 麻里子 （国立研究開発法人国立国際医療研究センター） 
 学童期の栄養摂取が肥満、耐糖能、二次性徴に与える影響を解明する研究 

研究代表者：和田 恵子 （岐阜大学, 大学院医学系研究科） 
 不登校予防へ 思春期心身症早期介入の教育・医学連携学校健診の実装 

研究代表者：土生川 千珠 （独立行政法人国立病院機構南和歌山医療センター） 
 神経心理学に基づく良質な親子関係構築のための子育てマインドフルネスの研究 

研究代表者：南谷 則子 （千葉大学, 子どものこころの発達教育研究センター） 
 摂食障害予防を目的とした基礎的研究および予防的介入プログラムの開発 

研究代表者：山蔦 圭輔 （神奈川大学, 人間科学部） 
 思春期の子どもの親に対する自己開示に関する研究 

研究代表者：渡邉 賢二 （皇學館大学教育学部） 
 二次障害を伴う思春期発達障害ケースに対して継続したアウトリーチ支援体制の構築 

研究代表者：松島 亜希子 （久留米大学, 医学部） 
 青年期の非援助要請者を対象とした精神的健康の予防的支援：社会実装に向けた実証分析 

研究代表者：天井 響子 （東京大学, 大学院教育学研究科(教育学部) 
 児童・生徒の精神保健に関する保護者の知識・理解向上に向けた教育プログラムの開発 

研究代表者：日下 桜子 （東京大学, 教育学研究科） 
 思春期の心の健康を支えるつながりの構築に向けて：体型と体型認知への支援の可能性 

研究代表者：西田 明日香 （東京大学, 教育学研究科） 
 精神的不調を抱える思春期・青年期のリカバリー促進に注目した早期支援法の開発 
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研究代表者：臼井 香 （東京大学, 大学院医学系研究科） 
 性的指向・性自認の性発達過程の解明と社会実装 

研究代表者：小林 麻衣子 （早稲田大学, 理工学術院） 
 世代別うつ症状と関連する環境要因及び遺伝要因と環境要因の交互作用に関する疫学研究 

研究代表者：三宅 吉博 （愛媛大学, 医学系研究科） 
 思春期の抑うつ・双極性障害傾向と ADHD との併存の問題に関する発達心理学的研究 

研究代表者：田中 麻未 （千葉大学, 社会精神保健教育研究センター） 
 児童・生徒を対象にした睡眠生活リズムと心身の発達や学校適応の関連について 

研究代表者：田中 恒彦 （新潟大学, 人文社会科学系） 
 脳・生活・人生からの統合的理解にもとづく思春期からの主的価値発展学 

研究代表者：笠井 清登 東京大学, 医学部附属病院 

 
 

表 3．思春期保健に関連する活動をしている学術団体一覧 
 
日本小児科学会  
日本小児科医会  
日本小児保健協会  
日本小児心身医学会 
日本心身医学会 
日本思春期学会 
日本小児精神神経学会 
日本家族教会 

日本産婦人科学会 
日本産婦人科医会 
日本養護教諭教育学会 
日本助産学会 
日本学校保健学会 
日本学校健康相談学会 
日本教育保健学会 
日本養護教諭教育学会 

日本学校保健学会 
日本学校救急看護学会 
日本学校ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ学会 
日本生徒指導学会 
全国養護教諭ｻｰｸﾙ協議会 
日本健康教育学会 
日本教育心理学会 
日本学校心理学会
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厚生労働科学研究費補助金 （成育疾患克服等次世代育成総合研究事業） 
分担研究報告書 

学童思春期のＢｉｏｐｓｙｃｈｏｓｏｃｉａｌな健康課題に関する研究  
新型コロナウイルス感染拡大によるメンタルヘルスへの影響 

 
          研究分担者  岡 明 （埼玉県立小児医療センター） 

           
Ａ．研究目的 
 学童思春期の自殺の増加傾向は非常に重要な課題
であり、健やか親子２１の十代の自殺は重要な指標
としても取り上げられている。平成３０年（２０１
８年）までは、年間６００人前後で推移していたが、
新型コロナウイルス（ＣＯＶＩＤ－１９）感染拡大
前の令和元年（２０１９年）に６５９人と漸増し、
感染拡大後の令和２年７７７人、令和３年７４９人
と高い数字となっている。人口当たりの自殺死亡率
で見ても、平成３０年以降に死亡率は漸増し人口１
０万人あたり令和２年７．０人、令和３年６．９人
となっている（１）。 
 自殺の背景となるメンタルヘルスの課題としては、
睡眠障害、うつ、双極性障害、精神症、PTSD、パニ
ック障害、攻撃性、衝動性、病的なインターネット
使用など多岐にわたり（２）、自殺行動は精神症の症
状を有するグループに多いことも示されている（３）。 
 自殺の重要なリスク因子として社会環境の重要性
も指摘されており、いじめ、親子関係、住環境、学校
での問題、不登校、社会的な孤立などが挙げられて
いる（２）。ＣＯＶＩＤ－１９感染拡大と、十代の自

殺がこれまでにない高い率となっていることの関連
については不明であるが、ＣＯＶＩＤ－１９感染対
策の一環としてとられた休校措置や対面での授業の
制限、ソーシャルディスタンスは、社会的な孤立な
どを通じて何らかの影響を及ぼしている可能性があ
る。 
 ＣＯＶＩＤ－１９感染は、少なくとも２０２１年
春頃までは若年者への感染が少なく、陽性となって
も軽症であることが報告されてきており、身体疾患
としての影響が限定的と考えられた。しかし、国立
成育医療研究センターの国立成育医療研究センター
社会医学研究部・こころの診療部が中心となってイ
ンターネットで行った「コロナ×こどもアンケート」
調査の結果では、中学生の 24％が中等度以上のうつ
症状を訴えている。 

こうした調査研究からも、ＣＯＶＩＤ－１９感染
拡大に伴う生活の変化が、学童思春期のメンタルヘ
ルスにマイナスの影響を与えていることが憂慮され
る状況にある。 
 世界的にも、ＣＯＶＩＤ－１９感染拡大による感
染対策が、学童思春期の生活環境に大きな変化をも

研究要旨 
 十代の自殺を減少させることはわが国の小児保健の重要な課題である。新型コロナウイルス
感染拡大以降、令和２年および３年の自殺数は高い数字となっており、新型コロナウイルス対策
の一環としてとられた休校措置や対面での授業の制限、ソーシャルディスタンスは、社会的な孤
立などを通じて何らかの影響を及ぼしている可能性がある。世界的にも、新型コロナウイルス感
染拡大による学童思春期のメンタルヘルスの悪化について、同様の報告がなされてきており、今
回行った文献的レビューでも、２０２０年の世界的な感染拡大が子ども思春期のメンタルヘル
スに及ぼした影響については、複数のメタアナリシスによって、うつや不安などの症状を呈する
割合が増加し、年齢としては低い年齢よりも思春期にその傾向が強いことが確認されていた。小
児医療保健の中でも、新型コロナウイルス感染流行下での学童思春期のメンタルヘルスの状況
の積極的なスクリーニング、適切な評価、対応の体制作りが極めて重要である。 
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たらし、メンタルヘルスの悪化から、自殺や行動上
の問題、精神的苦痛などに至ることが注目をされて
おり、身体的側面ではなくＰｓｙｃｈｏｓｏｃｉａ
ｌな支援やレジリエンスを育てる対策の重要性が指
摘をされている（４）。 
 世界的にも、そうした学童思春期のメンタルヘル
スに関する規模の大きな研究報告が乏しいことが指
摘されており、また感染拡大から時間的にも短く長
期的な影響についての研究は今後の課題であり、現
時点では対応をしながら徐々に知見が得られている
状況である。 
 我が国では、２０２０年夏季には多くの学校が対
面授業を何らかの形で再開するなど、休校の期間は
限定的であり、また海外の様なロックダウンといっ
た措置も取られなかった。従って、我が国のでは休
校中であっても、子どもたちが公園などで遊ぶ機会
などは最低限保たれるなど、子どもたちの生活への
影響は国により大きな差異がある。 
 しかし、例えば摂食障害については、国立成育医
療研究センターの子どもの心の診療ネットワーク事
業による全国２６医療機関の調査で、新型コロナウ
イルス感染流行前に比較して、初診外来患者が１．
６倍に増加していることが報告されている。同様の
傾向は米国やオーストラリア等でも報告をされてい
る（５、６）。従って、感染拡大の状況やそれに対す
る対策には違いがあるものの、例えば食事を含めた
生活の変化や、睡眠障害、メディアの影響、社会的
な孤立、精神的苦痛、感染への恐怖など、ＣＯＶＩ
Ｄ－１９感染拡大に起因する一連のＢｉｏｐｓｙｃ
ｈｏｓｏｃｉａｌな影響としてとらえた場合に、共
通する部分があると考えられる。 
 今年度は、ＢｉｏｐｓｙｃｈｏｓｏｃｉａｌにＣ
ＯＶＩＤ－１９感染拡大が学童思春期に与える影響
について文献的検討を行った。 
Ｂ．研究方法 
 ＣＯＶＩＤ－１９感染拡大による生活変容が学童
思春期のメンタルヘルスに与えた影響について、海
外での取り組みや研究について、を行っている文献
を取り上げ、わが国で今後課題とすべき内容につい
て検討を行った。２０２０年からのパンデミックの
影響については、２０２１年前半からメタアナリシ

スおよびシステマティック・レビューが報告され始
めており、本研究ではグローバルな研究の中で２０
２１年以降に発表された研究５編を中心にレビュー
した。 
（倫理面への配慮） 

該当なし。 
 
Ｃ．研究結果 
（１）Ｍｅｈｅｒａｌｉ Ｓ等は２０２１年に、対
象として５歳から１９歳までを含み、ＣＯＶＩＤ－
１９および最近の感染症流行下での不安症やうつな
どの症状に関するシステマティック・レビューを行
っている（７）。１８の研究が含まれ、このうち、
１３研究がＣＯＶＩＤ－１９の流行の影響に関する
もので、イタリア、インド、米国、カナダでの各1
報ずつの報告以外は中国から報告されている。すべ
てオンラインによるサーベイでの断面的研究で介入
研究は含まれていない。 

こうした研究では、学童小児の情緒や行動は、有
意にＣＯＶＩＤ－１９ の流行による影響を受けて
いることが示され、不安、うつ、睡眠障害、食欲低
下、社会性の障害などがよく見られる訴えであっ
た。低年齢の児に比較して思春期での不安のレベル
が高く、思春期の女性が男性に比較して高いうつや
不安のレベルを示していると報告されている。休
校、ソーシャルディスタンス、検疫、隔離、感染の
恐れなどが、不安やうつに関連することが示されて
おり、パンデミック下で感染自体だけでなく、感染
対策、封じ込め対策などが、学童思春期に心的外傷
をきたすことを示していた。 
（２）Ｊｏｎｅｓ ＥＡＫ等は２０２１年に、１３
歳から１７歳を含むメンタルヘルスに関するシステ
マティック・レビューを発表している（8）。２０
２０年に発表された１６研究がレビューをされてお
り、中国からの報告が7報告と多く、米国とカナダ
が各２報、その他は日本を含む各国1報ずつとなっ
ている。手法としては主にオンライン使用による調
査となっている。不安については、７研究のうち５
研究で思春期の年齢層での不安が上昇している結果
となっている。うつについては６研究が検討してお
り、このうち６研究においてうつとＣＯＶＩＤ－１
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９との関連が認められている。 
（３）Ｒａｃｉｎｅ Ｎ等が２０２１年に発表した
１８歳以下のうつや不安症状を含むメンタルヘルス
に関するメタアナリシスでは、２０２１年2月まで
に発表（ＰｓｙｃＡｒＸｉｖの査読前の発表を含
む）された２９研究（対象者８０,８７９名、中国
から１６報告で、北米が5報告、欧州４報告、南米
が2報告、中東が1報告９）を対象としている。これ
ら２０２０年の状況を反映した研究でのプール解析
では、臨床的に有意なうつ症状の頻度が２５．２％
（９５％信頼区間２１．２％-２９．７％）、臨床的
に有意な不安症状の頻度は２０．５％（９５%信頼
区間１７．２％-２４．２％）と報告している。う
つ症状の頻度と関連する因子としては、２０２０年
の中でも時期が遅いこと、１８歳以下でも年齢が高
いこと、女児であることが、不安症状の頻度につい
ては、２０２０年の中でも時期が遅いこと、女児で
あることが関連をしていた。パンデミック前の同様
の調査では、うつ症状１２．９％、不安症状１１．
６％などと報告されており、ＣＯＶＩＤ－１９の流
行によりほぼ２倍に増加している可能性が指摘され
ている。そして、その傾向が対象となった２０２０
年の中で後になるほど上昇している傾向が確認され
た。 
（４）Ｂｕｓｓｉèｒｅｓ ＥＬ等は、５歳から１
３歳の子どもを対象として、メンタルヘルス面での
変化に焦点を当てたメタアナリシスを行っている
（１０）。２０２１年６月までに発表されたメンタ
ルヘルスおよび睡眠に関する２８研究（対象者１
４,２０９名、欧州より１７報告、アジアより6報
告、北米が２報告、中東が２報告、南米が１報告）
を対象としており、縦断的あるいは後方視的にメン
タルヘルスの変化を評価している。 
 メンタルヘルス２１研究でについて評価され、ロ
ックダウン前あるいは中の変化については、悪化が
認められるものとその効果量（ｇ＝０．２７６、９
５％信頼区間０．１５，０．４１）は小さいと結論
付けている。不安やうつなどの内向尺度や非行や多
動などの外向尺度など差異はあるものの、全体の傾
向としてマイナスの影響は限定的であった。、 
（５）Ｖｉｎｅｒ Ｒ等は２０歳未満を対象とし

て、休校による子どもの健康への影響についてシス
テマティック・レビューを行っている（１１）。 
３６研究（対象者７９,７８１名、欧州が１９報
告、アジアが１１報告、北米が５報告、南米が１報
告）について、２０２０年２月から６月にかけての
社会的なロックダウンの一環として実施された休校
の影響を評価している。このうち２５研究でメンタ
ルヘルスの評価をしており、１８％から６０％の思
春期を含む子どもが閾値を越える不安症状やうつ症
状などを訴えていた。自殺率に関する２研究では、
自殺率の変化は認められなかった。 
 
Ｄ．考察 
 学童思春期は、メンタルヘルスに係る様々な問題
が起こりやすい時期であり、精神疾患を有する成人
の多くが、成人期に達するまでに症状を認めていた
ことが報告されている。 

ＣＯＶＩＤ－１９感染は、高齢者で重篤な全身症
状を呈し、幸い若年者、特に子どもについては無症
状あるいは軽症者が多いことから、その健康被害に
ついては、あまり注目されることはなかった。 
 しかし、世界的にほぼ同時に行われた感染対策と
してソーシャルディスタンスや休校などの処置がと
られたが、こうした対応によるメンタルヘルスに与
えた間接的な影響については世界的にも注目されて
おり、今回レビューしたメタアナリシスやシステマ
ティック・レビューでも、メンタルヘルスの悪化が
思春期を含む子どもへの健康被害として認識されて
きている。 
 わが国では、ＣＯＶＩＤ－１９流行のタイミング
での 10 代の自殺の増加があり、直接的な因果関係は
不明ではあるものの、こうしたメンタルヘルスの低
下がその一因である蓋然性は高い。 
 従って学童思春期の医療保健として、学童思春期
のメンタルヘルスの課題を日常的にスクリーニング
して評価し、適切な指導や対応ができる枠組み作り
が喫緊の課題となっている。例えば学校生活の正常
化に伴う日常の身体活動の回復、正常な睡眠パター
ンの回復、適正なスクリーンタイムなど、日常生活
面での指導とともに、医療的な介入が必要な場合の
窓口を小児医療の中に提示していくことも必要であ
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る。 
 
Ｅ．結論 
 世界的にＣＯＶＩＤ－１９流行に伴う社会的な変
化は学童思春期のメンタルヘルスに大きく影響をし
ており、わが国でもそれを示唆する報告が認められ
る。小児医療保健の中でも、学童思春期のメンタル
ヘルスの状況について、積極的なスクリーニング、
評価、対応の体制作りが極めて重要である。 
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指針(※3)

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 口 屁 口 口

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験
口 じ ロ ロ

等の実施に関する基本指針
その他、該当する倫理指針があれば記入すること

し） 
ロ ロ ロ

（指針の名称：

(※l)当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、 「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、 「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）

(※2)未審査に場合は、その理由を記載すること。
(※3)廃止前の 「疫学研究に関する倫理指針」、 「 臨床研究に関する倫理指針」、 「 ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、 「 人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は 、 当該項目に記入すること。

5. 厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

I研究倫理教育の受講状況 i受講屈
／

未受講口

6. 利益相反の管理

当研究機関におけるCORの管理に関する規定の策定

当研究機関におけるCOI委員会設置の有無

当研究に係るCOIについての報告・審査の有無

当研究に係るCOIについての指導・管理の有無

（留意事項） ．該当する口にチェックを入れること。

有心-無 □ （無の場合はその理由：

有店＾ 無 □ （無の場合は委託先機関：

有哲
／

無口（無の場合はその理由：

有 □ 無万貪の場合はその内容：

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

） 

） 

） 

） 



令和4年3月23日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 
                              機関名 あいち小児保健医療総合センター 

 
                      所属研究機関長 職 名  センター長 
                                                                                      
                              氏 名 伊藤 浩明  

 
   次の職員の令和 3 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  成育育成疾患克服等次世代育成基盤研究事業                     

２．研究課題名  身体的・精神的・社会的(biopsychosocial）乳幼児・学童・思春期の健やかな成長・ 

発達をポピュレーションアプローチで切れ目なく支援するための社会実装化研究  

３．研究者名  （所属部署・職名） 保健室室長                                 

    （氏名・フリガナ）杉浦 至郎  スギウラシロウ                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 

あいち小児保健医療総合セン

ター倫理委員会 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 











令和４年  ３月  ２５日 
厚生労働大臣 殿 

                                                                                             
                              機関名 国立大学法人岡山大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 槇野 博史           
 

   次の職員の令和 3 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理について

は以下のとおりです。 

１．研究事業名 成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（健やか次世代育成総合研究事業）                                        

２．研究課題名 身体的・精神的・社会的（biopsychosocial）に乳幼児・学童・思春期の健やかな成長・発達を

ポピュレーションアプローチで切れ目なく支援するための社会実装化研究                                          

３．研究者名  （所属部署・職名）学術研究院医歯薬学域・准教授                                 

    （氏名・フリガナ）岡田 あゆみ・オカダ アユミ                             

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェックし一

部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象とす

る医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

 



2022年   3月  17 日 
厚生労働大臣  殿                                                                             

                                  
                              機関名  獨協医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名   学長 
                                                                                      
                              氏 名   吉田 謙一郎    
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（健やか次世代育成総合研究事業）   

２．研究課題名  身体的・精神的・社会的（biopsychosocial）に乳幼児・学童・思春期の健やかな成長・ 
発達をポピュレーションアプローチで切れ目なく支援するための社会実装化研究        

３．研究者名  （所属部署・職名）   医学部・教授                        

    （氏名・フリガナ）  作田 亮一（サクタ リョウイチ）                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 





令和4年2月25日 
厚生労働大臣 殿 
 
                                                                                             

                    
                              機関名 久留米大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 内村 直尚           
 

   次の職員の令和 3 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（健やか次世代育成総合研究事業）      

２．研究課題名  身体的・精神的・社会的（biopsychosocial）に乳幼児・学童・思春期の健やかな成長・ 

 発達をポピュレーションアプローチで切れ目なく支援するための社会実装化研究     

３．研究者名  （所属部署・職名）  小児科・助教                       

    （氏名・フリガナ）  酒井さやか・サカイサヤカ                     

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ☑ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


